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平成２１年１２月第４回定例会 

   議事日程第１号         第４回定例会 

   平成２１年１２月４日（金曜日）  午前９時３０分開議 

 

   開  会 

日程第 １ 会議録署名議員指名 

 〃  ２ 会期決定 

 〃  ３ 諸般の報告 

      （１）定例監査結果等報告について 

      （２）第１２２回山形県市議会議長会定期総会の報告について 

 〃  ４ 行政報告 

      （１）市政の概況について 

      （２）第５次寒河江市振興計画実施計画（平成２２年度～平成２４年度）について 

 〃  ５ 議第７６号 寒河江市教育委員会委員の任命について 

 〃  ６ 議案説明 

 〃  ７ 委員会付託 

 〃  ８ 質疑、討論、採決 

 〃  ９ 議第７７号 平成２１年度寒河江市一般会計補正予算（第８号） 

 〃 １０ 議第７８号 平成２１年度寒河江市国民健康保険特別会計補正予算（第４号） 

 〃 １１ 議第７９号 寒河江市自動車等駐車場設置及び管理に関する条例の一部改正について 

 〃 １２ 議第８０号 寒河江市立病院使用料及び手数料条例の一部改正について 

 〃 １３ 議第８１号 国際チェリーパーク、イベント広場、チェリードーム、臨川亭及びチェリー

ランド河川敷公園に係る指定管理者の指定について 

 〃 １４ 議第８２号 寒河江市立みなみ保育所に係る指定管理者の指定について 

 〃 １５ 議第８３号 寒河江市立にしね保育所に係る指定管理者の指定について 

 〃 １６ 議第８４号 寒河江市市民浴場に係る指定管理者の指定について 

 〃 １７ 請願第８号 水田農業政策の確立を求める意見書の提出に関する請願 

 〃 １８ 請願第９号 日本農業を守る貿易交渉対応を求める意見書の提出に関する請願 

 〃 １９ 議案説明 

 〃 ２０ 質疑 

 〃 ２１ 予算特別委員会設置 

 〃 ２２ 委員会付託 

    散  会 

 

 

   本日の会議に付した事件 

 

   議事日程第１号に同じ 
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平成２１年１２月第４回定例会 

開    会      午前９時３０分 

 

○髙橋勝文議長 おはようございます。 

  ただいまから、平成21年第４回寒河江市議会定例会を開会いたします。 

  本日の欠席通告議員はありません。 

  出席議員は定足数に達しておりますので、これより本日の会議を開きます。 

  本日の会議は、議事日程第１号によって進めてまいります。 

 

会議録署名議員指名 

 

○髙橋勝文議長 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

  会議録署名議員は、会議規則第80条の規定により議長において、６番杉沼孝司議員、14番伊藤忠

男議員を指名いたします。 

 

会 期 決 定 

 

○髙橋勝文議長 日程第２、会期の決定を議題といたします。 

  本定例会の会期など議事日程につきましては、議会運営委員会で協議を願っておりますので、そ

の結果について委員長の報告を求めます。伊藤議会運営委員長。 

   〔伊藤忠男議会運営委員長 登壇〕 

○伊藤忠男議会運営委員長 おはようございます。 

  議会運営委員会における協議の結果について御報告申しあげます。 

  本日招集になりました平成21年第４回寒河江市議会定例会の運営につきましては、去る12月１日、

委員全員出席、議長以下関係者の出席のもと議会運営委員会を開催し、協議いたしました。 

  会期につきましては、提案されます議案数並びに一般質問の通告数などを勘案し、本日から12月

17日までの14日間とし、その間の会議等についてはお手元に配付してあります日程表のとおり決定

いたしました。 

  以上、よろしくお取り計らいくださいますようお願い申しあげ、御報告といたします。 

○髙橋勝文議長 お諮りいたします。 

  本定例会の会期は、議会運営委員長報告のとおり決定することに御異議ございませんか。 

   （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

  御異議なしと認めます。 

  よって、会期は本日から12月17日までの14日間と決定いたしました。 

 

 

 

 



 第４回定例会日程                     平成２１年１２月４日（金）開会 

月    日 時   間 会           議 場   所

午前９時３０分 本 会 議

開会、会議録署名議員指名、

会期決定、諸般の報告、行政

報告、教育委員任命議案上

程、同説明、委員会付託、質

疑・討論・採決、議案・請願

上程、同説明、質疑、予算特

別委員会設置、委員会付託 

議   場
１２月 ４日（金） 

本 会 議 終 了 後 予算特別委員会 付 託 案 件 審 査 議   場

１２月 ５日（土） 休                 会 

１２月 ６日（日） 休                 会 

１２月 ７日（月） 休                 会 

１２月 ８日（火） 午前９時３０分 本 会 議 一 般 質 問 議   場

１２月 ９日（水） 休                 会 

１２月１０日（木） 午前９時３０分 本 会 議 一 般 質 問 議   場

総 務 分 科 会 付 託 案 件 審 査 第２会議室

厚生経済常任委員会

分 科 会
付 託 案 件 審 査 第４会議室

１２月１１日（金） 午前９時３０分 

建設文教常任委員会

分 科 会
付 託 案 件 審 査 議会図書室

１２月１２日（土） 休                 会 

１２月１３日（日） 休                 会 

総 務 分 科 会 付 託 案 件 審 査 第２会議室

厚生経済常任委員会

分 科 会
付 託 案 件 審 査 第４会議室

１２月１４日（月） 午前９時３０分 

建設文教常任委員会

分 科 会
付 託 案 件 審 査 議会図書室

１２月１５日（火） 休                 会 

１２月１６日（水） 休                 会 

午前９時３０分 予算特別委員会 付 託 案 件 審 査 議   場

１２月１７日（木） 予算特別委員会 

終 了 後 
本 会 議

議案・請願上程、委員長報

告、質疑・討論・採決、閉会 
議   場
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平成２１年１２月第４回定例会 

諸 般 の 報 告 

 

○髙橋勝文議長 日程第３、諸般の報告であります。 

  （１）定例監査結果等報告について 

  （２）第122回山形県市議会議長会定期総会の報告について 

  以上のことにつきましては、お手元に配付しておりますプリントによって御了解を願います。 

 

行 政 報 告 

 

○髙橋勝文議長 日程第４、行政報告であります。 

  （１）市政の概況について 

  （２）第５次寒河江市振興計画実施計画（平成22年度～平成24年度）について 

  市長から報告を求めます。佐藤市長。 

   〔佐藤洋樹市長 登壇〕 

○佐藤洋樹市長 おはようございます。 

  それでは、私の方から行政報告を申しあげます。 

  初めに、９月定例会以降、今日までの主な市政の概況について御報告申しあげます。 

  まず、景気・雇用の現状についてでありますが、国におきましては、景気の持ち直し傾向が続く

ことが期待されるとしているわけでありますが、本市においては、景気回復の実感に乏しく、また、

国内経済においてデフレ傾向が発現するなど、予断を許さず国内経済状況の本市への影響と景気・

雇用の動向を注意深く見守っていく必要があるというふうに認識しているところであります。 

  雇用情勢につきましては、市内100社を対象とした10月の雇用動向調査では、今後の求人予定数

が７月調査時点の79人から55人増加し134人が予定されるなど、改善傾向が見られたところであり

ます。しかしながら、10月末現時点での西村山管内の高校の来年度新規高卒者の内定率が64.4％と

昨年同時期の84.3％に比べ著しく低く推移しており、景気情勢の改善にはまだほど遠い状況にある

というふうに認識しているところであります。 

  本市におきましては、これまで国の経済対策を積極的に活用し、経済・雇用対策事業を実施して

いるところでありますが、緊急雇用創出事業等を活用し、32路線の街路樹再生事業など24事業を実

施し、これまで延べ109人の新規雇用を創出してきたところであります。 

  また、平成20年度第５号補正予算で計上いたしました地域活性化・生活対策臨時交付金事業につ

きましては、12月中には予定している事業すべて完了する予定となっているところであります。 

  次に、新型インフルエンザの状況でありますが、本市においても集団発生が継続しているところ

であります。これまでほとんどの学校で学級閉鎖などの措置がとられており、休校の措置も11月30

日までに二つの高校、三つの中学校、五つの小学校で実施されているところであります。 

  また、新型インフルエンザワクチンの接種について１歳から中学校３年生までを対象にした１回

目の接種費用の助成について、さきの臨時議会で補正予算の御議決をいただいたところであります

が、早速11月30日からワクチンの集団接種を実施しているところであります。来年１月までには中



学３年生までの希望者全員に接種を行う予定にしているところであります。 

  次に、中学校の学校給食についてでございます。 

  現在、教育委員会において、給食の実施方法を詰めていただいているところであり、11月には市

内小・中学校ＰＴＡ会長、母親委員長との懇談会を開催し、検討状況の説明及び意見交換が行われ

ているところであります。今後、民間事業者へのアンケート結果なども踏まえ、中学校給食の実施

方法を決定していく考えであります。 

  また、米の新品種「つや姫」についてでありますが、今年度本市では５ヘクタールが栽培されて、

順調に生育したところであります。来年度から本格栽培となり、村山地域で475ヘクタールの配分

面積が予定されておりますが、栽培希望者を募集したところ、本市では48.5ヘクタールの申請があ

ったところであります。 

  そのほか、最上川寒河江緑地整備事業につきましては、地域における検討結果に基づく設計によ

り、多目的広場整備工事を発注したところであります。 

  また、消費者行政推進の観点から、10月１日より消費者相談員１名を配置し、消費生活相談室を

開設しているところであります。 

  仙台圏との交流促進についてでありますが、11月８日に仙台圏との交流の核となる仙台寒河江会

の設立総会が、髙橋議長ほか市議会からも御出席をいただき、開催されたところであり、現在400

名の会員数となっているところでありますが、今後、さらに拡大が図られるものと期待していると

ころであります。 

  最後に、24年間の永きにわたり市政発展に尽くされた前市長、佐藤誠六氏に対し、本市４人目と

なる名誉市民の称号を贈呈し、11月27日に、各界、各層から多数御列席をいただき、顕彰式典を行

ったところであります。 

  以上、さきの定例会以降の主な市政の概況について御報告申しあげましたが、今後とも議員各位

の御支援、御協力をいただき、市政運営に努めてまいる所存でありますので、よろしくお願いを申

しあげる次第であります。 

  次に、第５次寒河江市振興計画実施計画について御報告を申しあげます。 

  実施計画につきましては、平成27年度を目標年度とする第５次寒河江市振興計画の具現化のため、

毎年３カ年のローリング方式で策定しているわけであります。 

  実施計画の内容につきましては、去る11月20日の全員協議会で御協議をいただいているところで

ありますので、それにより御報告にかえさせていただきたいというふうに思います。 

  以上でございます。 
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質     疑 

 

○髙橋勝文議長 ただいまの行政報告中、（１）市政の概況について質疑はありませんか。 

   （「なし」と呼ぶ者あり） 

  次に、（２）第５次寒河江市振興計画実施計画（平成22年度～平成24年度）についての質疑はあ

りませんか。川越議員。 

○川越孝男議員 11月20日全協で説明をいただきながら協議もしたわけでありますけれども、その中

で私も抜けていまして、その後、実施計画再度目を通す中で、ちょっとお尋ねをしたいことがある

わけです。 

  というのは、箕輪地区で山崩れというか、地すべりが発生しているわけでありまして、それは今

後どういうふうな対応をしていくかということについては、状況を継続して監視をしながら、県の

方になるのか、市の方になるのかもこれあるわけでありますけれども、継続監視をして今後の対応

をしたいというふうになっていたわけでありますけれども、現状どうなっているのか。 

  このことは極めて重要な寒河江市として対応しなければならない課題でありますけれども、向こ

う３年間の実施計画の中に触れられていないので、状況を含めてお尋ねをしておきたいというふう

に思います。以上です。 

○髙橋勝文議長 建設課長。 

○犬飼一好建設課長 箕輪地区の地すべりに関して御質問ありましたけれども、現在、この地すべり

に関しましては、調整会議を開催しながらその対策について協議しているところです。 

  現在、山形県といろいろ話し合っておりますけれども、県の予算の関係で今年度箕輪地区の地す

べり対策箇所の地下水を排除するために、横ボーリング工事を行うということで、12月ころに発注

していきたいというふうなお話がありました。 

  さらには、地すべりした箇所の土を排除する工事、これらにつきましても、来年度の予算で県の

方で何とかやれそうな感じがするということでのお話がありましたので、それらに向けて市としま

しても、現在、その工事について要望しているという状況でございまして、いずれにしましても、

山形県の方で何らかの対策という工事を行っていただけるということに、今調整をさせていただい

ているというところでございまして、排除するまでの期間については、引き続き市の方で観測業務、

さらには、警報等の業務を行ってまいりたいというふうに考えております。 

  以上であります。 
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議 案 上 程 

 

○髙橋勝文議長 日程第５、議第76号、寒河江市教育委員会委員の任命についてを議題といたします。 

 

議 案 説 明 

 

○髙橋勝文議長 日程第６、議案説明であります。 

  市長から提案理由の説明を求めます。佐藤市長。 

   〔佐藤洋樹市長 登壇〕 

○佐藤洋樹市長 議第76号寒河江市教育委員会委員の任命について御説明申しあげます。 

  教育委員会委員のうち、山内好子委員が本年12月15日をもって任期満了となりますので、新たに

草苅節子氏を任命いたしたく御提案するものであります。 

  よろしく御審議の上、御同意くださいますようお願い申しあげる次第であります。 

 

委 員 会 付 託 

 

○髙橋勝文議長 日程第７、委員会付託であります。 

  お諮りいたします。 

  ただいま議題となっております議第76号については、会議規則第37条第３項の規定により、委員

会付託を省略いたしたいと思います。これに御異議ございませんか。 

   （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

  御異議なしと認めます。 

  よって、議第76号については委員会付託を省略することに決しました。 

 

質疑、討論、採決 

 

○髙橋勝文議長 日程第８、これより質疑、討論、採決に入ります。 

  議第76号に対する質疑はありませんか。 

   （「なし」と呼ぶ者あり） 

  これにて質疑を終結いたします。 

  討論に入りますが、討論の通告がありませんので、討論を終結いたします。 

  これより議第76号を採決いたします。 

  お諮りいたします。 

  ただいま議題となっております議第76号は、これに同意することに御異議ありませんか。 

   （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

  御異議なしと認めます。 

  よって、議第76号はこれに同意することに決しました。 
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議 案 上 程 

 

○髙橋勝文議長 日程第９、議第77号から日程第18、請願第９号までの10案件を一括議題といたしま

す。 

 

議 案 説 明 

 

○髙橋勝文議長 日程第19、議案説明であります。 

  市長から提案理由の説明を求めます。佐藤市長。 

   〔佐藤洋樹市長 登壇〕 

○佐藤洋樹市長 最初に、議第77号平成21年度寒河江市一般会計補正予算 (第８号)について御説明

申しあげます。 

  このたびの補正予算は、県の地域グリーンニューディール基金を活用した中心市街地活性化セン

ター省エネ・グリーン化推進事業費等を計上するとともに、果樹園芸作物等生産振興対策事業費や

木の下地区整備事業費等を追加するものであります。 

  その結果、２億532万9,000円の追加となり、予算総額は、歳入歳出それぞれ149億1,632万4,000

円とするものでございます。 

  以下、その大要について御説明申しあげます。 

  歳出予算については、第２款総務費は、議会会議室前の庭園整備に係る庁舎施設整備事業費251

万8,000円を追加するのが主なものでございます。 

  第３款民生費は、国民健康保険特別会計繰出金766万8,000円、生活保護扶助等事業費2,116万

4,000円を追加するのが主なものでございます。 

  第６款農林水産業費は、予冷施設等の改修に係る果樹園芸作物等生産振興対策事業費1,063万

3,000円を追加するものが主なものでございます。 

  第７款商工費は、中心市街地活性化センター省エネ改修工事に係る省エネ・グリーン化推進事業

費1,400万円を計上するとともに、商工業資金融資円滑化事業費1,670万円を追加するものでござい

ます。 

  第８款土木費は、木の下地区整備事業費9,330万6,000円を追加するのが主なものでございます。 

  第９款消防費は、全国瞬時警報システム整備等に係る防災対策事業費158万8,000円を追加するの

が主なものでございます。 

  第10款教育費は、慈恩寺の文化財保護地域活動支援に係る寒河江の宝育成事業費60万円等を計上

するものでございます。 

  これら歳出予算に対する歳入については、地方交付税3,020万6,000円、国庫支出金6,208万5,000

円、県支出金4,244万7,000円、市債4,630万円等を追加し対応することといたしました。 

  第２表繰越明許費につきましては、木の下地区整備事業が年度内の完了が困難であるため、翌年

度に繰越しするものでございます。 

  第３表債務負担行為補正については、高松小学校給食調理業務委託ほか３件に係る委託料の債務



負担行為を追加するものでございます。 

  第４表地方債補正については、臨時市道整備事業債ほか２事業債の限度額を変更するものでござ

います。 

  次に、議第78号平成21年度寒河江市国民健康保険特別会計補正予算 (第４号)について御説明申

しあげます。 

  このたびの補正予算は、新型インフルエンザの流行や高額療養費の増嵩による保険給付費、前期

高齢者納付金及び特定健康診査等国庫負担金の精算に伴う償還金等を追加するものでございます。 

  その結果、１億1,122万5,000円の追加となり、予算総額は、歳入歳出それぞれ41億4,157万3,000

円とするものでございます。 

  以上、補正予算の大要について御説明申しあげましたが、よろしく御審議の上御可決くださいま

すようお願い申しあげる次第であります。 

  次に、議第79号寒河江市自転車等駐車場設置及び管理に関する条例の一部改正について御説明申

しあげます。 

  駅前駐輪場等の環境悪化を防止し、その機能の確保を図るため、所要の改正をしようとするもの

でございます。 

  次に、議第80号寒河江市立病院使用料及び手数料条例の一部改正について御説明申しあげます。 

  リハビリテーション医療に係る患者の診療ニーズに対応するため、所要の改正をしようとするも

のでございます。 

  次に、議第81号国際チェリーパーク、イベント広場、チェリードーム、臨川亭及びチェリーラン

ド河川敷公園に係る指定管理者の指定についてから、議第84号寒河江市市民浴場に係る指定管理者

の指定までの４議案について、関連がありますので、一括して御説明申しあげます。 

  公の施設に係る指定管理者の指定を行うため、議会の議決をいただこうというものでございます。 

  以上、８案件を御提案申しあげましたが、よろしく御審議の上御可決くださいますようお願い申

しあげる次第であります。 
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質     疑 

 

○髙橋勝文議長 日程第20、これより質疑に入ります。 

  議第77号に対する質疑はありませんか。 

   （「なし」と呼ぶ者あり） 

  議第78号に対する質疑はありませんか。 

   （「なし」と呼ぶ者あり） 

  議第79号に対する質疑はありませんか。川越議員。 

○川越孝男議員 若干お尋ねをしたいと思います。 

  これ改正の趣旨わかるわけでありますけれども、やっぱりこの件について問題なのは民法の私有

財産とのかかわりだというふうに思うんです。 

  個人の所有権の問題があるわけでありますので、現状、まずどうなっているのかというふうなこ

とと、それから、こういうふうに改正した場合の２番の関係で、「市長は、前項の規定により放置

自転車等を移動し、処分する場合は、できる限り使用者を調査し、当該放置自転車等の引き渡しに

努めるものとする。」というふうになっているわけでありますけれども、これが所有権とのかかわ

りで、努めるものというのをどこまでどうするのかという、そういう基準的なものがあるのかどう

なのか。 

  また、この種のものについての判例などがあって、例えばどの程度調査をしたけれども、わから

ないために処分したという場合の判例などがあるのかどうかもあわせてお聞かせをいただきたい。 

  そういう部分に引っかからないためにこの条例を改正し、今後、運用をする上での基準というか、

ガイドラインというか、そういうものが設定されるのかどうかもあわせてお尋ねをしたいと思いま

す。以上です。 

○髙橋勝文議長 市民生活課長。 

○安彦 浩市民生活課長 ただいま幾つか質問がございました。まず初めに、現状でございます。 

  現状におきましては、放置自転車の処分につきましては、遺失物法等の規定に基づきまして、寒

河江警察署に搬入し、警察署での公告を経て処分をしております。 

  私有財産との関連でございますが、これについては、幾度となく移動を催告するようなチラシ等

添付し、それを促すというような方法をとっております。 

  二つ目でございます。 

  改正し、使用者を調査することに努めるという内容でございますけれども、これにつきましては、

放置自転車と認めた場合に、その自転車に注意札、これについては移動及び再登録を促すというも

のを添付するということで移動を促すということでございます。 

  それでも移動しないものにつきましては、市が移動を行い、さらには、公告、それらの手続を経

て処分をいたすという内容であります。それに至るまでについては、当然所有者の特定を図るとい

うことを行いますし、警察と防犯登録のあるものについては、それらの所有者ということをお聞き

しながら、できるだけ返還に努めた上で、さらにないものについては、先ほど申しあげた手続を行

うということであります。 



  それらの判例ということでございますが、それについては今のところ私のところではそういった

判例はまだ把握しておりませんので、それらについてもいろいろ参考としてまいりたいなというふ

うには思っているところであります。 

  運用に対する基準等でございますが、本条例の改正に伴いまして、施行規則、こちらの方の改正

をあわせて行わせていただきたい。その中身については、ただいま申しあげたような内容で改正を

行いたいというふうに考えております。以上であります。 

○髙橋勝文議長 議第80号に対する質疑はありませんか。 

   （「なし」と呼ぶ者あり） 
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  議第81号に対する質疑はありませんか。松田議員。 

○松田 孝議員 指定管理者の問題なんですけれども、ここにつけ紙になっておりますけれども、こ

の評価基準が自主事業をというか、イベント開催によって大分ハンデがついたような状況はありま

すけれども、実際、このチェリーランドで今イベント開催しておりますけれども、この中で、前に

この議場でもお話しありましたけれども、業者が社員に強制的にチケットを販売するような手法を

強力に進めている問題も浮上しておりますけれども、この辺について、当局として疑問を感じない

のか、その辺についてお伺いをしたいと思います。 

○髙橋勝文議長 花・緑・せせらぎ推進課長。 

○山田敏彦花・緑・せせらぎ推進課長 チェリーランドでの、いわゆる施設を利用しての営業活動と

いうことで、いろいろな食に関するイベント等を行っているわけでございますけれども、それに関

してチケットの販売等々でそういった話ということでございますが、基本的には営業の活動内容と

いうことで、いわゆる強制的とか、そういったことの限度というものが私どもでちょっと把握して

おりませんが、基本的には通常行われる、そういう営業活動の中で実施されているものというふう

に理解してございます。 

○髙橋勝文議長 松田議員。 

○松田 孝議員 私どもも社員の方からいろいろな苦情が発せられておりますので、その辺の具体的

な実態をつかんだ上にやっぱり実行していただきたいなと思っております。 

  これを見ますと、イベント開催に大変疑問ある業者も多いということで、ハンデがついているわ

けですから、その辺も含めて今後検討していただきたいと思います。 
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○髙橋勝文議長 川越議員。 

○川越孝男議員 来年から３年間指定管理者でということでありますけれども、今現在、チェリーラ

ンド管理センターに管理委託をしていると思う。そして、そこが市もかかわるセンターなものだか

ら、そこが今後、チェリーランド管理センターの今後のあり方にも影響してくるのでないかなと思

うものですから、ここだけちょっとお尋ねをしておきます。後で委員会の中でしますけれども、こ

の関係だけお尋ねをしておきます。 

○髙橋勝文議長 花・緑・せせらぎ推進課長。 

○山田敏彦花・緑・せせらぎ推進課長 チェリーランド管理センターのあり方ということでございま

すが、いわゆる来年４月１日から指定管理者に移行ということで、それまでの３月末をもちまして、

管理センターにつきましては解散といいますか、廃止になる予定でございます。 
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○髙橋勝文議長 議第82号に対する質疑はありませんか。松田議員。 

○松田 孝議員 みなみ保育所の指定管理者にかかわる問題なんですけれども、この今回上程された

のは、具体的に１者だけというか、結果的に公募しなかったということなんでしょうけれども、そ

の特例措置というか、何か具体的に中身が出てないわけですけれども、結果的に今まで３年間の評

価基準がなければ、議会としても判断基準が決定できないというか、そういう問題ありますけれど

も、具体的に１者だけ指定したということ、継続みたいな形になると思うんですけれども、その理

由も含めて、その根拠をお伺いしたいと思います。 

○髙橋勝文議長 行財政改革推進室長。 

○奥山健一総合政策課行財政改革推進室長 それでは、みなみ保育所についてでございますが、みな

み保育所につきましては、前回は公募しましたが、今回は公募しなかったところでございます。 

  その理由ということでございますが、保育所の指定管理者の導入に当たっては、市民の大切な子

どもさんを扱うということから、市から指定管理者に移行する際も、できるだけ子どもさん、保護

者の不安や動揺を取り除くため、１年間市の職員を派遣し、スムーズな引き継ぎに努力してきたと

いうこともあるわけでございまして、このたびにしね保育所の指定管理者につきましても同様な形

で実施する予定で考えているところでございます。 

  みなみ保育所につきましては、新たに公募をするとした場合、また保育の運営者がかわるとなっ

た場合、保護者、また子どもさんに不安を与え、動揺を与えるということから、指定管理者選定委

員会につきましては、みなみ保育所につきましては、特別な批判もないと、また、アンケート調査

を実施した結果、おおむね良好な調査結果が出ているというようなことで、非公募の指定管理とい

うようなことにしたところでございます。以上でございます。 

○髙橋勝文議長 松田議員。 

○松田 孝議員 子どもにいろいろ動揺を与えない、これは理解できます。しかし、結果的にこの業

者を選定するに当たって、審査の基準というか、あるはずなんです。その辺をある一定の公表をい

ただかないと、私ら議会人としてはちょっと審議できないという問題があります。 

  それと、審査基準、具体的にこの３年間の審査基準はどういうふうにしてはかって、いろいろな

選定委員会もあるようですけれども、その中でどういう話し合いがなされたのか。結果的に、最終

的には市長の判断でその業者にということになるんでしょうけれども、それ以前の対応をどうやっ

てきたのか伺いたいと思います。 

○髙橋勝文議長 行財政改革推進室長。 

○奥山健一総合政策課行財政改革推進室長 審査につきましては、一般公募と同じように基準表を適

用しながら内容の状況を斟酌しながら、点数化して評価をしたところでございます。以上でござい

ます。 

○髙橋勝文議長 松田議員。 

○松田 孝議員 今の点数化した指標、それを議会に提出いただきたいと思います。審議する上で。 

○髙橋勝文議長 当局にお尋ねいたします。 

  ただいま求められた資料は存在しますか。行財政改革推進室長。 

○奥山健一総合政策課行財政改革推進室長 ございます。 



 

動議の提出 

 

○髙橋勝文議長 ただいま松田議員から動議が提出されましたが、この動議を議題として取り上げる

ことに賛成の議員の挙手を求めます。 

   〔賛成議員 挙手〕 

  挙手11人であります。 

  所定の賛成者がありますので、動議は成立いたしました。 

  よって、本動議を直ちに議題といたします。 

お諮りいたします。 

  本動議に賛成の議員の挙手を求めます。 

   〔賛成議員 挙手〕 

挙手多数であります。 

  よって、本動議は可決されました。 

  この際、暫時休憩をいたします。 

    休 憩 午前１０時０９分 
                  
    再 開 午前１０時１５分 
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○髙橋勝文議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  議第83号に対する質疑はありませんか。 

   （「なし」と呼ぶ者あり） 

  議第84号に対する質疑はありませんか。川越議員。 

○川越孝男議員 これは第84号でお尋ねしますけれども、指定管理者のもの、みなみ保育所を除いて

全部にも共通するわけでありますけれども、この第84号では、選定団体と、それからＡからＤまで

の四つのこの議案の附属資料として出ているんですけれども、５者の関係の資料が出ています。そ

こでお尋ねをしたいんです。 

  やっぱり行政というのは、もっともっと市民にわかる状態でやるべきだというふうに思うんです

が、選定した業者についてはこの契約の部分で社名が、事業所名が出てくるわけでありますけれど

も、それ以外の四つについてはＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄというふうになるわけです。 

  やっぱりどういう事業者が指定管理者にしたいということで、参加を申請をされているのかとい

うようなことを知るということは、極めて行政を市民が理解をし合うという上で必要だというふう

に思うんです。 

  そうしたときに、県やどこかでもやっているからというふうなことのようですけれども、国の個

人情報保護法、あるいは寒河江市の個人情報保護条例と抵触するから、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄというふう

にしなければならないのかどうなのか。 

  私は、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの社名を明らかにすべきだというふうに思うんですが、ただ、法令や条例

に抵触するのであれば、これはできないというふうに思いますけれども、そうでなければ明らかに

するというふうに思いますけれども、このことについて見解をお聞かせをいただきたいと思います。 

○髙橋勝文議長 行財政改革推進室長。 

○奥山健一総合政策課行財政改革推進室長 ただいまの質問につきましてでございますが、これまで

の議案につきましては、議員がおっしゃるように県等の資料等を参考にしながら、これまでも議案

としてこのような形で出してきたところでございます。 

  今、議員の方から業者Ａ、Ｂ、Ｃを具体的にすべきでないかというようなことがありましたもの

ですから、一応今後はそういうことで検討はさせていただきたいと思います。 
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○髙橋勝文議長 松田議員。 

○松田 孝議員 今、先ほど提出もらったものもそうなんですけれども、今までこの指定管理者以前

に市でやっていた点数というか、そういう基準に基づいた、ある程度対比ができないと、なかなか

具体的にその指定管理者に移行した理由がよく鮮明に見えないんです。 

  財政的には確かに軽減になっていると思うんですけれども、市民に対してのサービス提供がどの

程度向上しているのか、具体的に見えないわけです。 

  ですから、その辺の資料というか、そういうのが必要だと私は思うんですけれども、その辺の対

比した、これまでの行政がやっていた事業の対比、そういう資料というのはあるのかどうか、実際

検討しているものかどうか、その辺について伺いたいと思います。 

○髙橋勝文議長 行財政改革推進室長。 

○奥山健一総合政策課行財政改革推進室長 検討資料といいますと、市でやっていたときと、今度指

定管理者がやったときの資料ということでございますか。このみなみ保育所に限らず全体ですか。 

  ちょっと私の方ではそういうような行政でやった時点と指定管理者でやった時点の正確な対比と

いうことではしている資料はございません。 

○髙橋勝文議長 松田議員、今議第84号の質疑であります。 

○松田 孝議員 わかります。それで関連で質問しているんです。 

○髙橋勝文議長 第84号ですから。松田議員。 

○松田 孝議員 第84号でも第83号でも、第82号でも同じなんです。そのサービス状況を対比する資

料が欲しいということを言っているんですが。 

○髙橋勝文議長 今は第84号です。 

○松田 孝議員 はい、わかります。だから、これまでの市の、行政でサービス提供した時点の資料

というか、点数表的なものと、今回、提示されている添付資料の対比をするに、やっぱりその点数

表を持ってないと、果たして指定管理者に移行してよかったのかどうか見えないわけです。 

  だから、その辺の対比する資料というのはあっていいはずだと思うんです、行政としては。単純

に基準表を設けただけでは、私らは理解できないんですけれども、その辺のあり方について、もう

少し鮮明な資料をいただきたいと思いますけれども。 

○髙橋勝文議長 市長。 

○佐藤洋樹市長 我々としては資料として御提供している選定の結果というのが、職員がいろいろ各

事業所からヒアリングをしたり、資料をもらったりして、それを評価をした評価の結果なわけです。 

  ですから、特に議第84号については、市民浴場でありますから、既にこれまでも何年間か指定管

理者にお願いをして、それと今回の５社の事業所の５年間なり、何年間なりの計画との比較もしな

がら、そういう結果として出てきているんです。 

  その時点では、当然のことながら、これまでの３年間の指定管理者の成績というんですか、評価

をして、そして、今後５年間をお願いする業者をどうしていったらいいかということで、苦心をし

て評価をした結果でありますから、この点数は単なる点数でなくて、その評価の苦心をした成果だ

というふうに御理解をいただきたいというふうに我々は思っているところであります。 

○髙橋勝文議長 松田議員。 



○松田 孝議員 今、私言っていることは、市長、違うと思うんです。結果的にそういうことは資料

としては使えます。ただ、以前の指定管理者に移行する前の基準ってあっていいはずなんですよ。

それをもとに、根拠にいろいろな指定管理者に移行する対比があると思うんですけれども、それら

の資料があれば非常に理解しやすいと思うんですけれども、今後。 

○髙橋勝文議長 行革推進室長。 

○奥山健一総合政策課行財政改革推進室長 添付資料の後ろの方に各施設の基準点表というのがござ

います。資料の２枚目に基準点表というのがございます。国際チェリーパークでもあるんですけれ

ども、２枚目に基準点表というのをつけているわけでございますが、この基準点というのが、基本

的には行政がやっていたときの評価ということで理解してもらっていいと思います。 

  それで、行政がやったよりよかったらプラス、だめだったらマイナスというようなことで配点は

しているところでございます。 
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○髙橋勝文議長 川越議員。 

○川越孝男議員 この関係で、ちょっと中身的なお尋ねしたいんですが、市民浴場の管理というのは、

市民浴場だけなのか、源泉の管理、源泉はチェリークアパークの方までも給湯している施設なわけ

でありますけれども、何か前のものの今現在３年間やっている指定管理者の実績評価などの資料も

私も取り寄せて検討していますけれども、それを見ますと、市民浴場だけでなくて、源泉の管理の

方も何かなっているようなことも見られるんですけれども、実際は市民浴場の管理だけではなくて、

源泉の管理も含めて指定管理者に委託しているのかどうかということが１点。 

  それから、今、松田議員の方からもあるわけでありますけれども、ちょうど３年間、今指定管理

者で市民浴場をやっているわけです。それ以前は管理業務の委託でやっていたわけです。そして、

今回、指定管理者として来年から向こう５年間やるという、この事業者が前段の、今現在やってい

る指定管理者の前、業務委託でやっていたわけです。 

  その人たちが３年前の指定管理者のときに、みんな手を挙げてそれぞれ計画書を出したわけです。

今回今やっている方も出したわけです。その際も、いろいろ議会でも議論になりました。作文だけ

でないのかというような、作文だけになった場合に困るのではないかというふうな議論もなったん

です。 

  その結果、寒河江温泉協同組合が今現在３年間やっているわけです。そして、また同じように、

今度来年から５年間やる人が以前やっていた方で、３年前も一緒に手を挙げて計画書を出した人な

んです。 

  そうしたときに、３年前に議会で議論した作文だけになりはしないのかというふうなことが、今

松田議員から言われているように、この３年間指定管理者としてやった実績を出して、あるいはこ

れから向こう５年間の計画も出してみたら、やっぱりまたもとに戻るというふうなことになってい

るわけですけれども、それはこの３年間、今やっていることなども含めてきちんとしていかないと

いうと、今のような心配の声が出てくるのでないかなというふうなことが思われますので、そうい

うことももちろんあり得るんだというふうには思いますけれども、その計画どりがどうなのかとい

うふうな検証をしていくということが必要なのではないかというふうに私は思いましたので、ここ

で一言だけ申しあげておきます。 

  さっきの部分、お尋ねの部分、１点目のものお答えをお願いします。 

○髙橋勝文議長 市民生活課長。 

○安彦 浩市民生活課長 指定管理者が行う業務の内容についての御質問がございました。 

  新寒河江温泉源泉の管理を施設と同じように委託しているのかという話でございますが、これに

つきましては、業務の一つとして保守点検に係る業務を含んでいるというような内容であります。

以上です。 

○髙橋勝文議長 請願第８号に対する質疑はありませんか。 

   （「なし」と呼ぶ者あり） 

  請願第９号に対する質疑はありませんか。 

   （「なし」と呼ぶ者あり） 

  これをもって質疑を終結いたします。 
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予算特別委員会設置 

 

○髙橋勝文議長 日程第21、予算特別委員会の設置についてお諮りいたします。 

  議第77号については、議長を除く17人を委員に選任して構成する予算特別委員会を設置し、これ

に付託の上審査することにいたしたいと思います。 

  これに御異議ありませんか。 

   （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

  御異議なしと認めます。 

  よって、議第77号については、議長を除く17人を委員に選任して構成する予算特別委員会を設置

し、これに付託の上審査することに決しました。 

 

委 員 会 付 託 

 

○髙橋勝文議長 日程第22、委員会付託であります。 

  このことにつきましては、お手元に配付しております委員会付託案件表のとおり、それぞれ所管

の委員会に付託いたします。 

 

 委員会付託案件表 

委 員 会 付 託 案 件 

厚生経済常任委員会 

議第７８号、議第７９号、

議第８０号、議第８２号、

議第８３号、議第８４号、

請願第８号、請願第９号 

建設文教常任委員会 議第８１号 

予算特別委員会 議第７７号 

 

散    会   午前１０時３０分 

 

○髙橋勝文議長  本日はこれにて散会いたします。 

  御苦労さまでした。 
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平成２１年１２月８日（火曜日）第４回定例会 

 

○出席議員（１７名） 

   １番  髙  橋  勝  文  議員     ２番  沖  津  一  博  議員 

   ４番  辻     登 代 子  議員     ５番  工  藤  吉  雄  議員 

   ６番  杉  沼  孝  司  議員     ７番  國  井  輝  明  議員 

   ８番  木  村  寿 太 郎  議員     ９番  鴨  田  俊  廣  議員 

  １０番  佐  藤     毅  議員    １１番  松  田     孝  議員 

  １２番  石  川  忠  義  議員    １３番  新  宮  征  一  議員 

  １４番  伊  藤  忠  男  議員    １５番  佐  藤  暘  子  議員 

  １６番  川  越  孝  男  議員    １７番  那  須     稔  議員 

  １８番  鈴  木  賢  也  議員   

○欠席議員（１名） 

   ３番  石  山     忠  議員 

○説明のため出席した者の職氏名 

佐 藤 洋 樹  市 長  那 須 義 行 副 市 長 

渡 邉 滿 夫  教 育 委 員 長  片 桐 久 之
選挙管理委員会 
委 員 長 

芳 賀 靖 夫  農業委員会会長  今 野 要 一 総 務 課 長 

菅 野 英 行  総合政策課長  丹 野 敏 晴
総 合 政 策 課 
財 務 室 長 

奥 山 健 一  
総合政策課行財
政改革推進室長  大 沼 伸 一

総合政策課企業
立地推進室長 

熊 谷 英 昭  税 務 課 長  安 彦   浩 市民生活課長 

犬 飼 一 好  建 設 課 長  冨 澤 三 弥
建 設 課 
都市整備室長 

山 田 敏 彦  
花･緑･せせらぎ
推 進 課 長  真 木 繁 一 下水道課主幹 

尾 形 清 一  農 林 課 長  工 藤 恒 雄 商工観光課長 

秋 場   元  健康福祉課長  那 須 吉 雄 子育て支援室長 

有 川 洋 一  
会 計 管 理 者
（兼）会計課長  那 須 勝 一 水道事業所長 

櫻 井 幸 夫  病 院 事 務 長  荒 木 利 見 教 育 長 

兼 子 善 男  学校教育課長  高 橋 利 昌
学 校 教 育 課 
指導推進室長 

清 野   健  
生 涯 学 習
ス ポ ー ツ
振 興 課 長

 片 桐 久 志 監 査 委 員 

犬 飼 弘 一  
農 業 委 員 会
事 務 局 長    

○事務局職員出席者 

柏 倉 隆 夫  事 務 局 長  荒 木 信 行 局 長 補 佐 

渡 辺 秀 行  総 務 主 査    
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   議事日程第２号         第４回定例会 

   平成２１年１２月８日（火曜日）  午前９時３０分開議 

 

   再  開 

日程第 １ 一般質問 

   散  会 

 

 

   本日の会議に付した事件 

 

   議事日程第２号に同じ 

 

 

 

再    開     午前９時３０分 

 

○髙橋勝文議長 おはようございます。 

  ただいまから本会議を再開いたします。 

  本日の欠席通告議員は石山 忠議員であります。 

  出席議員は定足数に達しておりますので、これより本日の会議を開きます。 

  本日の会議は議事日程第２号によって進めてまいります。 
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一 般 質 問 

 

○髙橋勝文議長 日程第１、これより一般質問を行います。 

  通告順に質問を許します。質問時間は、一議員につき答弁時間を含め60分以内とし、質問回数は４

回までとなっておりますので、質問者は要領よくかつ有効に進行されますよう御協力をお願いいたし

ます。 

  この際、執行部におきましても、答弁者は質問者の意をよくとらえられ、簡潔にして適切に答弁さ

れるよう要望いたします。 

 

 一般質問通告書 

 平成２１年１２月８日（火）                       （第４回定例会） 

番号 質 問 事 項 要          旨 質  問  者 答 弁 者

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

観光行政について

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政区間の正常化

について 

祭り行事の見直し(廃止等)について 

①さくらんぼ囃子オンパレードは所期の

目的が達成されたと思う。近年の状況

を見ても、そろそろ廃止してもいいの

ではないか。 

②今年のさがえ祭りのみこしの祭典はす

ばらしかったが、期間だけが長く、全

体的な盛り上がりにかけていた感があ

る。期間を絞って一体的な盛り上がり

を図るべきではないか。 

木の沢地区は寒河江市木の沢と大江町木

の沢とが混在しており不都合が生じてい

る。両市町間での協議で飛び地解消はで

きないか。 

１３番 

新 宮 征 一 

市 長

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長

３ 

 

４ 

中心商店街の活性

化について 

スポーツの振興に

ついて 

定期的なイベントの開催について 

 

各種団体等へのスポーツ振興費補助につ

いて 

７番 

國 井 輝 明 

市 長

 

教育委員長

５ 

 

６ 

中学校給食の実施

について 

政府の事業仕分け

による影響につい

て 

中学校給食実施の進捗状況について 

 

事業仕分けにより本市に生じると予想さ

される影響は 

①本市の22年度実施計画に対する影響に

ついて 

６番 

杉 沼 孝 司 

教育委員長

 

市 長

 



番号 質 問 事 項 要          旨 質  問  者 答 弁 者

７ 

 

 

８ 

高齢者に対する足

の確保について 

 

認知症早期発見対

策について 

お年寄りが安心で安全に暮らせるための

交通手段としてどのように考えているの

か 

①本市の認知症の人数は把握されている

のか 

②認知症に対する早期発見のための施策

としてタッチパネル式ＣＲＴの導入に

ついて 

４番 

辻 登 代 子 

市 長

 

 

市 長

９ 

 

１０ 

 

１１ 

商店街の活性化に

ついて 

広域観光の推進に

ついて 

建設業の支援策に

ついて 

寒河江ほくほく券発行事業の継続につい

て 

仙台寒河江会の寒河江西村山全体への組

織拡大について 

在来工法住宅建築補助の実施内容につい

て 

２番 

沖 津 一 博 

市 長

 

市 長

 

市 長
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平成２１年１２月第４回定例会 

新宮征一議員の質問 

 

○髙橋勝文議長 通告番号１番、２番について、13番新宮征一議員。 

   〔１３番 新宮征一議員 登壇〕 

○新宮征一議員 おはようございます。 

  久しぶりの一般質問なので、いささか緊張しております。また、ちょっと風邪ぎみなので、お聞

き苦しい点があろうかと思いますけれども。よろしくお願いします。 

  今回、私は多くの市民から寄せられた意見などを参考に、また、抱えている課題の解決の方向を

探るため、通告１番と２番について市長の御見解を承りたいと存じます。 

  まず、通告番号１番は、さくらんぼ囃子オンパレードの是非についてであります。 

  このイベントは、言うまでもなく本市の「日本一のさくらんぼの里」を内外に情報発信するとと

もに、さくらんぼに対する市民の意識の向上を図ろうと、昭和52年さくらんぼの時期に合わせ初め

て開催され、ことしで33回を数えました。 

  このようなイベントの開催や、チェリーランドの建設なども功を奏し、さらには、首都圏を含む

関東、関西へのＰＲ活動などにより、さくらんぼと言えば寒河江市、寒河江市と言えばさくらんぼ

と言われるようになり、今では名実ともにさくらんぼ日本一のまちとして、その名は全国に知れ渡

りました。 

  その結果、本市のさくらんぼは、市場出荷はもちろん贈答用としても人気が高く評価され、市内

の観光さくらんぼ園には、連日、県内外から多くの観光客が訪れ、にぎわっていることは、まこと

に喜ばしいことであり、本市にとっての経済効果ははかり知れないものがあろうかと思われます。 

  一方、さくらんぼ祭りのイベントに目を向けてみますと、参加者、観衆とも年を追うごとに少な

くなっているのが目につきます。特に、さくらんぼ囃子オンパレードの激減が著しく、平成七、八

年には、30の参加団体、約2,000人の参加者を数えましたが、これをピークに年々減り続け、こと

しのパレードでは参加20団体と極端に減少、踊り手も約1,200人と半分近くにまで減っているのが

実情であります。 

  また、沿道での観衆も本部席近くには集まっているものの、そこを通り過ぎるとぱらぱらの観衆

しかおりません。衰退の一途をたどっている現状が如実にうかがわれます。 

  このような現状を直視するとともに、経費の面でも、一般会計から負担金としてまつり実行委員

会に毎年900万円以上持ち出されておりますが、その決算を見ますと、200万円以上がこのさくらん

ぼ囃子オンパレードに使われております。 

  さらには、労力面でもこのパレードに動員される市の職員も約50人近くと半端ではありません。

職員は、出勤した分代休をとっているとのことでありますが、行革によって市の職員数も少なくな

り、仕事の量も目いっぱいの中で、通常の職務に影響が出ないかも懸念されるところであります。 

  かつての大綱引き大会も、平成15年の第15回大会を最後に、所期の目的が達成されたとして廃止

となりました。今、よく言われております費用対効果の観点からも考えなければならないと思いま

す。 

  また、市民からもやめた方がいいとの声が多く出ております。以上のことから、このさくらんぼ



囃子オンパレードも、大綱引き大会同様、所期の目的は達成されたものと判断し、この際思い切っ

て廃止に踏み切るべきと考えますが、市長の御見解を承ります。 

  次に、寒河江まつりについて伺います。 

  かつての寒河江まつりは、９月14日の前日祭から15日の例大祭、そして、16日の仮装行列までの

３日間でありました。何といっても、祭りのイベントは、名物仮装行列で、それぞれの家庭で市内

外から招いた多くのお客さんが、ほろ酔い気分で仮装行列を見ようと沿道を埋め尽くした光景は、

今では懐かしくさえ思えるのであります。 

  長年続いたあの伝統的な仮装行列も武者行列とかわり、今では時代の変遷とともに姿を消しまし

た。名残惜しい気もしないではありませんが、その時々に時代が求めるものは変わってきておりま

す。 

  東北一と言われる本市の神輿の祭典こそが時代の求めと合致するもので、これこそが寒河江まつ

りの代名詞と言っても過言ではありません。ことしの神輿の祭典のあの盛り上がりには、すばらし

い感動を覚えました。 

  一方、近年の祝祭日の見直しなどにより、平日となった八幡宮の祭りは、例年よりも極端に参拝

者が少なく、祭り気分はいま一つ盛り上がりに欠けていた感があったようです。 

  ことしの場合は、祭り期間だけが長く、二極分化された格好でしたが、秋のお祭りは、単なる八

幡宮のお祭りとの位置づけだけではなく、市民全体の寒河江まつりとして位置づけ、昔と今の職業

の違いや社会構造の変化なども考慮し、休日に合わせた一体的な寒河江まつりの盛り上がりを期待

するものであります。 

  当然、神社側の意向もあるわけですが、一方的に判断することはできないにしても、市民が望ん

でいることに重点を置き、最善の方法を考えていただきたいと思いますが、市長の見解を承ります。 

  次に、通告番号２番、行政区域の正常化、木の沢地区の飛び地解消についてお伺いいたします。 

  御承知のとおり、この地区は、松川よりも寒河江寄りにありながら、寒河江市木の沢と大江町木

の沢が混在しており、地区住民は大変な不便さと精神的苦痛を強いられている現状にあります。 

  この問題は、全国的にも極めてまれなケースとしての飛び地問題であり、長年の歴史的背景に起

因するものと言われているようであります。 

  しかし、同じ集落でありながら隣が違う町の住人、そのまた隣が同じ町の住人であるということ

では、さまざまな組織の構成や近所つき合いの中で多くの不都合が生じていることから、地域住民

にとってこの飛び地問題の解消は最大の課題であるものと認識しなければなりません。 

  特に、大江町の住所を持つ住民は、平成15年に飛び地解消特別委員会を立ち上げ、区内全世帯の

署名を添えて大江・寒河江の両市町に飛び地解消に向けての要望書が提出されました。 

  ややもすると、この問題は単なる大江町側の問題であるかのように受けとめられがちですが、保

育所、小・中学校や水道など、多くの公共施設の共用など、生活圏はさながら寒河江市になってお

り、本市とのかかわりは極めて大きく、一体的な地域環境の整備の面から見ても他人事ではなく、

身近な問題としてとらえ、何らかの方法で解決すべく最大の努力をしなければならないものと考え

ます。 

  私も数年前、特別委員会の役員の方と同行して、時の市長に状況を説明し問題解決に向けて要望

した経緯がありますが、折しもその当時は、市町村合併が議論されているさなかでありました。そ



のころ、大江町は、自立の道を歩むということで、合併には否定的な態度をとっておりましたが、

近い将来には合併もあり得るだろうとのことから、今後の推移を見守りたいとのことでありました。 

  もちろん両市町の合併が実現すれば、必然的にこの問題は解決されるわけでありますが、昨今の

状況では合併問題は話題にもならず、当分は絶望的であると言わざるを得ません。 

  このような状況から見れば、この飛び地問題の解決の道はただ一つ、地方自治法第７条で定める

廃置分合及び境界変更による手法以外はありません。 

  もちろんこの地方自治法第７条を適用するには、両市町間の協議が大前提となり、議会の議決も

求められるわけでありますが、さきの大江町９月定例会で、某議員の一般質問に対して、大江町長

は、「行政サービス不備の解消に向けて努力しながら、寒河江市への編入なども含めて市との協議

も考えている」と答弁されたことが山形新聞で報じられました。 

  それで市長にお伺いいたします。 

  その後、大江町との協議の場があったのかどうか。あったとすれば、どのような内容を話し合わ

れたのか、が第１点。 

  ２点目は、この問題に関し、市長は、西村山地域のトップリーダーとしてどのような認識を持っ

ておられるのかお聞かせください。 

  以上、お伺いして、まずは第１問といたします。 
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平成２１年１２月第４回定例会 

○髙橋勝文議長 佐藤市長。 

   〔佐藤洋樹市長 登壇〕 

○佐藤洋樹市長 新宮議員からは観光行政について、そして、行政区の正常化についてということで、

大きく２問の御質問をいただきましたので、順次答えを申しあげたいというふうに思います。 

  まず、さくらんぼ囃子オンパレードについての御質問でありますけれども、先ほどお話にありま

したとおり、昭和52年にさくらんぼ囃子オンパレードとさくらんぼマラソンの開催により、本格的

にスタートしたというわけであります。 

  特産品を活用してのイベントとして、当時は画期的なものだったと思いますし、まちづくり、情

報発信等に大きな役割を果たしてきたわけであります。 

  特に、当時の人気作曲家、歌手を起用しての「さがえさくらんぼ囃子」の制作は、大変注目を集

めたのではないかというふうに思っているところであります。パレードに発展したのは、市民の熱

い気持ちがそういう形に結実したのではないかというふうに思います。 

  「日本一さくらんぼの里寒河江」の名声を内外に示していく上では大変功績があったというふう

に私は思っているところであります。 

  しかしながら、30年以上経過をして、祭りに求められるものも時代とともに変遷、変化してきて

いるわけであります。御質問にあった状況については、市民の皆さんからの声として私も十分お聞

きしているところであります。 

  祭りというのは、市民の理解、そして、積極的な参加があってこそ盛り上がっていくわけであり

ます。祭りの主体というのは、あくまでも市民の皆さんだというふうに私は思っているところであ

ります。 

  寒河江市といたしましても、市民の皆さんが求める、そして、時代に合った祭りのあり方、内容

については、見直し、検討を進めていくということは大事だろうというふうに認識しているところ

であります。内部でも検討を加えながら、今後、まつり実行委員会の方に問題提起をしてまいりた

いというふうに考えております。 

  次に、寒河江まつりについての御質問でありましたが、御案内のとおり、昨年は９月14日から16

日までの３日間ということで実施されたわけであります。 

  しかしながら、先ほど議員の方からもお話しあったように、平成15年の国民の祝日に関する法律

による祝祭日の見直しにより、敬老の日が９月15日から９月の第３月曜日に変わったということ、

さらには担ぎ手の確保、さらには集客の面などの理由から、ことしより神輿の祭典を土曜日、日曜

日に開催するというふうになったわけであります。 

  八幡宮の例大祭は14日、15日と例年どおり行われたわけでありますので、祭り期間がことしは９

月14日から20日ということで、長くなっているわけであります。その結果、行事の相乗効果がうま

く発揮されず、盛り上がりに欠けたのではないかという声もお聞きしているわけであります。 

  寒河江市としては、寒河江まつりは、初秋の寒河江市の風物として、さらに充実をし内外に発信

すべく一層努力をしていかなければならないというふうに考えているわけであります。 

  ちなみに河北町のどんがまつりは、平日開催の問題だけでなく、祭り全体の大きな見直しのため

に、平成16年５月に「まつり振興協議会」を立ち上げて、１年以上の議論を経て、平成17年から現



行の敬老の日を含む土・日・月の休日開催というふうになったのであります。御案内のとおりであ

ります。 

  寒河江まつりのさらなる発展のためにも、ことしの実施結果を踏まえて、御指摘いただいた日程

等のあり方については、関係団体と十分に調整をしていく必要があるというふうに考えているとこ

ろであります。 

  次に、飛び地の問題でありますけれども、木の沢地区の飛び地についてお答えを申しあげたいと

思います。 

  木の沢地区には、御案内のとおり、鎌倉時代から現在の大江町に居住していた住民の方が木の沢

地区を開拓し、所領としていた歴史的背景から、現在においても寒河江市の行政区域内に大江町の

宅地や農地等が飛び地として存在している現状になっております。 

  飛び地は、市内の木の沢、松川、金谷地区などに散在をし、資料によりますと、その合計面積は

約80ヘクタールというふうになっております。そのうち、12月１日現在で、木の沢地区には58世帯

237人、松川地区には３世帯12人、金谷地区には２世帯８人の大江町民の方が居住しているという

状況であります。 

  飛び地内の居住者の方に対する行政サービスについては、原則として大江町が担うというふうに

なっているわけでありますが、その特殊性により、寒河江市も従前より大江町と協議を行い、協力

し合って生活における便宜を図ってきたところであります。 

  具体的には、寒河江市水道事業による給水、市立柴橋小学校、市立陵南中学校への区域外就学、

飛び地内路線の除雪などを実施をして、町民の生活に不便を来さないよう対応してきたところであ

ります。 

  また、平成２年度にも市、町の間で協議を行い、相互によるごみの収集、寒河江市長による消防

団員の任命、そして、市の開発指導要綱による民間の宅地開発指導、子ども会活動や老人クラブ活

動の支援などを行い、よりよい居住環境をつくりながら、飛び地における不便の解消を図ってきた

ところでございます。 

  御質問にありました大江町との協議の場があったかどうかという御質問でありますけれども、私

市長就任早々、ごあいさつのために大江町長にお会いした際にも、地元からの強い要望もお聞きし

ておりましたので、飛び地解消に向けて努力をしていきたいというその旨をお話しさせていただい

たところでございます。 

  ９月の大江町議会定例会の新聞報道等では、飛び地解消に向けて大江町側も前向きに対応してい

くというような記事もあったわけでありますので、我々としても非常に心強く思っているところで

あります。 

  トップもお互いかわったことでもありますし、新たな視点での対応も必要であろうかと思います

ので、今後とも行政サービスの向上に努力しながら、大江町と協議を進めていきたいというふうに

思っているところであります。 

  また、この飛び地解消につきましては、ことしの９月25日に大江木の沢区長さん及び飛び地解消

特別委員会会長さんほか役員の方から、飛び地解消についての要望書を受けているわけであります。 

  一方、事務的には９月の大江町議会定例会後に、両市町の担当課において、当面の問題点や課題

の把握などを行いながら協議していくことにしているところであります。 



  最後に飛び地の問題についてどういう認識を持っているかというような御質問でありますけれど

も、飛び地の解消については、先ほどお話しありましたけれども、一般的に合併、あるいは地方自

治法第７条による境界変更ということで、議会の議決を得るという方法があるわけであります。 

  いずれにしても、当然ながら両市町の住民の方々、そして、議会の同意が大前提であります。そ

の盛り上がりなしには解消はできないというふうに考えているわけであります。 

  市としても飛び地の居住者の方が生活に支障なく、そして、調和と発展のとれた生活環境になる

ことを優先としながらも、他の自治体の事例などを十分参考にして研究を重ね、引き続き飛び地解

消に向けて努力していきたいというふうに考えております。 

  なお、合併については、新宮議員は絶望的であるというような認識をお伺いいたしましたけれど

も、確かに難しい状況ではありましょうが、私としては将来を見据えながら、その実現に向けて努

力をしていかなければならない大変重要な課題であるというふうに思っているところであります。 

  以上であります。 
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平成２１年１２月第４回定例会 

○髙橋勝文議長 13番新宮議員。 

○新宮征一議員 第１問に対しての御答弁、ありがとうございました。 

  ほぼ私の思いを御理解いただいたなというように受けとめたところでございます。ただ、合併に

対しての絶望的という言葉を使ったのは、あくまでも現段階でそのような感じを私が受けたという

ことを申しあげたところですので、御理解をいただきたいと思います。 

  まず、１点目の祭りの見直しでありますけれども、11月20日の全協のときに、実施計画の説明の

中でも、市長は行事等の見直しをしていきたいという旨のお話がございました。 

  確かに祭りそのものだけでなくて、すべての面で、時代は常に動いているわけなんです。したが

って、その時々の市民の要望というものにこたえていくのが、これはやっぱり行政としての一つの

確かな姿勢であるかなというように思います。 

  ただ、今の答弁をお聞きしますと、見直しを含めてまつり実行委員会の方に相談してみたいとい

う答弁でありました。確かにこれは手続的には当然まつり実行委員会がこれを企画してやっている

わけですけれども、現実は、運営そのものは、まつり実行委員会、市長ももちろんまつり実行委員

会のメンバーになっているわけですけれども、このイベントの運営主体がまつり実行委員会に対し

て市の方からは、先ほども１問でも申しあげたように、900万円何がしの予算を配分して、そして、

それを受けてまつり実行委員会で、さらに地元の協賛金とか、そういうふうなものを含めて約

1,000万円ぐらいになろうかと思うんですが、それらをどの祭りにどういうふうに使うかというこ

とで、実行委員会の方でこれは協議されているというように理解をしております。 

  ただ、企画そのものは実行委員会でやるんですけれども、１問でも申しあげたように、運営その

ものは市の職員がやっているんです、市の職員が。先ほども申しあげたように、そのイベントのた

めに、50人近くの人がその祭りの運営のために職員が動員されている。これも現実なんです。 

  先ほども申しあげたんですが、くどいようですけれども、やっぱり行革、行革でもってこれまで

新規の市の職員も採用を控えてきた経過もあります。非常に職員の日常的な仕事の量というものも

かなりハードな時代になっているのではないかなというように考えられます。 

  それを今度、そのために代休をとって平常勤務に欠けるということになった場合には、非常に仕

事の問題に支障が出てこないのかなと、その辺も懸念されるわけであります。 

  確かに市長は、まつり実行委員会の方に相談したいというお返事でありましたけれども、市長は、

やっぱり本市の最高責任者であるわけですから、市長の判断一つでこれはやめてどうだというよう

な話しかけをしたのと、こういう声があるので、見直しも含めて検討してくださいと言うのでは、

実行委員会の方での協議の中身も違ってくると思うんです。 

  しかも、200万円以上の経費も使っている。それで、本当に費用対効果が望まれるのかと。先ほ

ども申しあげたんですが、本部の前を通り過ぎるともう真っ暗とは言えないんですが、非常に暗く

てもうぱらぱらのお客さんしかいない。こういう状況をきちっと市長にも受けとめていただいて、

そして、市長の判断を私は仰ぎたいと思うんですが、市長自身のこの廃止に対してどういうふうに

考えておられるのか端的にお答えをいただきたいと思います。 

  それから、寒河江まつりについては、これも当然神社側の意向というのも十分考慮しなければ、

一方的にこれは決めるわけにはいかないものだというふうに私も理解しております。今後、関係団

体と協議をしたいということでありますので、これはその方向にぜひひとつ努力していただきたい



ということを申しあげておきます。 

  あと、２番目の木の沢地区の飛び地問題なんですけれども、９月にも事務レベルでの協議もあっ

たというような話もありました。確かに平成２年に事務レベルの協議がなされて、いろいろな住民

に対する不便とかを与えないようなさまざまな面で協議され、そして、合意されているのは、私も

聞いております。 

  ただ、最近市長も就任以来、大江町にごあいさつに行かれたときに、この問題も大江町長と話し

合いをされたということで、非常に今が前の市長、寒河江の市長もかわりました。前の大江町長も

かわりました。ここでやっぱり新たな時代に向けて、両新市長、町長の協力が最も大事な時期かな

というふうに考えます。 

  前に、これ皆さんの中でも記憶にある方があろうかと思いますが、テレビで、あれはＴＢＳ系の

テレビだったと思うんですが、先ほども申しあげましたように、非常にまれなケースだということ

で、「噂の！東京マガジン『住民大激怒世にも不思議な飛び地ミステリー』」というタイトルで全国

に放映されました。 

  そのときに、当時の大江町長は、年間住民１人当たり18万円の交付金が入ってくるんだと、合わ

せて年間3,600万円が町に入ってくるのに、それを寒河江市に移した場合には、3,600万円が入って

こなくなる。こういうコメントをされたんです。 

  私もあれを見て、はっきり言ってもう驚きました。非常に残念な気持ちになりました。やっぱり

自治体の長というのは、単なる財政的な面から、金で換算できるものではなくて、あくまでも町民

のため、市民のために尽くすのがこれは自治体であり、執行部であるというふうに思います。 

  そんなことを今市長は言っていないわけですから、こんなことを申しあげるのも何ですけれども、

そういう見解でなくして、やっぱり住民のためということを最優先して今後取り組んでいただきた

いということをお願いをしたいと思います。 

  聞くところによりますと、寒河江市日田に五反という地名がありますけれども、これももともと

は大江町の領分だったらしいんです。ただ、どの時期に、どういうふうな方法で寒河江市に入った

のかはわかりませんけれども、いわゆるちょうどその面積が５反歩であったことから、寒河江市大

字日田字五反と、こういう地名がそこから生まれたんだなどという、これは確たるものかどうかは

わかりませんけれども、そんなものもありました。 

  したがって、先ほども申しあげましたように、両市町間の話し合いが大前提になるわけですから、

この両市長、町長がかわって新たな新しい時代に入った、この時期こそ大事な時期だというように

思いますので、もちろん住民には不便をかけないように、お互いが努力し合っているのは十分わか

りますけれども、どこかにはやっぱり違う町なんだというものが働いていることは、これは事実で

ありますから、もちろん市長は、柴橋地区で私以上にその地区の実態というものはおわかりいただ

いていると思いますので、今後、より一層市長の方からも積極的に大江町の方にも働きかけをして

いただきたいということを御要望申しあげたいと思います。 

  以上で２問を終わります。 
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平成２１年１２月第４回定例会 

○髙橋勝文議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 さくらんぼ囃子オンパレードの件について、第２問いただきましたけれども、前回

の実施計画の御説明のときも申しあげましたが、さくらんぼ祭り全体としていろいろなイベントを

何十年かやってきたわけであります。いろいろなイベントがある。 

  そうしたものを、時代の経過とともにやっぱり見直すというのは当然必要だと思います。ただ、

何のために見直すかということです。 

  一つは、やっぱり寒河江市をさらに交流人口をふやして、活性化させるためにどういう祭りを、

今の時代に合った祭りを展開していくべきなのかと、そのために今の祭りの内容を継続していくべ

きなのか、また、充実すべきなのか、それとも別な祭りに切りかえて廃止をしていくべきなのかと

いうことが第１点あろうかと思います。 

  それから、先ほどおっしゃるように、行政の負担ということもありましょうし、いろいろな課題

があるわけでありますので、そこを全体としてどういう寒河江市のさらなる活性化のための祭りを、

どういうあり方をどうするのか、内容をどうするのかということを、いろいろな行政内部だけでは

なくて、いろいろな関係者の御意見などもお伺いして展開して、合意形成のもとにしていくという

ことが大事だろうというふうに思います。 

  もちろん先ほども申しあげましたけれども、祭りというのは、市民の皆さんあってこその祭りで

ありますから、そういった点で、河北町の例なども引き合いに出しましたけれども、ある程度やっ

ぱり時間もかかるということであります。そういった点も御理解をいただきながら、寒河江市に一

番、これからの時代に合った活性化の図られるような祭りのあり方を十分検討していきたいという

ふうに考えているところであります。 

○髙橋勝文議長 13番新宮議員。 

○新宮征一議員 当然時間をかけないとそう簡単に解決できる問題ではないと思いますが、２番の飛

び地の問題、市長の方から積極的に大江町の方に働きかけていきたい、話し合いの場を持っていき

たいというお考えがあるかどうかお伺いして私の質問を終わります。 

○髙橋勝文議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 先ほど来、答弁しておりますとおり、働きかけているわけでありますので、引き続

き努力をしたいと思います。 
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平成２１年１２月第４回定例会 

國井輝明議員の質問 

 

○髙橋勝文議長 通告番号３番、４番について、７番國井輝明議員。 

   〔７番 國井輝明議員 登壇〕 

○國井輝明議員 おはようございます。 

  久しぶりの一般質問のこのステージに立たせていただきまして、私もいささか緊張しております

が、一生懸命質問させていただきたいと思いますので、何とぞよろしくお願いを申しあげます。 

  また、先ほど新宮議員がお祭りのことに関して質問させていただき、私はイベントを開催したら

どうだというような、ちょっとダブったような質問になるかとは思いますが、何とぞ御理解賜りな

がら私の質問を聞いていただきたいというふうに思います。 

  それでは、質問に移らせていただきたいと思います。 

  私は、新政クラブの一員として市民を代表し、通告している課題について質問させていただきま

す。 

  初めに、通告番号３番、中心商店街の活性化について、定期的なイベントの開催についてお尋ね

いたします。 

  佐藤市長におかれましては、市長に就任されてから早いもので１年が経過しようとしております。

就任以来、選挙公約であられますマニフェストを着実に進めてこられたわけであります。そのマニ

フェストの一つに、「定期的なイベントを開催し、駅前商店街、中心商店街の活性化を図っていき

たい」と述べられておりました。 

  これまで駅前の足湯のスペースを利用したジャズコンサート等々を開催し、商店街にもにぎわい

が出たことは大変よいことと思います。今後もさまざまなイベントを開催することにより、寒河江

市の商店街もますますにぎわいが出てくるものと私は思います。 

  人が行き交うまちでなければ商店街の活性化はあり得ないと私も思います。寒河江駅前、神輿会

館前の広場のことでありますが、ふだんから広いスペースだけがあいており、寒河江駅を利用する

人の通路でしかなくなっております。 

  あれだけの広いスペースがあれば何らかのイベントも開催できるものと考えられますし、広場を

利用したイベントの開催を検討すべきと思います。 

  例えば毎年９月に行われている鍋祭りがあるわけですが、秋には毎週芋煮を振る舞うようなイベ

ントは開催できないものでしょうか。今や山形の秋の風物詩となった芋煮会、その発祥の地とされ

るのがお隣の中山町だそうです。 

  江戸時代、最上川舟運の大きな港町であったこの地で、上方から来た船頭たちが、河原で里芋と

干し魚を煮て食べたのが始まりと言われております。 

  いずれにせよ、最上川舟運のかかわりから始まった食文化でありますし、本市としても最上川と

縁があるわけですから、元祖と銘打ってのイベントや清流寒河江川でとれたアユにおいては、近年

日本一に選ばれたこともあるわけですから、アユ料理を振る舞うようなイベントなども考えられる

のではないでしょうか。 

  さらに、今の季節は若者向けのイベントとして、神輿会館前に巨大なクリスマスツリーを建て、

電飾で明かりをともす。明かりをともすといっても、電気を使えば簡単なわけでありますが、エコ

ロジーという観点から、その発電には自転車等を使用し、人力での発電を試みる等々、常に人が集

まらなければならない仕組みをしてみてはいかがでしょうか。大変おもしろいイベントと私は思い



ます。 

  さらに、さきに述べたイベントの開催時には、幾つかの市民参加型の催し物をすべきと考えます。

例えば市内の中学校では、合唱に力を入れているわけですから、合唱の発表、また、以前私の先輩

議員が提案した中学校のブラスバンドの発表のほか、寒河江市でもカラオケの愛好家などもいらっ

しゃいますでしょうから、そうした方々から協力を得て、市民参加のカラオケ大会等々、お金のか

からない催しなども開催してみてはいかがでしょうか。 

  このほかにもいろいろな愛好家やさまざまな団体があるわけですから、１年に一度だけでもこう

した方々より無償で協力をしてもらうなど考えてみてはいかがでしょうか。 

  これらにつけ加え、今全国でもにぎわいを見せている屋台村をつくることはできないでしょうか。

こちらについては、定期的というよりは、常設の方が望ましいわけですが、足湯と沼川の間の広場

に設置など考えられると思います。 

  そこでお尋ねいたします。 

  駅前の商店街などでの定期的なイベント、また、駅前広場を利用したイベントを含め、中心商店

街の活性化に向けてどう取り組んでいくのか、市長のお考えをお尋ねいたします。 

  次に、通告番号４番、スポーツの振興について、クラブチームへの大会参加支援について質問さ

せていただきます。 

  寒河江市では、スポーツを通じ心身の健康に努めると、寒河江市民さくらんぼ憲章にも書かれて

いるとおり、何らかのスポーツをされている市民が多くおられます。 

  その中には、身近なレッスン教室に参加し、毎週体を動かす方や、小学生が入られているスポー

ツ少年団、中学生、高校生では体育系の部活、また、小さなころから自身の技術向上のために本格

的な競技としてスポーツをされている方も少なくありません。 

  クラブチームとしての代表的によく耳にするものとしまして、主にリトルリーグが挙げられます。

また、近年、本市においても硬式ボールを使用するクラブチーム、財団法人日本少年野球連盟が主

催するボーイズリーグなどがあります。 

  これらのクラブチームでも東北大会、全国大会はもちろんのこと、世界大会も行われており、全

国でもこうしたクラブチームに所属している児童生徒も多くいるようです。 

  本市においては、スポーツ少年団に所属している方や中学校などで部活動において東北大会、全

国大会などに出場が決まれば補助金を交付、国体等の全国大会に参加される場合には、激励金が支

給されております。 

  しかしながら、先ほど申しあげましたクラブチームでは、学校教育でもなくスポーツ少年団でも

ないため、全国大会等の大きな大会に出場が決まっても本市からの支援は全く受けられず、自費で

参加しているのが現状です。 

  技術向上のために行っているスポーツであり、同じ寒河江市民であるにもかかわらず、本市から

の支援が全く受けられないのはなぜでしょうか。こうしたケースは他の団体でもあることと存じま

すが、寒河江市に住所を有する人であれば、同じ対応をすべきと思いますし、子どもを持つ親の負

担軽減にもつながることでありますから、子育て支援の一環としても支援を検討すべきと思います

が、教育委員長はどのようにお考えなのかお尋ねし、私の第１問といたします。 
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平成２１年１２月第４回定例会 

○髙橋勝文議長 佐藤市長。 

   〔佐藤洋樹市長 登壇〕 

○佐藤洋樹市長 私の方から、國井議員からは中心市街地の活性化という問題で、駅前の商店街など

での定期的なイベント、駅前広場を活用したイベントなど、中心市街地の活性化にどう取り組んで

いくかという御質問でありましたので、お答えをしたいと思います。 

  現在、中心市街地、少し広い意味で考えますと、そのイベントについては、１月の初市から始ま

って、さまざま12月の暮れ市に至るまで四季折々で、季節、季節でさまざまなイベントが開催され

ているのは御案内のとおりでありますが、また、一方で、議員御指摘のように、駅前中心市街地の

にぎわいが不足しているのではないかというような御意見もまた多く聞こえるところであります。 

  そうした声というものを十分踏まえながら、また、駅前地区の活性化のために、昨年から新たに

豆まきでありますとか、ふれあい盆踊り、そして、ことしからはジャズコンサート、さらには、こ

れからでありますが、ひっぱりうどんフェアなど、新しい企画のイベントも実施して盛り上げを図

って、新たなにぎわいを創出していこうということで、関係団体で市民の方々、そして、市も一緒

になって取り組んでいるところであります。 

  國井議員からは、先ほど大変ユニークで寒河江市ならではのアイデアをたくさんいただいたとこ

ろでありますので、今後、新たなイベントの開催、さらには、イベントの実施を支援していく上で

十分参考にさせていただいて、実現に向けて努力をしていきたいというふうに思いますし、市民参

加型、もっと言えば市民主体型という催し、イベントというものをぜひふやしていけるように、市

としてもいろいろな対応を考えていきたいというふうに思っているところであります。 

  また、定期的といいましょうか、常設の屋台村などのお話もありましたけれども、定期的なイベ

ントという点から言えば、市内の皆さんだけのみならず、もう少し広く西村山管内の商工業者の皆

さん、あるいは農家の皆さんなどにも呼びかけて、そして、出店をしていただくという形での定期

的な市なども開催することなどもあろうかと思いますので、その辺も含めてより幅広く検討して実

現に向けて努力をしていくということも、やはり必要だろうというふうに思っているところであり

ます。 

  新たな試みでありますので、中にはやっぱりうまくいかない、思ったほど集客が持てないという

こともあろうかと思いますが、そういうところを反省しながらも積極的な取り組みを図って、寒河

江市の駅周辺地帯の活性化を図っていくことがやっぱり大事だろうというふうに思います。 

  いずれにいたしましても、寒河江駅前の中心として市街地がにぎわうということが、そして、元

気になっていくということが寒河江市全体の元気につながっていくというふうに思っておりますの

で、市民の皆さんとともに知恵を出し合いながら積極的に取り組み、さらなる活性化を目指してい

きたいというふうに思っているところであります。 
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平成２１年１２月第４回定例会 

○髙橋勝文議長 渡邉教育委員長。 

   〔渡邉滿夫教育委員長 登壇〕 

○ 渡邉滿夫教育委員長 本会議における最初の答弁でありますので、どうぞよろしくお願いいたし

ます。 

  國井議員からのお尋ねは、各種団体等へのスポーツ振興補助、とりわけクラブチームへの大会参

加への支援というお尋ねであります。 

  お答えいたします。 

  議員の御質問の中でも触れられておりましたけれども、現行の支援制度は、補助金によるものと

激励金による二つがございます。 

  まず、補助金についてでございますけれども、これはスポーツ少年団が全国大会、東北大会など、

各種大会に参加した場合、それと、二つ目に、市内の中学校の生徒が、中学校体育連盟、中体連の

主催する県大会、東北大会、全国大会に参加した場合に、それぞれ補助金交付要綱に基づいて補助

金を交付しているものであります。 

  次に、激励金でございますけれども、これはスポーツの競技力向上を図るため、国際大会、全国

大会などに出場する個人及び団体に対して、これは各種大会激励金交付要綱、これの定めるところ

によって交付し支援しているものでございます。 

  ここで議員御質問の小学生などが参加するリトルリーグや中学生が参加するボーイズリーグなど

の、いわゆるクラブチームが全国大会、国際大会に出場した場合には、そのいずれの交付要綱にも

該当しないということから、これまで交付されていないというのが現状で、御指摘のとおりでござ

います。 

  つまり現在の補助金交付要綱によりますと、スポーツ少年団活動と中学校体育連盟主催の大会の

限定された補助金、また、激励金の交付要綱におきましては、小学生並びに中学生大会は交付の対

象外となっているということのためでございます。 

  一方、御指摘がありましたように、近年はスポーツの各分野において、全国レベルはもちろんの

こと、世界大会につながるような競技力向上を目指して、小学生、中学生を対象にした各種大会が

盛んに開催されるようになってきております。それぞれの交付要綱を制定したその当時の状況と現

在のスポーツをめぐる環境が大分異なってきているのではないかというふうに私どもも考えている

ところであります。 

  さらには、個々人のスポーツに対するニーズも多種多様化しておりまして、各種目の活動形態が

広域化しているという状況がございます。そういう状況におきまして、本市の小・中学生にも自己

実現の場、自分自身への挑戦の場として、さらには、トップアスリートを目指して広く積極的にさ

まざまな種目のクラブチームに所属し、各種大会に参加して、活躍する例が増加していることも事

実でございます。 

  当教育委員会等では、教育振興計画の大きな柱の一つとして、競技力の向上というものを掲げま

して、競技者の底辺拡大と競技のレベルアップを図るとともに、ジュニア層の育成強化に積極的に

取り組んでいるところであります。 

  こういった状況を踏まえまして、また、激励金というものの性格、それと、できるだけ公平にと



いう見地から、教育委員会としましては、お尋ねのような小・中学生がクラブチーム等に所属して

全国大会等に出場した場合にも、激励金として交付支援できますように、各種大会激励金の交付要

綱の見直しを検討してまいりたいというふうに考えております。 

  以上であります。 
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○髙橋勝文議長 國井議員。 

○國井輝明議員 市長並びに教育委員長の御答弁をいただき、まことにありがとうございました。お

二方から非常に前向きな答弁をいただいたのかなというふうに思います。 

  さきに定期的なイベントということで、先ほど正直第１問ではだれもが考えられるようなイベン

トをちょっと述べさせていただいたわけでございます。 

  ただ、一つ、イベントの中にもキーワードが私の中にございまして、ふだん何もない場所で拡声

器を使ったイベントでやれば、以前から周知を図っているにもかかわらず当日でも何かイベントを

しているなということがわかりやすい。 

  また、一目で何か変わったモニュメント、先ほどクリスマスツリーとかということを申しあげま

したけれども、一目で何かやっているというふうなことがわかるようにということで、必ずしもこ

れを進めていただきたいというわけではございませんが、そういったことで述べさせていただいた

ところであります。 

  私の考えといたしまして、イベントの成功には私は三つ必要なことがあるのかなというふうに思

っております。 

  一つは、女性に受けること。また、もう一つは、子どもが楽しめるイベント。そして、一番人が

集まりやすいというものは、食べ物であると私は考えております。 

  そういった観点から、今後イベントの開催にはこうした三つの要素を盛り込んだようなものも考

えていただければなというふうに思っております。 

  また、ちょっときついことを申しあげるようでございますが、駅前広場でイベントを開催した場

合、その場所はにぎわいがあるかもしれませんが、そのイベントに参加した人が中心商店街の商店

に流れるかというと、正直流れないと私は思います。 

  そこを発想を変えて、そのイベントを開催したときに、中心商店街には店舗型の商売をされてい

る方が多いわけですから、例えば市からテント１張り、ワンブースのような形で20張りとかやって、

その１張り、１張りごとに各商店に出店を募集をかけて、そこで商売といいますか、営業していた

だくとか、ふだんイベントに来たついでに寒河江市にもこういったお店があるんだなという認識、

また、そのお店の方とのコミュニケーションをとることで、その出店した方は、そのイベントに来

た人とのコミュニケーションを図って、新たなビジネスチャンスにつなげられるのかなというふう

な考えから、そうしたブース出店のようなことも考えてみてはおもしろいのかなというふうに思い

ます。 

  いずれにせよ、今後、いろいろな意見を伺いながらイベントを進めていきたいということでござ

いますので、最後に私の方からは、今、寒河江市でも若い方、非常におもしろい発想をお持ちの方

がいらっしゃいます。既存の商工会青年部、ＪＣ、農協の青年部、そういった組織もあるかと思い

ますが、そういった既存の青年部だけでなくて、幅広く若い方を集めて、まつり実行委員会という

形ではなく、意見を聞く会というようなものも年に１度や２度開催してみてはいかがかなというふ

うに提案させていただきたいと思います。 

  以上、イベントに関して質問させていただきます。 

  また、先ほどスポーツの支援ということで教育委員長から御答弁いただきました。非常に前向き



な御答弁をいただいたことに私は感謝を申しあげたいなというふうに思っております。 

  ただ、最後に見直しを検討ということでございますので、今後、早期に、早目に何とか支給とい

う形で現実になったらいいのかなというような感想でございます。 

  いずれにせよ本当に前向きな御答弁をいただいたことに感謝を申しあげ、特に、２問目に関しま

しては、市長並びに教育委員長に申しあげることもございませんので、以上で私の質問を終わらせ

ていただきたいと思います。まことにありがとうございました。 

○髙橋勝文議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 中心市街地の活性化について、國井議員御指摘のとおり、イベントの成功は女性、

それから子どもさん、それから食べ物というのはもっともだと思います。そういった点に結びつけ

るようなイベントを開催していくということが第一義的な手段であろうというふうに思いますし、

既成の組織に属さないような若い方の自由な発想というものをやはりいろいろお聞きしながら、ユ

ニークなイベント、あるいは寒河江市ならではのイベントというものを構築していくような機会を

つくっていきたいというふうに思っているところであります。貴重な御意見ありがとうございまし

た。 
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杉沼孝司議員の質問 

 

○髙橋勝文議長 通告番号５番、６番について、６番杉沼孝司議員。 

   〔６番 杉沼孝司議員 登壇〕 

○杉沼孝司議員 おはようございます。 

  12月８日、きょうは68年前の昭和16年12月８日であります。日本が太平洋戦争に突入した大変悲

しい日でもあります。戦争で犠牲になられた310万人の国民と東南アジアの国々で犠牲になられた

数百万人の人々に、心から哀悼の意を表し、二度とこういう過ちはやってはいけないと意を決して

まいりたいと思います。 

  私は、新政クラブの一員として、議員活動の中で多くの市民から寄せられた意見を、市民を代弁

し通告番号に従い、一般質問に入らせていただきます。 

  通告番号５番、中学校給食の実施について伺います。 

  私は、去る３月の議会におきましても質問いたしましたが、その後の経過について伺いたく、質

問いたします。 

  多くの市民は、特に、中学生の子どもを持つ父兄からは、給食実施までの途中経過報告がないた

めか、いつからなるんだということと、給食に対するとても大きな期待感をあわせ持ちながら、給

食の実施を首を長くして待っているような状況であります。 

  当市の教育振興計画の第５章の基本施策の中の食育の推進と学校給食については、その理念のも

と、小学校は自校調理方式の完全給食、中学校はミルク給食と希望者には弁当販売としてまいりま

したが、時代的な環境の変化と市長の公約もあり、また、平成21年度教育行政の一般方針の中でも、

教育振興計画も中間期に入り、計画の見直しも行っていくともあり、中学校給食を実施するため、

見直しはどのように行ってきたのか。 

  そして、市長の答弁の中で、教育委員会では実施へ向けて本市にとって最もふさわしい方法で実

施できるよう検討していただきたいとのことでありました。調査検討されたことと思いますが、あ

れから９カ月が過ぎました。どのように検討されてきたのかお伺いをいたしたい。 

  11月20日の全員協議会の折にも質問があり、市長より御回答がありましたが、教育委員会として

どのように検討されてきたのか、その経過について、さらに詳しくお伺いをいたしたいと思います。 

  また、平成21年度に予算化された調査研究費で、近隣市町の中学校給食も調査研究されたと思い

ますが、それらをも踏まえて本市にとってもっともふさわしい方法はどんなものであったか、確定

したのか伺いたいと思います。 

  また、給食の実施には、ハード面の施設整備も非常に多いものと思われます。市長選挙の公約か

ら、はや１年が経過しようとしており、公約の２年以内での実施までは残すところ約１年と期日も

迫ってきており、給食実現までの今後のスケジュールについてお伺いいたしたいと思います。 

  次に、通告番号６番、政府の行政刷新会議で予算の無駄を洗い出すということで、事業仕分けが

行われました。この事業仕分けによる市民生活、地方行政への影響について、本市の第５次振興計

画、平成22年度実施計画及び平成23年度以降の計画への影響について伺います。 

  ことし８月の総選挙の結果、９月16日に新政権鳩山内閣が発足しました。新政権は、国家予算の



無駄をなくすため、95兆円超とまでなった平成22年度予算の概算要求を削り込むため、行政刷新会

議を新たに設置し、11月11日より27日までの９日間にわたって、三つのワーキンググループにより

449に上る事業について廃止、予算計上見送りや削減といったふうに仕分けされました。 

  その中には、地方交付税交付金、まちづくり関連事業、農道整備事業や耕作放棄地再生利用緊急

対策事業、さらには、小学生に対する英語教育改革総合プランなど、多種多様にわたり本市の第５

次振興計画、平成22年度及び23年度以降の実施計画に影響するものが数多くあるものと思われます。 

  政府の平成22年度予算については、報道によりますと、12月いっぱいかけて編成するようであり

ますので、概算要求予算の事業仕分けがすぐさま廃止や見直し、見送りなどとまだ最終決定したわ

けではありませんが、県や各自治体においても対策に躍起になっていることと思います。本市の事

業計画の中には、どのようなものが影響があるか、掌握の状況についてお伺いし、第１問といたし

ます。 

○髙橋勝文議長 この際、暫時休憩をいたします。 

  再開は、10時55分といたします。 

    休 憩 午前１０時４５分 
                  
    再 開 午前１０時５５分 
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○髙橋勝文議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  渡邉教育委員長。 

   〔渡邉滿夫教育委員長 登壇〕 

○渡邉滿夫教育委員長 お答えいたします。 

  お尋ねは、大きく分けまして４点にわたろうかと思いますけれども、まず最初の、中学校給食を

実施するための教育振興計画の見直しについて申しあげます。 

  教育委員会では、ことし１月、市長からの要請を受けまして、これを重く受けとめ、中学校給食

の実施に向けた検討を行うことを決定したところであります。 

  これに伴いまして、教育振興計画では、こういうふうに表現されているわけですが、「中学校に

おいては、ミルク給食を実施していく」と位置づけているため、この件についての協議・検討が必

要となったわけであります。 

  この間の事情・経緯につきましては、さきの３月の定例議会におきまして、杉沼議員の質問、答

弁の中で触れられているところでございます。 

  以下、時系列といいますか、時間を追ってお答え申しあげたいと思いますが、これを受けまして、

５月29日に教育関係団体を初めとします関係機関・団体の代表者、学識経験者など24名で構成する

「寒河江市教育振興計画検討委員会」を立ち上げまして、教育振興計画の見直しについて諮問を行

ったところであります。 

  また、中学校給食の実施に向けた具体的な調査検討を進めることについて、この振興計画の検討

委員会の承諾をいただきまして、６月18日に学校・ＰＴＡ関係者や関係機関・団体の代表者など９

名から成る「中学校給食検討専門委員会」を設置いたしました。 

  ７月28日、同専門委員会から中学校給食の実施に向け、本市にとってふさわしい実施方式を検討

することとし、完全給食を３校とも同じ方式で実施することが望ましいという内容の中間報告を受

けたところであります。 

  これを８月７日に開催いたしました第２回教育振興計画検討委員会に報告し、検討していただい

た上で、中学校給食を実施する方向で教育振興計画を見直すことについての基本的な了承を得たと

ころであります。 

  その後、見直しについての具体的な検討を行っていただいておりまして、現在、ほかの見直しの

観点であります国の教育振興基本計画との整合性を図るなどのことも含め、教育振興計画全体の最

終的な詰めを行っていただいているところであります。 

  次に、二つ目の御質問であります中学校給食の実施方式についてどのように検討してきたかにつ

いてお答えを申しあげます。 

  学校給食の実施方式につきましては、さまざまな方式があります。これらの中で、寒河江市にと

ってどの方式が最もふさわしいかということを検討するため、先ほど申しあげました「中学校給食

検討専門委員会」を延べ５回開催し、幅広い観点から具体的に検討していただきました。 

  そして、10月８日付で検討結果報告書を受け取ったところであります。また、最も身近な関係者

といいますか、関心を持っておられます市内14小・中学校のＰＴＡ会長さん、母親委員長さんとの

懇談会を開催いたしまして、御意見を伺ってもおりますし、また、現場を預かる三つの中学校の校



長からも必要な都度、意見をお聞きしているところでもあります。 

  また、県内外の学校給食の実施状況について、情報を収集するため、可能な限り視察も行ってき

たところであります。 

  具体的に申しあげますと、自校調理方式につきましては、これは本市の小学校では実施している

ところでありますけれども、県外では千葉県の船橋市、親子方式につきましては、南陽市の赤湯小

学校、赤湯中学校、共同調理場方式につきましては、天童市、東根市、河北町の学校給食センター、

また、民設民営方式につきましては、村山市、大江町及び朝日町の状況などを視察いたしました。 

  民設民営方式による給食と家庭弁当の選択方式につきましては、東京都立川市の状況を視察いた

したところであります。また、ＰＦＩ方式による給食施設の整備事業や民設民営方式による給食事

業に関しましても、事業者へのアンケート調査も実施しております。 

  これらの結果や情報をもとに本市の状況に照らしながら、各実施方式についてさらに検討を重ね

ているところであります。 

  次に、三つ目の御質問でありますが、本市にとって最もふさわしい方式はどんなものか。それを

確定したのかという御質問にお答えいたします。 

  これまで検討を重ねてまいりましたことについて申しあげてみたいと思います。 

  まず、自校調理方式につきましては、より適温で食べられることや、学校の裁量により個性的な

給食が可能であるなどの点ですぐれた方式でありますけれども、敷地の関係で、既存建物の移設が

必要となり経費がかさむこと、また、工事の関係で学校の授業に影響が出てくるなどの課題がござ

います。 

  次に、親子方式についてでありますが、小学校及び中学校双方の施設の増改築や運搬経費が必要

となります。さらに、陵東中学校及び陵南中学校につきましては、学校規模が大きいため、一つの

中学校に対し複数の小学校が分担して調理、運搬することが必要となります。 

  このため、関係学校間の連絡調整が煩雑となり、また、配送効率が悪く中学校側の混雑が予想さ

れるなど、運営面や安全・衛生管理の面での課題を抱えております。 

  次に、共同調理場方式につきましては、最新鋭の調理機器が備わった大規模な施設で大量に調理

することや、作業工程ごとの調理員の分担作業により作業効率がよく、また、衛生管理体制が向上

するなどの点ですぐれた方式でありますが、一方、用地の確保や施設整備費、運搬経費が必要とな

ります。 

  共同調理場の整備手法の一つとして、民間資金を活用する、いわゆるＰＦＩ方式がありますけれ

ども、この方式の導入の可能性についてのアンケート調査を行ったところ、今のところ施設規模等

の点から、問題点もあるようでございます。 

  次に、民設民営方式につきましては、市が施設を整備する必要がなく、初期投資額は抑えること

ができますが、民間事業者が施設の整備や維持・改修等に要した費用は、当然のことでありますが、

後年度の委託料に上乗せされ、市が負担することとなります。 

  また、ある程度の長期にわたる契約を求められることが考えられます。また、地産地消の推進な

どの面についても課題があります。 

  なお、この方式について、実績のある事業者へのアンケート調査も行っているところであります

が、今のところ必ずしも本市の考える方向にはいかないと、いってないというところも見受けられ



ます。 

  民設民営方式による給食と家庭弁当の選択方式についてでございますけれども、食育推進上、統

一した指導が困難になります。また、日によって食数の変動が大きく、運営上のリスクが伴うなど

の課題があります。 

  以上、申し述べましたように、それぞれの方式にメリット、デメリットが当然のことながらあり

まして、なかなか比較も容易でなく、また、市町村における支出等も見させていただいております

けれども、それぞれに特殊な事情や経緯を抱えておりまして、直ちに参考にすることも難しい状況

にございます。そのようなことから、現段階では実施方式を決定するに至ってはおりません。 

  ただ、基本的な考え方といたしましては、主食、御飯またはパンでございますけれども、それと

おかず、牛乳のすべてを提供する完全給食であること及び平等、公平性の観点から、三つの中学校

とも同じ方式で実施すること、これを前提として、財政面や準備に要する期間などを十分に勘案し

ながら、市長部局との最終的な詰めを行っているところであります。 

  最後の質問でありますけれども、給食実施までのスケジュールについてお答えを申しあげます。 

  御案内のとおりでございますが、市長からは２年以内の実施に向けての検討を要請されていると

ころであります。教育委員会といたしましては、市長部局との連携を密にしながら、今月中には方

向を固め、来月１月には実施方式を決定し、２年以内の実施に間に合うよう、来年度の予算に必要

な経費が組み込まれますよう努力してまいりたいというふうに考えております。 

  以上であります。 
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平成２１年１２月第４回定例会 

○髙橋勝文議長 佐藤市長。 

   〔佐藤洋樹市長 登壇〕 

○佐藤洋樹市長 杉沼議員からは政府の事業仕分けによる影響ということでお尋ねがありました。事

業仕分けにより、寒河江市の平成22年度実施計画に対してどのような影響があるかということであ

りますが、御案内のとおり、政府では、行政刷新会議、ワーキンググループにおいて第１弾として

11月11日から17日までの５日間で242の事業、第２弾として11月24日から27日までの４日間で207事

業ということで、合計449事業を対象に事業仕分けが実施されたところであります。 

  その評定結果の内容としては、予算要求どおり等が14事業、自治体の判断に任せるなどが28事業、

予算要求の縮減が172事業、予算廃止、予算計上の見送り等が124事業、見直しなどが109事業、そ

の他政治判断を待つなどが２事業というふうになっているわけであります。 

  寒河江市の実施計画にどのような影響があるのか、その把握の状況はどうかということでありま

すけれども、新聞等でも御案内かと思いますが、今般県におきまして、事業仕分け評価結果が来年

度、国の予算に反映されたと仮定をして、影響があると想定される事業を取りまとめたところであ

ります。 

  寒河江市におきましても、早速県の分析結果を踏まえて、事業仕分けに関係する事業の洗い出し

を行ったところであります。 

  その結果でありますけれども、事業仕分けに関係する寒河江市の事業については26事業が想定さ

れるところであります。 

  その内訳でありますけれども、評価結果が予算要求どおり等とされているものは、小・中学校施

設耐震化事業とバス運行対策事業の２事業、自治体の判断に任せる等が下水道事業とまちづくり交

付金など４事業、予算要求の縮減が中向地区農道橋整備事業や浄化槽設置整備事業、水道事業など

８事業、廃止・予算計上の見送り等が森林整備地域活動支援交付金と間接的影響があります県営農

免農道整備事業の２事業、見直し等が御案内のとおり地方交付税、都市計画道路整備事業、認可保

育所補助金及び病院事業など９事業となっております。そして、その他政治判断を待つ等が放課後

子ども教室推進事業の１事業というふうに分析をしたところであります。 

  これらの事業について、平成22年度に国や県から支出をされるであろう金額の合計は、実施計画

策定段階におきましては、病院事業を除き約53億3,000万円と見込んでおります。そのうち、地方

交付税が最も多いわけでありますけれども、地方交付税、臨時財政対策債を除けば、５億8,400万

円ほどと相なるわけであります。 

  しかしながら、国・県から支出される額、金額と実際どの程度になるか、また、事業が継続でき

るかどうか等、具体的な影響につきましては、杉沼議員御指摘のとおり、国においてまだ個々の事

業ごとの見直し等の内容が固まっておりませんので、現段階で市として把握できる状況にはないと

いうふうに考えているところであります。 

  今後、国の予算編成過程の中で個々の事業の具体的影響が明らかになってくるというふうに思っ

ておりますので、我々としても注視をしているという状況であります。 

  以上であります。 
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平成２１年１２月第４回定例会 

○髙橋勝文議長 杉沼議員。 

○杉沼孝司議員 大変丁寧に、また、詳細な御答弁をいただきまして、大変ありがとうございました。 

  中学校給食につきましては、児童生徒を持たない市民も深く関心を持って注視をしているところ

でありますし、長らく待ち望んだものでもあるのであります。 

  教育振興計画の見直し等につきましては、８月７日の第２回の検討委員会で了承をいただいたと

いうことでありますので、その結果によりまして、中学校給食を見直していただいたことに大変あ

りがたく思っております。 

  そしてまた、実際の実施段階になれば、それらに向けまして専門的な検討として専門委員会の設

置もしていただいたということであります。当然その中には保護者関係の方も入っておられること

とは思いますが、生の声を聞きながら、本当にいい方法はどれなんだかというようなことで、検討

をしていただければいいのではないかなというふうに思います。 

  それから、先ほどの事業の実施方法につきまして、四つ、五つほど自校調理方式から親子方式、

共同調理場から、民活民営というようなことで、いずれも経費がかかるとか、運営面、あるいは衛

生面とか、いずれにしましても課題があると。 

  しかし、どれもこれも課題があると考えてばかりいたならば、これは実施はできないではないか

なというふうに思います。したがいまして、メリット、デメリット、これは必ずあるわけでありま

す。デメリットを少しでも小さくするようなことに考えていければ、どれが一番いいのかなという

ことも出てくるんではないかというふうに思います。 

  今月中に方向性を出して１月に決定ということのようでありましたけれども、最後に決定するま

でのいろいろなプロセスあるわけでありますけれども、そこで間違うと大変なことになりますから、

十分検討して、後々まで続くわけですので、ひとつ最後の詰めを誤らないように検討していただき

たいなというふうに思います。 

  そして、最善の方法で最良の中学校給食を実施していただければありがたいと。いずれにしまし

ても、時間はとまらないわけであります。残された時間もそう長くないわけでありますので、実施

に向けて、師走に入ったわけでありますけれども、忙しい中でもひとつよく御検討をお願いしたい

というふうに思います。頑張っていただくようにお願いしたいと思います。 

  それから、政府の事業仕分けによる本市への影響について、市長から御答弁がありましたけれど

も、分析の結果、予算要求の縮減とか、廃止、見直し、これらについて53億3,000万円ですか、事

業実施総額に対してはそのようなことと、それから、地方交付金等を除けば５億8,400万円の影響

があると、今の段階では予測しているというふうなことでありますけれども、隣の山形市でも、雇

用情勢の悪化、これなどにより、市税の大幅な減収が見込まれるというようなことから、地方交付

税も含め財源が不透明で困っているというふうなことが、先日の予算委員会で質問があったのに対

して、答えがあったというようなことで、どこの自治体も財源については非常に苦労するわけであ

りますけれども、早急な解決を求めているというようなことでもありました。 

  本市とて同様のことと思います。今後の予算編成において、もし事業仕分けにほぼ沿ったような

国のものというふうになった場合、本来の、本市の来年なり、あるいは実施事業に大きな影響が出

るわけでありますが、どうしてもやらなければならない事業もあるわけであります。 



  これらについては、国の予算があるからやるとか、ないからやれないというふうにするのか、そ

の国の予算の範囲内でするのか、あるいはどうしてもやらなければならないものは、起債等も含め

て考えた上でやっていくとか、そういうものに対するところの考えをお伺いいたしたいと。 

  そしてまた、本市の実施事業に大きな影響を及ぼすものがある場合、あるいは小さな影響であっ

ても、国に対して何らかの行動を起こしていかなければならないのではないかなというふうに思い

ます。 

  県なり、あるいはその他の自治体でも多くのところで非常に困ったと、こういうものはどうだか

と、だめではないかというような運動も行っているようであります。県内におきましては有機ＥＬ

とかそういうもろもろのものについて、直接直談判ではないんでしょうが、要望・要請なども行っ

ているというふうなこともございます。 

  一つの自治体で行うというのは非常に大変なこと、できないんではないかなというふうにも思い

ますので、その辺について、市長はどのようなふうに考えておられるのかお伺いしておきたいとい

うふうに思います。 
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平成２１年１２月第４回定例会 

○髙橋勝文議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 事業仕分けの関連で、２点御質問いただいているわけでありますけれども、私ども

は、やっぱり地域の皆さん方のさまざまな生活の向上のための事業というものを予算化をして、そ

れを実施して市民の福祉の向上、あるいは所得の向上、生活の安定のために努力をしているわけで

あります。 

  ですから、歳入が減った分、その分を減らしてということも考え方としてはないわけではありま

すけれども、必要な事業はやっぱりきちんと確保していくというのが大前提であります。 

  ただ、やはり無駄な事業とか、時代に合わない事業などはきちんと見直しをしていきながら、市

民の皆さんのための適切な事業を、吟味をしながら実施をしていくということが必要かというふう

に思っているところであります。 

  それから、杉沼議員御指摘のとおり、何から行動を起こすべきではないのかということはもっと

もでございます。そして、寒河江市のみならず全国的な課題であるわけでありますので、市長会な

どがまとまって行動を起こすということもやはり大事だろうというふうに思っております。 

  全国市長会におきましては、既に総務省に対して意見書を提出をしていますし、また、各省庁に

おきましても、必要に応じて各省庁に対しまして意見書も出しているというふうに我々のところに

連絡が入っているところであります。 

  また、県議会におきましても、意見書の提出を決定したというふうなことも報道にされておりま

すし、県においても、先ほど御指摘のとおり、知事会、さらには、県選出の国会議員の方々との意

見交換など、連携を深めながら地域の実態を国に対して強く主張していくというふうな行動となっ

ておりますので、我々としてもそれらの行動と歩調を合わせながら適切に、そして、時期を失しな

いような形で対応していくということに心がけたいというふうに思いますし、また、去る12月２日

に道路関係の団体によります「安全・安心の道づくりの実現を求める全国総決起大会」というのが

行われたわけでありますけれども、寒河江市からも副市長が出席をして、ぜひ地域に必要な道路の

確保というものも訴えてきたところであります。 

  こうして個別の事業におきましても、全国的な行動への参加ということもあわせて検討しながら

適切な対応に心がけていきたいというふうに思っているところであります。 

  以上であります。 

○髙橋勝文議長 杉沼議員。 

○杉沼孝司議員 ただいまの市長の御答弁にありましたように、適切な運動ということであります。

やっぱり小さな運動であっても、それが全国的に広がれば大きな輪になるということでもあります。

ひとつ引き続きそういう運動をして、先ほど御回答いただきましたように、市民の生活やそれらの

福祉の向上、これらに支障がないように引き続き御努力いただくことをお願い申しあげまして、私

の質問を終わりたいというふうに思います。 
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平成２１年１２月第４回定例会 

辻 登代子議員の質問 

 

○髙橋勝文議長 通告番号７番、８番について、４番辻 登代子議員。 

   〔４番 辻 登代子議員 登壇〕 

○辻 登代子議員 おはようございます。 

  本日は私の支援の方が傍聴においでくださいました。本当に寒い中、ありがとうございます。こ

のことがきっかけとなり、議会の活性化となるようお願いいたします。 

  それでは、質問に入らせていただきたいと思います。 

  佐藤洋樹市長におかれましては、就任されましてから、間もなく１年になろうとしております。

市長は、子どもからお年寄りまで、明るく元気に、そして、安心して暮らせる確かな未来づくりを

目指し、きめ細やかな市政に取り組まれ、誠心誠意御尽力なされておられることに対し心から敬意

を表するものであります。 

  私の議員活動も３年目に入り、残すところ１年４カ月となりました。市長を末永く御支援申しあ

げながら、初心を忘れることなく最後まで市政発展のため、一生懸命に取り組んでまいる所存であ

ります。 

  市長におかれましても、健康には十分御留意されますことを心からお願い申しあげます。 

  このたびの衆議院選挙により、鳩山内閣がスタートし、国の政策が多方面において大きく改革さ

れようとしております。本市においても、行政や議会の活性化と改革が望まれているときでもあろ

うかと思っております。 

  私は、新清・公明クラブの一員として、通告番号に従い、質問させていただきます。 

  通告番号７番、高齢者に対する足の確保についてであります。 

  高齢化が一段と進行する中、ことし９月16日の敬老の日におきまして、厚生労働省の調査では、

100歳以上の高齢者が過去最多の全国で４万399人と発表されております。まさに日本は世界一の長

寿国であり、今後、超高齢化社会を迎えようとしております。 

  県内の高齢化率は2007年10月で26％と、全国で５位であり、2014年には29.5％と、ほぼ３人に１

人が65歳以上になると推測されております。 

  2005年10月で高齢者単身世帯が8.6％、高齢者夫婦世帯は6.5％であったのが、現時点ではそれぞ

れ1.2ポイント、1.1ポイント上昇しております。単身と夫婦世帯の合計は、15年前の２倍、20年前

の３倍と急増しております。 

  本市において平成21年度の高齢化率は、25.8％であります。ひとり暮らしの高齢者は、平成14年

度では440人であったのが、平成21年度には621人、高齢者夫婦世帯は平成14年度では646人であっ

たのが、平成21年度には992人とそれぞれ増加しております。 

  昨年参加した地域のお年寄りの会合で、「私たち年寄りは足腰も弱くなり、自転車にも乗れなく

なってしまいました。車の運転をすることも危なくなり、免許証もこれから返そうと思っておりま

す。一番心配なことは、南部地区にはスーパーもないし、通院するにもタクシーでは年金暮らしな

ので負担が多過ぎます。同居する家族はいても仕事に行かなければならないので、頼ることはでき

ません。月２回ぐらい市の中心部まで巡回バスの運行などを考えいただければよいのですが」との



要望がございました。 

  確かに地域から中心部までのタクシー料金は往復で約3,000円ほどかかり、年金暮らしのお年寄

りにとっては負担が多過ぎると思われます。昨年４月からスタートした後期高齢者の保険料の導入

や、介護保険料の値上げ等により、高齢者の経済的な負担が増している状況であります。 

  また、本年度６月から道路交通法の改正により、75歳以上の高齢者は認知機能検査を受けて、そ

の結果、判断力や記憶力に問題があった場合は、免許の停止や取り消しを受けなければならないと

聞いております。 

  これから高齢者にとって大変困難な状況に置かれることは確かであります。高齢者の足を確保す

るために、各自治体では、さまざまな試みが実施されており、予約制乗合タクシーや巡回バスなど

があります。 

  そこで市長に伺います。 

  お年寄りが安心で安全に暮らせるための高齢者に対する足の確保について、どのようにお考えに

なるか御所見をお伺いしたく思います。 

  次に、通告番号８番、認知症早期発見対策について質問させていただきます。 

  認知症は、加齢に伴い発生率が高くなり、60歳では1.5％、85歳以上では約30％程度で発生し、

高齢者が増加することは認知症高齢者の増加を意味しており、だれにも身近な病気であるとされて

おります。 

  現在、全国において認知症と診断されたのは200万人で、2045年には380万人にふえると厚生労働

省は予測しております。 

  2004年12月、「痴呆」から「認知症」と呼称が変更されましたが、この変更を契機に認知症を知

り、地域をつくる10カ年キャンペーンが始まり、認知症に対する認識を高めようとする動きが盛ん

になってきております。 

  県の高齢者福祉の指針である県老人第５次保健福祉第４次介護保険事業計画が、本年度よりスタ

ートし、認知症高齢者の支援対策や高齢者に対する優しいまちづくりに取り組まれております。 

  本市において、平成21年度の介護予防普及・啓発事業の新規事業として、ハートフル元気あっぷ

教室等を実施し、認知症予防の研修会や地域で支えるサポーター養成講座を開催しております。 

  本年度ハートフルセンターにおいて、10月24日に群馬大学医学部教授山口晴保先生の講演があり、

認知症に対する正しい理解と安心できる暮らし方や支え方を学ばせていただきました。今後もぜひ

継続されることをお願いいたします。 

  認知症には、脳血管性認知症とアルツハイマー型認知症があり、脳血管性認知症は脳の血管の障

害によるもので、アルツハイマー型認知症は脳の萎縮が原因とされております。 

  認知症の症状としては、主に物忘れで体験の全部を忘れてしまい、判断力や記憶力の障害が起こ

り、普通の生活が送れなくなった状態であります。 

  予防として、有酸素運動や食習慣の改善、また、対人関係をよくすることとされております。特

に、女性は男性よりも女性ホルモンの減少やカルシウム不足が原因で認知症になりやすく、女性が

発症する確率は男性の２倍とされております。 

  そこで、市長に伺います。 

  本市における認知症の方はどのぐらいおられるのでしょうか。 



  新清・公明クラブの会派研修視察において、北海道恵庭市の認知症早期発見対策事業として、北

海道大学保健科学研究所の村上新治教授が考案されたタッチパネル式ＣＲＴ、タッチエムによる認

知症の評価方法を見学してまいりました。 

  タッチパネル式ＣＲＴとは、ＣＲＴ画面が２ないし６個の縦型セルに分割されております。その

縦型セルに任意の順番で刺激が提示され、受診者は提示された刺激の順序を記憶し、セルに指で触

れ、その順序を再生してもらい、各課題の正答率や反応時間を評価するというものであります。 

  実際行ってみて、ゲーム感覚で気楽に取り組むことができました。認知症を自覚するための一つ

の方法として、タッチパネル式ＣＲＴを認知症講座の中に取り入れることによって、早期発見対策

につながるのではないかと思いました。 

  市長に伺います。 

  本市において認知症に対する早期発見の施策として、タッチパネル式ＣＲＴの導入についてどの

ようにお考えになるか御所見をお伺いいたします。 
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平成２１年１２月第４回定例会 

○髙橋勝文議長 佐藤市長。 

   〔佐藤洋樹市長 登壇〕 

○佐藤洋樹市長 辻議員からは高齢者対策ということで、高齢者に対する足の確保の問題、それから、

認知症早期発見対策ということで、大きく２点御質問いただきましたので、順次お答えを申しあげ

たいと。 

  お年寄りが安心で安全に暮らせるための交通手段としてどのように考えているのかということで

あります。 

  ことし３月の市議会定例会におきましても、高齢者や交通の不便な地域での移動手段について御

質問があったわけであります。 

  本市においては、周辺の町に比較して、どちらかといえば公共交通機関が恵まれていること、さ

らに、路線バスが運行されていない地域の方々の移動手段としては、御本人や、あるいは家族の運

転による場合がほとんどであると、そういったことをお答えしたわけでありますけれども、しかし

ながら、辻議員御指摘のとおり、高齢社会のより一層の進展に伴いまして、今後、高齢運転者の方

の免許返納が拡大するということが予想されているわけでありますし、また、御指摘のとおり、こ

としの６月から75歳以上の高齢運転者に対する認知機能検査制度が導入されたわけであります。 

  今後、免許の更新ができなくなる方も出てくるのではないかというふうに懸念されるわけであり

ます。こうしたことから、今はまだいいけれども、近い将来の移動手段についてやっぱり心配だと

いう方も多いのではないかというふうに思っているところであります。 

  また、地域座談会などにおきましても、路線バスが運行されていない地域における座談会などで、

市独自のバス運行について要望が出されているところでありまして、近い将来を見据えて高齢者の

方、あるいは公共交通機関のない地域における移動手段の確保については、検討していく必要があ

るというふうに認識しているところであります。 

  具体的な移動手段の確保のための対策ということになりますと、コミュニティバスでありますと

か、デマンドバス、さらには乗合タクシー、タクシー券交付などがいろいろ考えられるわけであり

ますので、地域においてどういった手段が一番いいのか、どういう地域の人たちがどういうものを

望んでいるのか。あるいはどの程度の需要があるのかということが大事であります。費用対効果も

ありましょう。 

  そういったことを十分検討していく必要があるというふうに考えておりますし、そういった点で、

今年度中にアンケート調査を実施するなどして、そういう地域の方々の声を、要望を把握しながら

調査研究を進めて、これからその対応に向けて進んでいきたいというふうに考えているところであ

ります。 

  また、先ほど申しあげましたように、寒河江市においてはＪＲ、それから、民間バスも路線バス

などが運行されているわけであります。市が仮に移動手段確保の対策を実施するということになり

ますと、そうしたＪＲ、路線バスの利用者が減少するなど、既存の公共交通機関、さらには、タク

シー業に支障が生じることがあってはならないというふうに思いますので、そこら辺については、

公共交通機関とのすみ分けということも大事でありましょう。 

  十分配慮しながら、寒河江市に合った対応、対策というものを研究していくということが十分必



要かというふうに思っているところであります。 

  続いて、認知症早期発見対策ということでありますけれども、認知症は、先ほど辻議員からもお

話しありましたけれども、脳や体のさまざまな病気によって、一たん発達した脳がふだんの社会生

活に支障を来すまで低下した状態の総称だそうでありますが、この状態が一時的ではなく、継続し

て記憶力、さらには、見当力、見当力というんだそうですが、時間、場所、人を認識できる能力で

す。見当力、さらには、判断力、企画力などに障害が見られるような状態ということを認知症とい

うふうに言うわけでありますけれども、その多くは神経細胞がゆっくりと死んで脳が萎縮すると。 

  御案内のアルツハイマー病で、その次に多いのが動脈硬化、高血圧、糖尿病、心疾患などが原因

で脳の血管が詰まり、細胞の一部が死んだり、神経のネットワークが壊れてしまう脳血管性認知症

ということであります。 

  認知症の方がどのくらい市内におられるのかという御質問でありますけれども、10月末現在で、

本市においては要介護認定者の方1,557人いらっしゃるわけであります。そのうち日常生活に支障

を来すような症状が見られ、たびたび道に迷うとか、買い物や事務、金銭管理などそれまでできた

ことにミスが目立つなど、認知症の症状を有する方924人というふうに把握しているところであり

ます。 

  また、認知症の初期には表にあらわれないケースもあると推測されるわけでありますけれども、

家庭で介護が困難になったり、周囲が気づくようになれば、地域の民生児童委員の方々、あるいは

地域包括支援センターなどに相談があるというふうに思っているところであります。 

  そのほか警察とか、医療機関などからの連絡で認知症とわかったケースもあるわけでありますの

で、市といたしましても、多方面からの情報をキャッチしながら、早期発見のための適切な対応に

これまで以上に努めていきたいというふうに考えています。 

  次に、タッチパネル式ＣＲＴの導入についてのお尋ねでありますけれども、今申しあげましたよ

うに、認知症は症状が軽い初期の段階から病院で適切な治療を行えば、症状が軽くなったり進行を

おくらせることができる病気であるというふうに言われています。 

  早期診断、早期治療が何よりも重要だというふうなことであります。そのため、市におきまして

は、後期高齢者医療証の交付時、あるいはふれあいサロンなどにおいて認知症の危険度チェック、

さらには、かなひろいテスト、簡易な認知症スクリーニングテストなどを行って自覚を促すととも

に、認知症予防の知識の普及に努めているところであります。 

  認知症は、御案内のとおり、本人の自覚はもちろんでありますけれども、家族あるいは隣近所な

ど周囲の方々が理解を深め、気づいてあげるということも大切であります。そのための認知症啓発

のための市民講座というものを平成19年から実施して、ことしで３年目ということを迎えていると

ころであります。 

  今後は、より広く市民の方に周知を図っていきたいということを考えておりまして、来年度にお

いては、若い方を対象にしたものなども取り入れるべく、今検討を進めているところであります。 

  また、辻議員からもお話しありました認知症サポーター養成出前講座、ことしから実施している

わけでありますけれども、これまで13回実施をいたしまして、参加者は500名ほどになっているわ

けであります。 

  今後は、受講対象を商店や銀行、あるいは各種団体等に広げて認知症高齢者と身近に接する機関、



団体でのサポーターをふやして、認知症になった方が、住みなれた地域で安心して生活できるよう

に、地域での見守り支援体制というものを充実していかなければならないというふうに思っている

ところであります。 

  御質問のタッチパネル式ＣＲＴでありますけれども、議員御指摘のようにゲーム感覚で本人の脳

の元気度をはかって、認知症に対する自覚を促すという点では、大変効果があるというふうに考え

られているわけでありますが、何分高額でもありますことから、当面は現在実施している認知症ス

クリーニングテストなどを充実しながら、今後改良が図られ、値段が安くなった時点で導入につい

ては検討していかなければならないというふうに考えているところであります。 

  以上であります。 
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平成２１年１２月第４回定例会 

○髙橋勝文議長 辻議員。 

○辻 登代子議員 高齢者の足の確保に対する御答弁ありがとうございました。 

  本年度の３月議会の一般質問においても、デマンド型システム導入、また、七、八年前にも福祉

巡回バスに対する一般質問が行われているようでございました。 

  ３月議会のデマンド型導入に対する市長の御答弁は、公共交通機関を維持していくこと、そして、

支援していくことが重要であると申されておりましたが、私もその考えと同感であります。 

  しかし、本市を眺めてみますと、バス路線のない地域や、近くにスーパーがなくタクシーで買い

物や通院するのに利用されておられるようであります。現在、公共機関だけの対応は不可能な状況

にあると思います。 

  現在、東北バス路線は、地域の人口減や高齢化の進行とマイカー普及で業界の運営状態も大変厳

しくなっているようであります。地域の足を確保するために、各自治体では、いろいろな試みが実

施されておりますが、西川町の町営バス運行、朝日町の地域タクシーの実施、大江町のスクールバ

スに一般の人の乗合、これは１日６往復だそうで、実施しております。そして、料金は100円だそ

うであります。 

  それから、川西町のデマンド型乗合の導入などでありますが、それぞれの実施に対しては大変町

民からは喜ばれているというお話でございました。 

  先ほど市長の御答弁にもありましたように、地域座談会での介護の中から、全市を回られてある

程度のお年寄りや市民の方から要望があったというふうに聞いておりますけれども、今後、やはり

地域の足を確保するには、福祉の事業と考えていただいて、高齢者が安心して安全に暮らせるよう

に実施していただくようお願いいたしまして、全市においての高齢者に対する足の確保に対してお

願いしたいと思っております。よろしくお願いいたします。 

  それから、認知症に対する早期発見対策についての御答弁について、本当にありがとうございま

した。 

  私たち、新清・公明クラブは、北海道の研修を得てきまして、その当時の値段というものは、こ

こで申しあげたらよいのかわかりませんが、そのときは25万円だったんです。そして、先日、福祉

課の方にお話をしに行きましたら、百何十万円という高価な値段にはね上がっていたことに対して

大変私もびっくりいたしました。 

  そういうことで、ただいま市長がお話ししていただきましたけれども、これからたくさんの機械

が販売されて、低価格になった場合には、ぜひ本市においても検討していただきますようよろしく

お願いしたいと思っております。 

  そして、本市の認知症全体の人数の把握は、ある程度把握されているようでありますが、はっき

りとした人数がやっぱり把握できないような状態にもあると聞いております。今後とも認知症に対

する相談窓口の充実を図っていただいて、民生委員や各関係機関との連携をさらに強めていただき

まして、実施されることを要望したいと思っております。 

  私ごとでここで申すのは大変申しわけないんですけれども、私も認知症の祖母を自宅介護したこ

とがあります。23年前のことですけれども、10年間認知症で本当に介護するということは大変な状

況でありました。その経験あればこそ、介護する人の身になって、今ここで認知症に対する発言が



できるんでないのかなというふうに今思うと感謝しているところであります。 

  当時は、本当に認知症に対する相談窓口もなくて、介護するにも大変困難でありました。祖母は

私のことを孫であるということも忘れてしまって、夜中には何回も徘回して、何度も食事の要求を

いたしました。本人はもちろんのこと、私も大変苦しい日々を送って、夜も眠れない状況が続き、

体調を崩した経験があります。 

  36歳のまだ若かった時代ですので、この介護については乗り越えることができましたけれども、

今現在、お年寄りがお年寄りを介護するという現実であります。認知症の介護は特に大変でありま

す。 

  いろいろな報道を聞きますと、近年、お年寄りへの虐待が多くなっていると発表されておりまし

て、全国で１万5,000件に達しているそうであります。被害に遭ったお年寄りの半数近くは、日常

的に介護が必要とされる認知症であることがわかっております。 

  認知症に対する介護負担を軽減するためにも、早期発見対策が望まれておりますので、定価が安

くなったときに、タッチパネル式ＣＲＴの導入の検討をお願いしたいと思っております。 

  お年寄りが元気で明るく、寒河江市に生まれてよかった、住んでよかったと思うお年寄りに優し

いまちづくりを目指していただきますようよろしくお願いいたしまして、私の質問を終わらせてい

ただきます。 

  ありがとうございました。 

○髙橋勝文議長 この際、暫時休憩をいたします。 

  再開は、午後１時といたします。 

    休 憩 午後０時００分 
                  
    再 開 午後１時００分 

○ 髙橋勝文議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 
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平成２１年１２月第４回定例会 

沖津一博議員の質問 

 

○髙橋勝文議長 通告番号９番、10番、11番について、２番沖津一博議員。 

   〔２番 沖津一博議員 登壇〕 

○沖津一博議員 私は、新政クラブの一員としまして、長引く景気低迷に少しでも明かりを与えるた

めに、以下の質問をさせていただきます。 

  通告番号９番、商店街の活性化について、プレミアムつき寒河江ほくほく券発行事業の継続につ

いてお伺いいたします。 

  今年度、市民生活の支援及び商業振興を目的とし、実施していただきましたプレミアムつき寒河

江ほくほく券につきましては、１億1,000万円分が発行され、発売後、わずか４日で完売するほど

の人気であったことは、御存じのとおりであります。 

  市民の関心の高さが示されたものでありました。換金率は、実に99.8％の高率であり、購入した

市民の皆様は、有効に使用、活用されたものと喜んでおります。 

  また、大型店での使用割合は50％を割り込むなど、市内の商業振興につながったものと思ってお

ります。今、市民を取り巻く生活及び経済環境は、なお一層厳しさを増すことが懸念されているこ

とから、引き続き本事業を継続されることが大変望ましいと考えております。ぜひお願いしたいと

思いますので、市長の御所見をお伺いいたします。 

  また、寒河江市中心市街地商店街活性化事業及び寒河江市新商品開発支援事業の継続についてお

伺いいたします。 

  本事業は、中心市街地商店街の活性化に向けた多様な取り組みを支援するものであり、事業効果

を最大限生かすためにも、今後一定期間の継続をして実施する必要があるのではないかと思ってお

ります。 

  また、新商品開発支援でありますが、市内の中小企業者が行う新商品の開発など、新たな取り組

みを支援するものであり、厳しい経済情勢下において、活路を見出そうとする市内の中小企業にと

って極めて有効な制度であります。 

  意欲的な市内の中小企業の視野を広げる観点からも、今後も一定期間の継続を実施する必要があ

るのではないかと思います。市長の御所見をお伺いいたします。 

  次に、通告番号10番、広域観光推進についてお伺いいたします。 

  ６月の定例議会において、佐藤市長は、観光振興の計画は、広域交流を見据え、西村山地域全体

の連携が必要であり、プランの作成に向けた準備を進めたいと答弁されております。 

  去る11月11日、村山総合支庁西庁舎にて開催されました西村山地域振興推進協議会において、寒

河江西村山地域の商工会長さんからは、広域観光のさらなる連携の強化を望む発言がなされたと聞

いております。 

  そこで、先日発足になりました仙台寒河江会につきましても、広域観光の観点から、今後寒河江

西村山地域全体で取り組むことについて、研究、検討が望ましいのではないかと思っておりますの

で、市長の御所見をお伺いいたします。 

  次に、通告番号11番、建設業の支援についてでありますが、住宅建築推進事業では、在来工法、



住宅建築補助第５次寒河江市振興計画実施計画に盛り込んでいただき、まことにありがとうござい

ました。 

  景気低迷の中、建築関係の業界にも喜んでいただけるものと思っております。また、地域の雇用

を支える上でも期待が大きいものと思います。 

  事業内容の具体的な検討に当たっては、市民の住環境のさらなる向上、定住促進、消費需要拡大

による景気浮揚、建設業及び関連振興の観点から、支援効果が幅広く及ぶよう、実施に当たっては、

商工会建設部会や建設総合組合、寒河江建築組合などの皆さんともいろいろ話し合う機会を設けて

いただきたいと思います。 

  支援対象が広範囲なものになるよう、また補助制度が使い勝手のいいものにしていただけますよ

うにお願いをいたします。 

  このことについても、市長の御所見をお伺いいたしまして、私の１問とさせていただきます。 
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○髙橋勝文議長 佐藤市長。 

   〔佐藤洋樹市長 登壇〕 

○佐藤洋樹市長 沖津議員からは商店街の活性化の問題、それから、広域観光の問題、そして、建設

業の支援策ということで、大きく３点御質問をいただきましたので、順次お答えを申しあげたいと

思います。 

  最初に、商店街の活性化についてでありますけれども、寒河江ほくほく券発行事業についてお答

えを申しあげます。 

  ことし４月に販売したプレミアムつきの寒河江ほくほく券については、議員御指摘のとおり、市

民の皆さんからも商品券取扱店からも大変好評であったというふうに思っているところであります。 

  商品券全体の53％が中小小売店で利用されたということは、事前の予想を大分上回っていたわけ

でありまして、定額給付金の支給の効果というものも相まって、地域経済の活性化を図る上で一定

の成果があったというふうに思います。 

  さらに、毎年中心商店街連合会が販売しておりますプレミアム商品券についても、さきに実施し

たほくほく券で認知されたということもあって、例年より１カ月早く完売するということなどもあ

りまして、大変相乗効果が生じてきているわけであります。 

  このプレミアムつきの寒河江ほくほく券については、実際商品取扱店へのその後のアンケートな

んかも実施させていただいているわけでありますけれども、その結果によりますと、継続を希望す

るというのが41％ぐらいであります。希望しないというのが11％ということで、ぜひ継続をお願い

したいという声が強いというふうにあるわけでありますが、一方で、売り上げ増に結びついたとい

う声が22％でありまして、結びつかなかったというのが38％でありまして、結びつかなかった方が

16％高いというアンケートでありますけれども、そういう結果も出ているところであります。 

  また、期間中、それぞれのお店独自の特典を実施していただいたお店が11％程度であったという

こともありまして、今後の課題も見受けられるわけであります。 

  商品券の販売に合わせてそれぞれの商店がみずからそれぞれ創意工夫をしながら、魅力を出して、

例えば１商品ワンサービス的なものがさらにあればよかったのではないかというようなことであっ

たろうというふうに思います。 

  今後の事業の継続につきましては、これからということになるわけでありますけれども、商業関

係者、あるいは商工会の皆さんの御意見、さらには、経済対策の一環でありますので国の動きなど

も見定めながら、その対応を検討していく必要があるというふうに思っているところであります。 

  次に、寒河江市中心商店街活性化支援事業ということでもお尋ねありましたので、お答えをいた

します。 

  この事業は、中心市街地における商業等の振興と活性化を図るため、商店街組織の行うにぎわい

創出事業に対して補助を行うというものでありまして、６団体に交付決定したところであります。 

  事業の内容としては、にぎわい創出のため、まちに四季折々の旗を掲げたり、イベントで着用す

るはんてんをつくってコンサルタントの経営診断や若者の集う場を設ける事業など、創意工夫のも

とに実施されているわけであります。中心市街地の活性化に大変役立ったというような声も聞いて

いるわけであります。 



  この事業につきましても、先ほどの寒河江ほくほく券も同様でありますけれども、国の経済対策

ということもありまして、そこら辺の事業の成果、効果、各団体の声なども十分聞きながら、今後

の対応を決めていかなければならないという状況であろうかと思います。 

  最後に、新商品開発支援事業ということでお尋ねがあったわけでありますけれども、この事業は、

産業の活性化で雇用拡大を図るために新商品や新技術の開発研究に取り組んでいただいて、それに

対して補助金を交付して支援するということであります。11の事業者の方から取り組んでいただい

て、交付決定をして開発を進めていただいているところであります。 

  事業の内容を見ますと、食品から繊維、さらには金属加工というふうに広範囲に及んでいるとこ

ろであります。新商品開発にかける事業者の皆さんの意欲は大変高いものがあるわけでありまして、

商品化に期待の持てる事業だというふうに認識しております。 

  さらに、新商品の多くは地場商品として地場産品を材料として、素材として使用するということ

も多くございまして、地域産業の波及効果も期待できるというふうに思っております。 

  今後もこの事業の継続については、実施計画でも御説明申しあげましたが、実施計画に掲載させ

ていただいて、今後とも取り組んでいこうということで、今予定をさせていただいているところで

あります。 

  市といたしましては、さまざまな取り組みを通して地域産業の活性化、そして、雇用の拡大とい

うものについて努力してまいりたいというふうに思っているところであります。 

  次に、広域観光の推進ということでお尋ねがございました。 

  仙台圏域との交流を進めて観光などによる流入人口の増加、それから物販を通した経済活性化を

図るために、仙台圏域において核となって寒河江市との交流を推進するための組織として、仙台寒

河江会を11月８日に設立したところであります。現在の会員数は約400名ということでございます。

もちろんこれからもさらに拡大を図っていこうという計画でおります。 

  今後につきましては、仙台寒河江会会員との一層の交流を進めるということは前提でありますけ

れども、その会員を核として、イベントを開催したり、観光案内の情報提供などを行って、寒河江

市に対する認知度というものを高め、また、特産品や農産物販売などの推進、そして、観光客の増

加にぜひつなげていきたいという、そういう組織に育てていければと、こういうふうに思っている

ところであります。 

  今日の観光に関するニーズというものは、先ほど御指摘もありましたけれども、一つの自治体で

完結した観光スポットというものを見るだけでなくて、やはり広いエリアでの複合的な観光という

ものを求めているというふうに思っております。 

  ことし９月に仙台からの直通列車の旅を企画したところなわけですけれども、大変好評であった

わけですが、今後もこうしたイベントの実施ということが考えられていこうというふうに思います

が、例えばこれから寒河江市のみで観光が完結するということではなくて、例えば神輿の祭典を見

て、また、谷地のどんがまつりを見てとか、両方楽しんでいただく、そういうコースを設定すると

か、もう少し広域的に考えて１市４町での合同での物販イベントなどを企画するなど、広域的な対

応、観光情報の提供というものがやはり望まれているわけであります。 

  村山ということもありますが、西郡という全体で集客を図っていかなければならないというふう

に思います。そうした広域的な観光の振興策を図ることによって、おのずと寒河江市の方にも恩恵



が講じてくるというふうに認識しているわけであります。 

  仙台寒河江会につきましては、まだ発足間もないわけでありますけれども、具体的な取り組みと

いうのはこれからでありますけれども、会員の方々、あるいは仙台圏域の方々の求めるところを十

分把握しながら、１市４町、商工会、あるいは観光協会、さらにＪＡなどとも連携して、広域的な

視点に立って交流拡大へ取り組みを進めていきたいというふうに考えているところであります。 

  最後でありますけれども、建設業関係で、在来工法住宅建築補助の実施内容ということでお尋ね

でございますが、去る６月定例会においても、沖津議員より住宅建設の補助についての御質問があ

ったわけであります。 

  その後、これまで寒河江市におきます居住環境整備など、住宅政策を総合的かつ計画的に推進す

るための支援制度について鋭意検討を進めてきたところであります。 

  現在、市内の新築一戸建て住宅については、８割以上が在来工法による木造住宅で建設されてい

るということであります。このたび新たに実施計画に掲げました補助制度につきましては、市内に

みずから居住し、市内の建築業者さん等により在来工法で一戸建ての木造住宅を建築される方を対

象にして補助を交付しようというものであります。 

  この制度とねらいとしては、市民の快適な住生活環境の整備と定住を促進するとともに、住宅建

築にかかわる多くの業者の方々のさらなる振興を図り、地域の経済の活性化と活力あるまちづくり

に結びつけていきたいというねらいでございます。 

  御案内のとおり、予算編成はこれからでありますので、具体的な補助要件等につきましては、関

係団体の御意見などもお聞きしながら、議員御指摘のような使い勝手のいい制度になるように我々

努力していきたいというふうに思っているところであります。 

  以上であります。 
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○髙橋勝文議長 沖津議員。 

○沖津一博議員 私の質問に対しまして、大変御丁寧に、そして、前向きにお答えをいただきまして、

まことにありがとうございます。 

  プレミアム商品券につきましても、市にただお願いするのではなくて、商店街のやっぱり努力と

いうものも大変必要だなというふうには私も感じていたところであります。 

  また、寒河江市から交付されております寒河江市商工会への補助金でありますが、今回、県内各

市町村の商工会に交付されている補助金を調査したところ、県内で最も少ない水準にありました。 

  商工会は地域の唯一の総合経済団体でありますし、これまでも市内の中小企業者への経営改善支

援や各イベント等の地域振興業を実施するなど、市内の商工観光の一端を担っているところであり

ます。 

  今後、景気が二番底を懸念される中、極めて厳しい経済状況の中でありますので、商工会に対す

る市内の中小企業の期待が高まっていることも事実であります。行政と商工会が連携しての取り組

みを今後も継続していただくためにも、商工会を運営する支援のために、補助金についても特段の

配慮が必要ではないかなというふうに思っているところであります。 

  また、仙台寒河江会につきましては、寒河江市出身者だけでなく、西村山地域出身者を対象とし

た広域的な組織をつくれば、もっともっと情報発信の効果が上がると思っているところであります。 

  先月21日と22日でありますが、寒河江市と姉妹都市になっております寒川産業祭りに寒河江青年

会議所ＯＢとして参加をしてまいりました。天候は余りよくありませんでしたけれども、大変なに

ぎわいで驚いて帰ってきたところであります。 

  長年にわたり姉妹都市寒川町とは、寒河江青年会議所を初め、さまざまな団体と人と人の交流が

20年以上も前から続いてまいりました。この辺でお互いの町を活性化するためにも、物の交流も行

っていかなければならないのではないかなというふうに感じております。 

  例えば寒川町に寒河江市のミニアンテナショップのようなものができればいいのではないかなと

いうふうに思っているところであります。寒川の皆さんは、我々寒河江市の人に大変友好的で信頼

関係を持っている人であります。人の交流から物の交流も考えてもいいのではないかなというふう

に思っております。友好都市や友好団体との連携の広域観光推進にとっても非常に大事なことだと

いうふうに思っております。 

  仙台寒河江会のさらなる拡大が進み発展しますことを御期待しまして、私の２問目とさせていた

だきます。 
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○髙橋勝文議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 ２点お尋ねでありますので、お答えを申しあげたいと思います。 

  商工会に対する運営の支援ということでありますけれども、御案内のとおり、地域経済の健全な

発展にとっては、商工会活動というのはなくてはならない、また、充実を図っていくということが

大変重要であろうというふうに思います。 

  現在のような厳しい経済環境の中で、その果たすべき役割というのは、議員御指摘のとおり大変

重要であろうと、商工会の役割というのは今まで以上に重要になってきているのではないかという

ふうに思います。 

  私どもとしては、今後、さらに商工会について、より積極的でその地域の商店街の活性化のため

に新たな取り組みなどもぜひ期待しているわけでありまして、そうした点については、市としても

支援、協力をぜひ検討していかなければならないというふうに考えているところであります。 

  それから、寒川町との交流促進でありますけれども、物販交流、ミニアンテナショップ的なもの

はどうかということでありますが、お聞きしますと、来年ちょうど交流の20周年に当たるというわ

けでありますので、ぜひその交流のイベントの中でも、特に、やはり行政がある程度窓口になって、

交流の橋渡しをして、実際物販を交流されるのは民間、経済界の方であろうかと思いますけれども、

そういう橋渡しの役ということであれば、我々としても十分そこの役割を果たして、さらに、20周

年の新たなステップに向けた交流促進の事業として考えていきたいというふうに思いますので、ま

た、いろいろ商工会初め、皆さんともお話をさせていただいて、そこは検討していきたいというふ

うに思っているところであります。 

○髙橋勝文議長 沖津議員。 

○沖津一博議員 私の２問目に対しましても、大変前向きな御答弁をいただきまして、まことにあり

がとうございます。 

  私の質問は、補助金とか助成金などが大変多くなりましたが、これも市民を思い、今の経済状況

を考えてのことでありますので、御理解を賜りまして私の質問を終わりにしたいと思います。 

  どうもありがとうございました。 

 

散    会    午後１時２４分 

 

○髙橋勝文議長 本日の一般質問はこの程度にとどめ、本日はこれにて散会いたします。 

  大変御苦労さまでした。 
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  １７番  那  須     稔  議員    １８番  鈴  木  賢  也  議員 

○欠席議員（なし） 

○説明のため出席した者の職氏名 

那 須 義 行  副 市 長  渡 邉 滿 夫 教 育 委 員 長 

片 桐 久 之  
選挙管理委員会
委 員 長  芳 賀 靖 夫 農業委員会会長 

今 野 要 一  総 務 課 長  菅 野 英 行 総合政策課長 

丹 野 敏 晴  
総 合 政 策 課
財 務 室 長  奥 山 健 一

総合政策課行財
政改革推進室長 

大 沼 伸 一  
総合政策課企業
立地推進室長  熊 谷 英 昭 税 務 課 長 

安 彦   浩  市民生活課長  犬 飼 一 好 建 設 課 長 

冨 澤 三 弥  
建 設 課
都市整備室長  山 田 敏 彦

花･緑･せせらぎ 
推 進 課 長 

真 木 繁 一  下水道課主幹  尾 形 清 一 農 林 課 長 

工 藤 恒 雄  商工観光課長  秋 場   元 健康福祉課長 

那 須 吉 雄  子育て支援室長  有 川 洋 一
会 計 管 理 者
（兼）会計課長 

那 須 勝 一  水道事業所長  櫻 井 幸 夫 病 院 事 務 長 

荒 木 利 見  教 育 長  兼 子 善 男 学校教育課長 

高 橋 利 昌  
学 校 教 育 課
指導推進室長  清 野   健

生 涯 学 習 
ス ポ ー ツ 
振 興 課 長 

片 桐 久 志  監 査 委 員  犬 飼 弘 一
農 業 委 員 会 
事 務 局 長 

○事務局職員出席者 

柏 倉 隆 夫  事 務 局 長  荒 木 信 行 局 長 補 佐 

渡 辺 秀 行  総 務 主 査    
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 平成２１年１２月第４回定例会 

   議事日程第３号         第４回定例会 

   平成２１年１２月１０日（木曜日）  午前９時３０分開議 

 

   再  開 

日程第 １ 議第８５号 物品の取得について 

日程第 ２ 議案説明 

日程第 ３ 質疑 

日程第 ４ 委員会付託  

散  会 

 

 

   本日の会議に付した事件 

 

   議事日程第３号に同じ 

 

 

 

再    開     午前９時３０分 

 

○髙橋勝文議長 おはようございます。 

  ただいまから、本会議を再開いたします。 

  本日の欠席通告議員はありません。 

  出席議員は定足数に達しておりますので、これより本日の会議を開きます。 

  ここで御報告申しあげます。 

  昨日、佐藤市長から、病気のため本日の本会議を欠席する旨の届け出がありましたので、御報告い

たします。 

  次に、本日以後の議事日程について、議会運営委員長の報告を求めます。伊藤議会運営委員長。 

    〔伊藤忠男議会運営委員長 登壇〕 

○伊藤忠男議会運営委員長 おはようございます。 

  本日の会議運営につきましては、昨日議会運営委員会を開催し、協議いたしましたので、その結果

について御報告申しあげます。 

  初めに、本日予定されておりました一般質問につきましては、市長が病気のため、当初休会として

おりました12月16日に行うこととし、本日は追加議案を上程することといたしました。 

  追加されます議案は、議第85号１件であります。 

  日程第１で追加議案を上程し、日程第２で議案説明、日程第３で質疑を行い、日程第４で委員会付

託を行います。 

  追加議案につきましては、最終日にその他の議案とあわせ、委員会審査の経過並びに結果報告を受

け、質疑、討論、採決と進めることといたしました。 



  以上、よろしくお取り計らいくださいますようお願い申しあげ、御報告といたします。 

○髙橋勝文議長 お諮りいたします。 

  本日以後の議事日程について、議会運営委員長の報告のとおり決定することに御異議ございません

か。 

   （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

  御異議なしと認めます。 

  よって、本日以後の議事日程については、議会運営委員長の報告のとおり決定いたしました。 

  本日の会議は、議事日程第３号によって進めてまいります。 
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 平成２１年１２月第４回定例会 

 第４回定例会日程（その２）                 平成２１年１２月４日（金）開会 

月    日 時   間 会           議 場   所

１２月１０日（木） 午前９時３０分 本 会 議
議案上程、同説明、質疑、委

員会付託 
議   場

総 務 分 科 会 付 託 案 件 審 査 第２会議室

厚生経済常任委員会

分 科 会
付 託 案 件 審 査 第４会議室

１２月１１日（金） 午前９時３０分 

建設文教常任委員会

分 科 会
付 託 案 件 審 査 議会図書室

１２月１２日（土） 休                 会 

１２月１３日（日） 休                 会 

総 務 分 科 会 付 託 案 件 審 査 第２会議室

厚生経済常任委員会

分 科 会
付 託 案 件 審 査 第４会議室

１２月１４日（月） 午前９時３０分 

建設文教常任委員会

分 科 会
付 託 案 件 審 査 議会図書室

１２月１５日（火） 休                 会 

１２月１６日（水） 午前９時３０分 本 会 議 一 般 質 問 議   場

午前９時３０分 予算特別委員会 付 託 案 件 審 査 議   場

１２月１７日（木） 予算特別委員会 

終 了 後 
本 会 議

議案・請願上程、委員長報

告、質疑・討論・採決、閉会 
議   場

 

 

議 案 上 程 

 

○髙橋勝文議長 日程第１、議第85号を議題といたします。 

 

議 案 説 明 

 

○髙橋勝文議長 日程第２、議案説明であります。 

  副市長から、提案理由の説明を求めます。那須副市長。 

   〔那須義行副市長 登壇〕 

○那須義行副市長 おはようございます。 

  市長がインフルエンザに罹患し、医師の指示により自宅療養しておりますので、かわって議第85

号物品の取得について御説明申しあげます。 

  寒河江市立小・中学校の校務用パーソナルコンピューター機器を取得しようとするものであり、

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により、提案するも

のでございます。 

  よろしく御審議の上、御可決くださるようお願い申しあげる次第であります。 

 



質      疑 

 

○髙橋勝文議長 日程第３、これより質疑に入ります。 

  議第85号に対する質疑はありませんか。 

   （「なし」と呼ぶ者あり） 

  これにて、質疑を終結いたします。 

 

委 員 会 付 託 

 

○髙橋勝文議長 日程第４、委員会付託であります。 

  このことにつきましては、配付しております委員会付託案件表のとおり所管の委員会に付託いた

します。 

 

 委員会付託案件表（その２） 

委 員 会 付 託 案 件 

建設文教常任委員会 議第８５号 

 

散    会   午前９時３６分 

 

○髙橋勝文議長  本日はこれにて散会いたします。 

  御苦労さまでございました。 
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 平成２１年１２月第４回定例会 

平成２１年１２月１６日（水曜日）第４回定例会 

 

○出席議員（１８名） 

   １番  髙  橋  勝  文  議員     ２番  沖  津  一  博  議員 

   ３番  石  山     忠  議員     ４番  辻     登 代 子  議員 

   ５番  工  藤  吉  雄  議員     ６番  杉  沼  孝  司  議員 

   ７番  國  井  輝  明  議員     ８番  木  村  寿 太 郎  議員 

   ９番  鴨  田  俊  廣  議員    １０番  佐  藤     毅  議員 

  １１番  松  田     孝  議員    １２番  石  川  忠  義  議員 

  １３番  新  宮  征  一  議員    １４番  伊  藤  忠  男  議員  

  １５番  佐  藤  暘  子  議員    １６番  川  越  孝  男  議員 

  １７番  那  須     稔  議員    １８番  鈴  木  賢  也  議員 

○欠席議員（なし） 

○説明のため出席した者の職氏名 

佐 藤 洋 樹  市 長  那 須 義 行 副 市 長 

渡 邉 滿 夫  教 育 委 員 長  片 桐 久 之
選挙管理委員会 
委 員 長 

芳 賀 靖 夫  農業委員会会長  今 野 要 一 総 務 課 長 

菅 野 英 行  総合政策課長  丹 野 敏 晴
総 合 政 策 課 
財 務 室 長 

奥 山 健 一  
総合政策課行財
政改革推進室長  大 沼 伸 一

総合政策課企業
立地推進室長 

熊 谷 英 昭  税 務 課 長  安 彦   浩 市民生活課長 

犬 飼 一 好  建 設 課 長  冨 澤 三 弥 建 設 課 
都市整備室長 

山 田 敏 彦  
花･緑･せせらぎ
推 進 課 長  真 木 繁 一 下水道課主幹 

尾 形 清 一  農 林 課 長  工 藤 恒 雄 商工観光課長 

秋 場   元  健康福祉課長  那 須 吉 雄 子育て支援室長 

有 川 洋 一  
会 計 管 理 者
（兼）会計課長  那 須 勝 一 水道事業所長 

櫻 井 幸 夫  病 院 事 務 長  荒 木 利 見 教 育 長 

兼 子 善 男  学校教育課長  高 橋 利 昌
学 校 教 育 課 
指導推進室長 

清 野   健  
生 涯 学 習
ス ポ ー ツ
振 興 課 長

 片 桐 久 志 監 査 委 員 

犬 飼 弘 一  
農 業 委 員 会
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○事務局職員出席者 
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 平成２１年１２月第４回定例会 

   議事日程第４号         第４回定例会 

   平成２１年１２月１６日（水曜日）  午前９時３０分開議 

 

   再  開 

日程第 １ 一般質問 

   散  会 

 

 

   本日の会議に付した事件 

 

   議事日程第４号に同じ 

 

 

 

再    開     午前９時３０分 

 

○髙橋勝文議長 おはようございます。 

  ただいまから、本会議を再開いたします。 

  本日の欠席通告議員はありません。 

  出席議員は定足数に達しておりますので、これより本日の会議を開きます。 

  本日の会議は議事日程第４号によって進めて

まいります。 

 

一 般 質 問 

 

○髙橋勝文議長 日程第１、12月８日に引き続き、一般質問を行います。 

 

 

 一般質問通告書 

 平成２１年１２月１６日（水）                      （第４回定例会） 

番号 質 問 事 項 要          旨 質  問  者 答 弁 者

１２ 

 

 

 

 

 

中学校給食につい

て 

 

 

 

 

①中学校給食に対する市長のビジョンを

伺いたい 

②教育委員会は「寒河江市教育振興計

画」の中間見直しで、中学校給食をど

う位置づけるのか 

③中学校給食検討委員会の答申を受けて

１５番 

佐 藤 暘 子 

 

 

 

 

市 長

 

教育委員長

 

 

 



 

 

 

 

 

１３ 

 

 

 

 

 

 

国民健康保険につ

いて 

教育委員会はどのような検討をしてい

るのか 

④検討の進捗状況や今後の見通しなどを

市報などを通して市民に知らせるべき

でないか 

①国民健康保険のあり方と加入者の現状

について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長

 

  ②払える国保税にするため国の負担割合

をふやすよう求めることについて 

③寒河江市国民健康保険条例第27条及び

国民健康保険法第44条を実効あるもの

に整備することについて 

④子ども・障害者・病気の人がいる世帯

への資格証明書の発行について 

  

１４ 

 

 

１５ 

バス路線のない地

域の交通対策につ

いて 

住宅用防災警報器

の設置義務化の対

応について 

①交通弱者の把握について 

②デマンドバス運行について 

 

①平成23年５月末期限に向けて、本市の

設置率の現況と今後の対策について 

②非課税・低所得・障害者世帯への警報

器設置の支援について 

８番 

木 村 寿太郎 

市 長

 

 

市 長

１６ 

 

 

 

 

 

１７ 

 

１８ 

雇用対策について

 

 

 

 

 

公共事業の見直し

について 

農業振興について

①来春卒業予定の高校生の就職環境が深

刻化。学校、企業の実態を把握し支援

の検討を 

②緊急雇用対策事業の成果と今後の取り

組みについて 

③企業誘致の見通しについて 

最上川緑地公園の整備計画のあり方につ

いて 

農用地利用改善組合の是非について 

１１番 

松 田   孝 

市 長

 

 

 

 

 

市 長

 

農業委員会

会 長

１９ 

 

 

 

２０ 

市民に見える形で

の市政運営につい

て 

 

教育政策について

 

①適正な事業選択をする上での実施計画

の改善点 

②市議会のインターネット配信の導入に

ついて 

①憲法92条、地方自治の基本原則である

地方自治の本旨について市教委の見解

１６番 

川 越 孝 男 

市 長

 

 

 

教育委員長



について 

②義務教育や生涯教育の中で市議会の役

割についてどのようになされているの

か 

２１ 

 

２２ 

協働のまちづくり

について 

過小規模校の適正

規模化について 

自治の担い手の育成について 

 

田代・幸生小学校の今後のあり方につい

ての見解は 

３番 

石 山   忠 

市 長

 

教育委員長
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 平成２１年１２月第４回定例会 

    佐藤暘子議員の質問 

 

○髙橋勝文議長 通告番号12番、13番について、15番佐藤暘子議員。 

   〔１５番 佐藤暘子議員議員 登壇〕 

○佐藤暘子議員 おはようございます。 

  佐藤市長におかれましては、インフルエンザに罹患されたということですけれども、大したこと

なく回復されたようで本当によかったと思います。 

私の方は、日程が変更になりまして空白期間がありましたので、ちょっと緊張感がなくなったよ

うであります。緊張を高めながら、質問をしてまいりたいと思いますので、よろしくお願いいたし

ます。 

私は、日本共産党を代表し、市民の切実な声の代弁者として、通告した質問項目について、市長

並びに教育委員長にお尋ねをいたします。 

市長並びに教育委員長の誠意ある答弁をお願いいたします。 

初めに、中学校給食について市長にお尋ねいたします。 

佐藤洋樹市長が、中学校給食の実施を公約に掲げて当選され、市長になられてから１年を迎えよ

うとしています。長年中学校給食の実施を待ち望んでいた多くの市民は、今度こそ中学校給食が実

施されると喜びとともに、一日も早い実施を心待ちにしています。 

教育委員会は、平成７年に出された給食検討委員会の「中学校給食は必要としない」の答弁を盾

に、給食実施を拒んできましたが、市長の選挙公約を重く受けとめるとして、中学校給食の実施に

向けた検討を検討委員会に要請しました。 

11月20日の全員協議会で、市長が説明されましたように、検討委員会の答申を受けて、教育委員

会では、どのような方式にするかを鋭意検討中とのことでした。市長は、市民の強い願いである

「中学校給食を実施する」と公約されましたが、市長自身が考えておられる中学校給食のビジョン

とはどのようなものか伺います。 

次に、教育委員長に伺います。 

教育委員会が寒河江市の教育の指針として策定している「寒河江市教育振興計画」の中で、食育

について、食は知育、徳育、体育の基礎となるもので、豊かな人間性のもととなるものですと述べ、

家庭、学校、地域が連携した食育を推進していくことの重要性をうたっています。 

さらに、「食育の推進と学校給食」の項において、中学校給食に対する考え方として、「中学生の

時期は、心身の発達が著しく、自分を取り巻く人間関係などを多感にとらえる重要な時期でもあり、

家族とのかかわり、自身の自立、役割の認識など、中学生期に会得してほしい基礎的な生きる力を

学び、それを実践できる年齢です。これらの体験、経験の場を与えられるのは家庭であり、家族で

あり、愛情やぬくもりを感じ、その中で実践されることが望ましい姿です」と、中学生にとっては、

家庭の役割こそ大切と、家庭への大きな責任を負わせる記述となっています。 

その上で、給食については、「小学校が自校調理方式の完全給食、中学校では、これまでと同様

ミルク給食を実施していきます」と学校給食についての考え方を述べています。 

しかし、市長の公約を尊重し、給食実施に踏み込んだことで、中学校給食に関しては考え方の転



換、見直しをせざるを得なかったと思われます。 

中間見直しを進めてきた「寒河江市教育振興計画」の中で、中学校給食をどのように位置づけ、

食育の一環としての中学校給食をどのように実施していく考えか伺います。 

次に、中学校給食検討委員会の答申を受けて、教育委員会はどのような検討をしているのか伺い

ます。 

12月８日の一般質問で、杉沼孝司議員が、中学校給食実施に向けてどのような検討がなされてき

たのかについて質問され、教育委員会からは丁寧な答弁がありましたので、私はなるべく重複を避

ける質問をしてまいりたいと思います。 

教育委員会は、給食検討委員会の答申を得て、12月中には方策の方向性を固め、１月中に決定を

すると答弁されましたが、方向性を固める上で、何を重視した検討を進めておられるのか伺います。 

次に、中学校給食に関する検討の進捗状況や今後の見通しを市民に知らせることについて伺いま

す。 

私は、中学校給食の実施を待ち望んでいる市民の方々から、「給食いつからするんだ、今何して

いるんだ」とよく聞かれます。心待ちにしている人たちは、検討の経過や見直しがわからないまま

不安を募らせています。 

これまでの経過や検討の内容、今後の見直しなどについて、市報やホームページなど、市民が入

手しやすい方法で知らせる必要があると思いますが、考えを伺います。 

次に、国民健康保険について、市長の見解を伺います。 

国民健康保険は、昭和34年、現行の保険法が制定されて以来、国民皆保険の根幹をなすものとし

て、我が国の医療保険制度の中心的役割を担ってきました。 

国民健康保険加入者のほとんどが中小の自営業者や農業者などの被用者を持たない人たちで、こ

れらの人たちの医療や健康保持に大きな役割を果たしてきました。 

しかし、今、国民健康保険、以後、国保と省略させていただきます、のあり方が大きく問われる

事態になっています。加入者には、高齢者、退職後の加入者の増加、非正規労働者やパート、失業

者など、所得のない人、あるいは低所得者層がふえており、全国的な調査では、国保加入者の９割

が300万円以下の低所得世帯であり、その中で所得ゼロの世帯が33.7％を占めているといった結果

が出ています。 

国保の制度上、保険給付費は、加入者の納める国保税と国からの負担金、県や各自治体からの負

担金や繰出金などで賄わなければなりません。 

現在、どこの自治体でも保険税の収納率低下、医療費の増嵩で、いかにして保険給付費を賄うか

頭を痛めています。やむを得ず保険税を値上げし、その結果、収納率が低下するといった悪循環を

繰り返しています。 

寒河江市でも、平成20年度に国保税の値上げを行いました。その結果、平成20年度決算時の国保

税収納率は76.6％と、前年度に比べ3.5ポイント低下しています。いつ回復するのか見通しの立た

ない不況の中で、市民生活の実態は極限状態を強いられている人がたくさんいるものと思われます。 

市民の方たちの一致した意見は、国保税が高い、負担が重過ぎるという声です。本来税の考え方

について、日本国憲法は、税は負担能力に応じて払うものとする応能原則を要請しています。市民

の生活実態に照らして、負担能力に応じた課税、徴収になっているのかどうか伺います。 



さらに、国民健康保険制度のあり方について伺います。 

国民健康保険制度は、事業主が保険料の半額を負担する被用者保険とは違い、所得や資産、世帯

に対する平等割、加入者に対する均等割などで計算され、全額加入者が負担することとなり、所得

がゼロであっても課税される大変負担の重い税制度です。 

国はこの間、国庫負担割合を45％から38.5％に引き下げるなど、国の責任を地方自治体と加入者

に負わせる財政的な締めつけをしながら、保険税を滞納した加入者には、制裁措置として保険証を

取り上げることを義務づけたり、収納率の悪いところには国からの調整交付金を減らすことや、収

納率を上げるための計画書提出を義務づけるなど、地方への負担と義務の押しつけをしてきました。 

さらに、高齢者の医療費が国保財政を圧迫しているとして、平成20年度より75歳以上の高齢者を

別枠にして、後期高齢者医療制度を国民の反対を押し切って発足させました。 

しかし、この制度発足後も見直しや制度廃止の声が後を絶たず、現政権は廃止を約束しましたが、

実施されず先送りにされています。 

政府与党は、この制度を新しい枠組みの制度に見直すと言っていますが、それまでの間にも２年

ごとに保険料の見直しが行われ、保険料滞納者には医療証の発行をしないなどの制裁措置をやめる

とは言っておりません。 

市長は、国民健康保険の現在のあり方について、どのような考えをお持ちか伺います。 

このような国保の状況をかんがみ、加入者の税負担をなるべく低く抑えるために、国からの負担

割合をもとに戻すよう求めていくべきではないかと思いますが、見解を伺います。 

さらに、国へ負担の増額を求めるとともに、寒河江市独自でできることは積極的に取り入れてい

くべきと思います。例を見ない不況のもと、倒産や失業などで収入の道を断たれた人にとって、前

年度の所得に課税される国保税は、大変な負担になると思います。 

このような人たちが未納者になることを防ぐためにも、寒河江市国民健康保険税条例第27条の減

免の規定を実効あるものにしていく必要があると思います。 

この条例第27条には、「市長において必要があると認める者に対して減免することができる」と

あります。その一つに、当該年度において所得が皆無となったため、生活が著しく困難になった者、

または、これに準ずると認められる者とあります。二つには、その他特別の理由のある者とありま

すが、その項の条文の内容を整備し、実効あるものにすべきと思います。 

さらに、国民健康保険規則第36条にうたわれている医療費の一部負担金の減免、免除及び徴収猶

予の条文も整備をし、ぜひ実効あるものにすべきと思いますが、市長の考えを伺います。 

次に、国保税を１年以上滞納している世帯で、子どもや障害者、病気の人がいる世帯へも資格証

明書が発行されているのかどうかについて伺います。 

常に、医療を必要としている世帯には、資格証明書の発行をせず、必要な医療が受けられるよう

配慮すべきと思いますが、どのような対応がされているのかお伺いをいたします。 

以上で第１問といたします。 
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 平成２１年１２月第４回定例会 

○髙橋勝文議長 佐藤市長。 

   〔佐藤洋樹市長 登壇〕 

○佐藤洋樹市長 質問にお答えする前に、今般、私ごとによりまして、市議会運営に関して議長初め、

議員各位に大変な御迷惑をおかけいたしましたこと、心からおわび申しあげる次第であります。 

  それでは、佐藤議員の御質問にお答えしたいと思います。 

まず、中学校の給食に関しての私の考え、ビジョンはどうかということでございます。もちろん

中学校の中学生に対する給食でありますので、まず第１には、あしたの寒河江を担う中学生の豊か

な心と、そして体をはぐくむためのものでなければならない、そういうふうに思っているところで

あります。 

望ましい食習慣を会得して、そして、たくましく成長していく、そのために必要な栄養のバラン

スを確保して、また、伝統的な食文化を学んだり、継承し、生産者への感謝の心など養うなど、給

食を通しての食育が重要であるというふうに私は思っています。 

また、それに関連をして、地産地消ということを重きに置いた給食であってほしいなというふう

に思っているところであります。給食に必要な食材を地元の農家の方が生産する、そして、地域の

農業の振興に結びつけていくと。あわせて地域であしたを担う子どもを育てていくという意識が高

まっていくというふうになればいいなと思っているところであります。 

また、子どもたちは、自分の進むべき道などを考える、大事な、大変重要な時期であろうという

ふうに思いますので、子どもたちにとっても、寒河江市の基幹産業である農業というものを見詰め

直して理解し、誇りに思う気持ちを涵養することができるのではないかというふうに考えていると

ころであります。 

それから、大きい二つ目としては、やはり子育て支援ということがあろうかと思います。少子化

時代、高齢化時代であります。いかに産み育てやすい環境をつくっていくかということも大変大事

だろうというふうに思っています。 

そういった観点から、さまざまな生活の場面において子育ての負担軽減を図っていくということ

が求められるということであろうかというふうに思っているところであります。 

いずれにしても、さまざまな思い、願いを込めて中学校給食でありますので、ぜひ早期の実現に

向け努力をしていかなければならないというふうに思っているところであります。 

次に、国民健康保険に関する御質問を何点かいただきましたので、順次お答えを申しあげたいと

いうふうに思います。 

最初に、寒河江市の国民健康保険税が市民の生活実態に照らして負担能力に応じた課税徴収にな

っているのかという御質問でありましたけれども、まず、寒河江市の国保加入者の現状であります

が、およそ１万1,000人であります。5,800世帯が加入しているわけであります。市全体の25％、世

帯数で言えば44％が加入者という状況でありまして、国民健康保険は、市民の医療と健康に大きく

貢献している制度でございます。 

国民健康保険税については、昨年度創設されました後期高齢者医療制度の導入などもあって、税

率等について見直しを行ったところでありますが、所得区分に応じた軽減制度というのがございま

す。軽減対象世帯は寒河江市の場合、国保加入世帯の42％というのが状況でございます。 



保険税負担という面では大変厳しい状況にあるというふうに言われているわけでありますが、加

入世帯の約４割に当たる世帯が所得水準に応じた軽減措置を受けている状況でございます。 

また、国保税は、いざというときに備える相互扶助に基づく保険料でもあるわけであります。前

年度の申告所得に応じた必要な負担をお願いしているということでありますので、その辺は御理解

をいただきたいというふうに思っているところであります。 

なお、平成20年度の決算時の国保税収納率に言及させていただきますと、滞納繰越分を含めた全

体の収納率は、お話のように76.6％でございましたけれども、税収の主体となります現年度分につ

いては92.3％でございまして、県平均を上回っている状況にあるわけであります。 

また、国保制度に対してどういうふうに考えているのかということでございますけれども、国保

は制度創設以来、我が国の国民皆保険制度の中核として、国民の医療確保と健康の保持増進に大き

く貢献をしてきた制度でございます。 

社会の変化や医療技術の発展とともに、幾多の制度の改善を経て今日に至っているわけでありま

す。世界に誇る医療制度であるというふうに認識しているところであります。 

次に、加入者の税負担を低く抑えるためにも、国の負担割合をもとに戻すよう求めるべきではな

いかというような御指摘であります。 

寒河江市の国保特別会計の歳入総額に占める保険税の割合は25％強となっているわけであります。

国保税負担をより軽減していくためには、国の負担割合をふやしてもらうということも一つの方法

でありますが、国保制度が抱える脆弱な財政基盤という構造の問題は、医療費の増嵩や少子高齢化

の中で、これから一層深刻さを増していくということから、医療保険制度の一本化を早期に実現し

ていくこと、あるいは県単位での運営など、より広域な医療保険制度の構築が必要ではないかとい

うふうに考えているところであります。 

このことにつきましては、高額医療費共同事業や保険基盤安定制度、財政支援安定化支援事業な

どの国保財政基盤強化策の継続実施と一層の拡充強化を含めまして、全国市長会及び国保協議会等

において、国に対して強く要望しているところでございます。 

次に、国民健康保険税条例第27条の減免規定、さらには、国民健康保険法第44条の規定による一

部負担金の減免等について、実効あるものにすべきではないかという御指摘であります。 

国保税につきましては、前年度所得により対象世帯ごとに軽減措置が講じられているわけであり

ますけれども、市の条例第27条の減免の適用につきましては、当該年において所得が皆無となった

ため、生活が著しく困難になった者、または、これに準ずると認められる者、その他特別の理由の

ある者と規定しているわけであります。 

これは一たん発生した納税義務を免除し、または、納付税額を減免することで、その運用に当た

っては、他の市税と同様に天災、貧困など、特別の事情によって、担税能力が真に薄弱なる者につ

いてのみ適用されるものとされているところであります。 

このため、減免申請があった場合は、その申請理由や家族構成、あるいは資産状況等の実態を調

査した上で、納税相談も含めながら適切に判断すべきものと考えているところであります。 

なお、佐藤議員御心配の件でありますけれども、政府においては、解雇等による非自発的失業者

の国保税の算定について、失業時からその翌年度末までの間、前年所得の給与所得を100分の30と

する軽減措置を平成22年度に創設するというふうなことにしているところであります。我々として



も今後適切に対応していく必要があるというふうに認識しているところであります。 

次に、一部負担金の減免についても御質問がありましたので、お答えさせていただきますけれど

も、国民健康保険法第44条に、特別の理由がある被保険者で一部負担金を支払うことが困難である

と認められる者に対する減免等の措置をとることができると規定しているわけでありますけれども、

現在まで一部負担金の減免申請はないわけでございます。 

申請がなされた場合には、法の趣旨に沿いながら、個々のケースに応じて具体的かつ詳細に調査

し、審査をして総合的に判断すべきものと考えております。 

なお、何らかの運用方針が必要というふうには思っているところでありまして、国においては、

平成22年度中には一定の基準を示すという予定になっているところであります。国の動向を注視し

ていきたいというふうに考えているところであります。 

最後に、被保険者資格証明書について御質問がございました。被保険者資格証明書については、

特別の事由がないにもかかわらず、国保税を１年間以上滞納し、納税相談や納税指導にも応じない

など、誠意のない者に対して被保険者証にかえて交付するものであります。 

しかしながら、御指摘のように、滞納世帯の中学校以下の子ども、あるいは障害者の方、病気の

方がいる世帯に対しましては、資格証明書の発行はしておりません。医療が受けられないことのな

いよう対応しているところでございます。 

資格証明書の交付につきましては、年２回副市長を委員長とした関係課職員による国民健康保険

税滞納措置審査委員会を開催をいたしまして、法令等の趣旨に沿って適切な対応をしているところ

であります。 

以上であります。 
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 平成２１年１２月第４回定例会 

○髙橋勝文議長 渡邉教育委員長。 

   〔渡邉滿夫教育委員長 登壇〕 

○渡邉滿夫教育委員長 おはようございます。 

初めに、中間見直しを進めております「寒河江市教育振興計画」の中で、中学校給食をどう位置

づけ、食育の一環として中学校給食をどのように実施していくかということについてお答えを申し

あげます。 

教育振興計画の見直しにつきましては、教育振興計画検討委員会に諮問を申しあげまして、現在、

検討委員の方々からお話し合いをいただいているところであります。 

まだ、答申をいただいておらないところでございますけれども、中学校給食につきましては、審

議の中でおおむね意見の一致を見ているところであります。それによればということで申しあげた

いと思いますが、食育は年齢に応じて取り組むべき課題であり、家庭を初め地域や学校など、さま

ざまな人たちとのかかわりの中で望ましい食習慣を身につけながら、それを豊かに実践していくこ

とが大切であります。 

これまでも言及されておりますが、食育の原点は家庭であり、食が子どもたちの心身の健康を培

うものであることについて認識を共有することが大切であるとされております。 

子どもたちが食の大切さを認識し、実践する力を自然に身につけるには、それぞれの家庭での食

育推進が不可欠であります。乳児期や小学生の時期は、食に対する基本的な知識や望ましい食習慣

を学ぶこと、中学生の時期はその学んだ食の基本的な知識、食習慣をもとにみずからの実践を通し

て食育を推進する能力を高めていることが大切というふうに考えられます。 

学校は、家庭における食育と連携し、その充実を図るという重要な役割を担っております。また、

核家族化の進展、共働きの増加など、児童生徒を取り巻く生活様式や社会環境の変化、外食や調理

済み食品の利用の増加などの食品流通の変化などを背景として、食生活のありようも大きく変化し

ております。 

近年、朝食を食べない児童生徒の数が学年が上がるにつれてふえてきており、学校における学習

への影響なども懸念されているところであります。このことから、心身ともに成長期にある中学生

に栄養のバランスのとれた食事を提供すること、食事の重要性、食事の喜び、楽しさを理解するこ

と、心身の成長や健康保持増進の上で望ましい栄養や食事のとり方を理解し、みずから管理する能

力を身につけること、地域の食の生産、地域の食文化や食の多様性を体験させることなど、このた

めに中学校での発達段階に応じた食育の充実を図るため、学校給食を実施するとしているものであ

ります。 

以上が、中学校の給食についての現在といいますか、もう最終段階に入っておりますけれども、

教育振興計画の考えであります。教育委員会といたしましては、これを尊重し、この考えに沿って

推進してまいりたいというふうに考えております。 

次に、中学校給食検討専門委員会の答申を受けて、教育委員会はどのような検討をしているのか、

方向性を固める上で何を重視した検討を進めておられるのかについてお答えを申しあげます。 

中学校給食の実施方式を検討するに当たりましては、安全・安心な給食、そして、おいしい給食

を大前提に考えております。このことは、当然のことではありますけれども、極めて重要かつ最も



大事なことというふうに認識いたしております。 

あわせて、先日杉沼議員の一般質問でもお答えしているところでありますが、中学校給食検討専

門委員会からいただいた報告の主食、御飯、またはパンのことを言いますけれども、主食、おかず、

牛乳を提供する完全給食であること、三つの中学校とも同じ方式で実施することを基本にいたしま

して、ただいまの教育振興計画検討委員会の意見を尊重しながら、効率的な運営を図る観点、財政

面、準備に要する期間などを勘案して、子どもたちによりよい給食をいかに提供していくかという

ことで検討いたしているところであります。 

次に、中学校給食に関する検討状況等を市民に知らせることについてお答えを申しあげます。 

このことにつきましては、現段階までの検討状況を市報に掲載してお知らせいたします。 

以上であります。 
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 平成２１年１２月第４回定例会 

○髙橋勝文議長 佐藤議員。 

○佐藤暘子議員 ちょっと質問順序がばらばらになるかもしれませんけれども、その点御容赦をいた

だきたいと思います。 

  最初に、中学校給食について質問をさせていただきたいと思います。 

  今、給食の中間見直しのこととか、また、何を重視した検討を進めているのかというようなこと

についてお答えをいただきました。 

  その中で、食育について非常に重視した考えをしていると。家庭や地域、学校などの連携を図り

ながら、そして、安全で安心、おいしい給食をやっていくという答えがありましたけれども、市長

のビジョンの中には、食文化、あるいは生産者への感謝を育てる心、そして、地産地消、そういう

ものを非常に重視した考え方を述べていらっしゃいます。そういうことを勘案すれば、教育委員会

の方でもそういう地産地消、それから食育ということに関して、その点ではどうなのかということ

をお尋ねをしたいと思います。 

  給食検討委員会の報告の中にも、方式として三つの点を上げていますね。その中で、その三つの

中で検討してほしいというようなことがあったわけですけれども、その中には、自校調理方式、そ

れからセンター方式、それからもう一つ、民設民営方式ですか、その三つがあったわけですけれど

も、その中で、市長の考えておられるような地元でとれた新鮮な食材、そういうものも生かし、そ

してまた、地産地消、そういうものを地域の産業の振興にも結びつけたい。そしてまた、子どもた

ちへも地域のそういう産業に対する誇りを育てたい、そういうさまざまな市長の思いがあるわけで

すけれども、そういうものをこの中学校給食の方式の中に生かすということが非常に大事になって

くるのではないかというふうに思うわけですけれども、その点についてどのように考えていらっし

ゃるのかお尋ねをしたいというふうに思います。 

  それから、この検討結果を市報に報告をさせていただくということについては、非常にこれはよ

かったなというふうに思っております。 

あと、市長にお尋ねをしますけれども、市長は、非常に理想的な給食、子どもたちの食育に対す

る考え方、そして、地元にも、地元の振興にもつながるような地産地消、そういうものも考えてい

らっしゃる、私も同感であります。 

それをするには、完全な給食といいますか、そういうきちっとした子どもたちの将来に対しても

責任の持てるような給食にするためには、ある程度の時間を要するということもあると思います。 

市長は、２年の間に給食を実施するというふうな公約を掲げていらっしゃいますけれども、２年

という期間の範囲ですね、平成22年のその年の間ということなのか、それとも、平成22年度という

年度なのか、それとも、完全なものといいますか、子どもたちに本当にいい給食をするには、少し

期間が延びてもそれはしようがないのではないかというような考えをお持ちなのかどうか、その点

お伺いをしたいと思います。 

それから、国保税についてなんですけれども、担税力に合った課税徴収の仕方になっているとい

うふうにおっしゃいましたけれども、この間の私たちの暮らしを見てみますと、非常に収入は伸び

ていないんです。かえって減っているんですけれども、これまでの経過を見てみますと、私たちに

とっては大変厳しい、定率減税の廃止ですとか、または、特別控除の廃止、あるいは老齢者控除の



廃止、そして、今度は公的年金の控除率が減らされたというようなこととか、住民税に対する老齢

者の非課税措置が廃止されたとか、住民税が今度一律10％になったというようなことがありまして、

非常に控除が少なくなって、所得はふえないのに所得の課税額といいますか、基礎的な課税額がふ

えているというような状況の中で、課税されるものが非常に大きくなっているわけですね。 

そういうことから見ますと、やっぱり住民の生活というのは非常に厳しいものになっているとい

うふうに思います。生活実態を直視するということが非常に大事なことだと思いますけれども、こ

ういう一人ひとりのことを調査するわけにはいかないと思いますけれども、これくらいの所得の家

庭であれば、どんな可処分所得といいますか、税引きした後でどれくらい自分たちの生活に回せる

のかということも、やっぱり調べる必要があるのではないかなと私は思っております。 

私ごとなんですけれども、私は夫と２人家族なんですが、扶養控除がないということもあります

けれども、私の家の国保税、それは医療分と後期の支援分とを含めたものなんですけれども、これ

が所得割の課税基準額、これに対して国保税の占める割合が11％近くになっています。ですから、

これは大きな負担に感じるんですね。そのほかにも、介護保険とか市町村民税、また固定資産税な

ど、いろいろな税が賦課されるわけですので、このことについては非常に市民の間では負担感が重

いというふうに思っております。 

ですから、一度市民の生活レベル、どれくらいのものなのか、税負担がどれくらい生活を圧迫し

ているのか、生活費にまで食い込んでいるのではないかという、そういう実態を調査すべきではな

いかと私は思いますが、その考えについてお尋ねをしたいと思います。 

それから、国の負担をふやすべきではないかということにつきましては、国保のそのもののあり

方が今問われているということで、県単位で一本化するというようなことも、国の方では考えてい

るようだということがあったわけでありますが、そのことに対しても非常に不公平感が出てくると

いうようなことも私は感じているところです。 

といいますのは、合併をしまして、これまで保険税が非常に低かった町とか村、それと、市の段

階で合併をすれば、やっぱり高い方に保険税なんかが合わされてしまうということがあるわけです。

ですから、県を一本にするということは、そういう弊害も出てくるのではないかという心配を私は

しております。 

ですから、これからの推移を見なければわからないことだというふうには思いますけれども、や

っぱり国に対して負担割合をもっとふやしてくれというような要望をしていくことは大事なことで

はないかというふうに思っております。 

私、今国保新聞を見せてもらっておりますけれども、全国の市町村長会の中なんかでも、やっぱ

り国の負担を求める、そういう意見も出されているようであります。ぜひそういうところもお願い

したいなというふうに思います。そして、寒河江市でできることについては寒河江市がやるべきで

はないかということで、国保税の第27条、これを実効あるものにすべきと思いますけれども、この

第27条に対して申請をして、それが該当された方がいるのかどうかなんですね。 

これ条例としてはあるんですけれども、全く該当しないといいますか、これに該当するには非常

にさまざまな制限があるわけですね。一緒に住んでいる人の中で国保加入者でない、他保に加入し

ている人がいるとしても、その人が担税力があるのではないか、負担はできるのではないかという

ようなことですとか、あるいは、世帯主が自分の葬式代として幾らかでも足しにしたいということ



で貯金をしていたと。そういうふうな貯金、いささかの貯金ですね、そういうことも排除されると

いうようなことですとか、非常に該当になる人がいないという厳しい条件があると思うんです。 

ですから、それに対しては、他保加入者の担税力は見ないとか、あと、幾らぐらいまでだったら

預金も認めますというような、少しそういう緩和策をとらないと、これは該当になる人がいないと

いうふうに思うんですが、その辺について市長の考え方をお伺いいたします。 
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 平成２１年１２月第４回定例会 

○髙橋勝文議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 何点かお尋ねでありますけれども、順次お答えをしたいと思います。 

まず、中学校の給食に関して、御案内のとおり、私はマニフェストというんですか、公約の中で

２年以内に実現をするという公約を掲げておったわけであります。 

この２年以内というのはどういうことかというと、現在、教育委員会の方でその方式について御

検討いただいているわけです。その方式の決定までにも時間がかかる。それから、方式を決定した

後、場合によっては施設整備というものも当然出てくるであろうし、改修なども出てくるケースも

方式によってはいろいろあるわけです。そういった想定される期間を考えれば、少なくとも２年は

かかっていくんだろうというようなことで、公約の中で２年以内の実現を目指すということで掲げ

させていただいたところであります。 

その２年についてどうかと、絶対２年なのか、少し弾力性があるのかというふうな御質問だろう

かと思いますけれども、現時点では、その方式というものは、今検討していただいている段階であ

りますので、公約の実現に向かって最善の努力をしていくという考えで今のところはおりますので、

御理解を賜りたいというふうに思います。 

それから、国保に関してでありますけれども、もう少し生活実態を直視してみたらいいんでない

かと。知らないんでないかというような御指摘だというふうに思いますけれども、できる限りいろ

いろなそういうケースの方々の実態というものをできる限り調査するなり、お聞きするなりという

ことで、そういう実態に即応した制度のあり方というものも、やっぱりいろいろな機会をとらえて

検討していかなければならないというふうに思っているところであります。 

また、国保全体の制度のあり方についても、やはり財政基盤というものを将来的に確かなものに

していくというためにはどうあるべきかということで、県一本で統一をしたりということも市長会

を通じて要望させていただいているわけでありますので、そういった中で、国の負担というものも

どうあるべきかということが、今いろいろな段階で議論になろうかと思いますので、国もこういう

財政状況、大変な状況でありますから、なかなか実現というものは果たしてどうなのかという問題

もあろうかと思いますけれども、そういった財政基盤の確立、確固たる財政基盤をどう確立してい

くかということの中で議論をしていくべき課題であろうというふうに思っているところであります。 

それから、条例の第27条の具体的なケースについては、担当課長の方から御報告させていただき

たいと思いますので、よろしくお願い申しあげます。 
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 平成２１年１２月第４回定例会 

○髙橋勝文議長 渡邉教育委員長。 

○渡邉滿夫教育委員長 お答えをいたしたいと思います。 

私の答えでは、食育を中心にというようなことから、地域における食の生産、食文化や食の多様

性ということで、一くくりにしてしまいましたけれども、当然に検討委員会でもお尋ねありました

地産地消については、いろいろお話し合いをさせていただいているところでありまして、また、私

どももこの検討を進めるに当たって、当初から、市長の方からはこの地産地消についてもというふ

うな検討要請があるところでございます。 

そういうことから、私どもとしましては、議員がお尋ねの実施方式の検討に当たりまして、自校

調理、親子調理、センター、民設民営、あるいは弁当等の併用とか、いろいろな方式を検討してい

るわけでありますけれども、当然のことながら、ただいまの地域における食育の、特に地域におけ

る農業、その中での生産、あるいは地産地消というような要素も当然に大事にして、検討事項の重

要な要素として入れ込んで検討しているところであります。 

さきの杉沼議員の質問の中でも、この実施方式をめぐりましていろいろお答えさせていただいた

わけですけれども、当初、私も就任した時点では、やっぱりこの方式はなかなか難しいなと思って

いたところですけれども、この検討になりますと、なおさらのこと容易ではないというようなこと

がわかってきておったところでございまして、財政面やら、ただ、やるからにはよりよいものとい

うふうなこともありますし、また、できるだけ早くということもあります。議員お尋ねのような地

産地消、あるいは食育の観点からも十分に取り入れまして、実施方式についても早急に結論を得る

よう努めてまいりたいというふうに思っております。 

以上であります。 

○髙橋勝文議長 税務課長。 

○熊谷英昭税務課長 国保税の減免の件について、私の方からお答え申しあげます。 

国保税の減免については、前年度の所得に比べて著しく当該年度の収入が減った場合に適用する

ようになってございますけれども、その所得の減ずる割合ですけれども、３分の１以下になった場

合は、所得割額を10分の７に３割減額すると。２分の１以下になった場合は、所得割を半分にする

と。３分の２以下になった場合は、10分の３、いわゆる７割を減ずるという制度になってございま

すけれども、平成18年度を最後にこの種の減免申請は出ておりません。 

ただ、先ほど議員の質問の中にありますけれども、担税力を調査して賦課をすると同時に、減免

する場合も、担税力の調査は重要な要素になってくるんではないかということで思っておりますけ

れども、今、申しあげましたとおり、前年度所得に対して何割減という制度でありますので、一定

以上の所得がある人も減った場合にはこの制度を活用できるという制度になってございますので、

預貯金等の資産状況等も含めて、ある程度その世帯の担税力と、いわゆる納税する力を見きわめた

上で制度活用、運用することが重要な要素になってくるということで、この種の調査内容について

も、そういう預貯金、資産、世帯としての状況等を十分に調査するようになってございますので、

今後もそれらを踏まえて制度活用をしていきたいというふうに思っております。以上です。 
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 平成２１年１２月第４回定例会 

○髙橋勝文議長 佐藤議員。 

○佐藤暘子議員 給食については、今の教育委員長のお答えのように、やっぱり子どもたちにとって

本当にいい給食にするためには、１月中にはもう結果を出さなければいけないということなんです

けれども、地産地消も踏まえ、そして、子どもたちの食育を充実させるような、将来に悔いを残さ

ないような、給食をぜひ実施してほしいというふうに思っております。 

  それから、今の第27条の件についてですけれども、今税務課長からも答弁ありましたけれども、

本当に困っている方、例えばリストラをされて全く所得がなくなったというような方ですとか、あ

るいはまた倒産をした方とか、そういう方が今たくさんいらっしゃるわけですね。 

  ですけれども、今のこの第27条の該当するかどうかの規定を見ますと、もう全く該当する人がい

ないという感じですね。家族内の担税力も見る、資産も見る、預金も見るというようなことであれ

ば、これはもう該当する人がほとんどいないということだと思います。 

  ですから、第27条という条項はあっても、これはもう全く使い物にならないということだという

ふうに思うんです。せっかくこれ減免規定として設けているのであれば、本当に困っている人たち

が救われるような、そういう減免の条項にすべきだというふうに思います。 

  それから、先ほどの市長の答弁の中では、国保法の第44条の中にある医療費の減額や免除や延納

の制度なんですけれども、これも平成18年度のうちでは申請する人が…… 

○髙橋勝文議長 残り３分です。 

○佐藤暘子議員 いなかったということですけれども、これもやっぱり知っている人がいないという

ふうに思うんです。そもそも知っている人がいないと。ですから、ほかの市町村のホームページな

んかを見ますと、こういう減免の制度がありますよとか、そういうものをお知らせしているわけで

す。ですから、本当に市民の方に利用していただくためのものであれば、これをもっと広報として

知らせていくということも必要ではないかというふうに思いますが、その点について、内容の充実

とともに知らせるということが必要だと思いますが、その件について伺います。 

  以上で終わります。 

○髙橋勝文議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 市民の方に市のさまざまな制度について周知を図って、その利活用をしていただく

ということは大変大事なことであります。まず、そういった意味で、この御指摘の件などについて

も、できる限り広報を通じて市民の方にお知らせをするということに考えていきたいというふうに

思います。よろしくお願いします。 
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 平成２１年１２月第４回定例会 

    木村寿太郎議員の質問 

 

○髙橋勝文議長 通告番号14番、15番について、８番木村寿太郎議員。 

   〔８番 木村寿太郎議員 登壇〕 

○木村寿太郎議員 おはようございます。 

  私は、新政クラブの一員として、また、この質問に関心をお持ちの市民を代表し、私の考えも含

め、通告してある課題について質問いたします。 

本市の第５次振興計画が施行され、４年を経過しようとしております。その基本構想の中に、子

どもからお年寄りまでだれもが安全に安心できる生活を望んでおり、健康で安らかに暮らせる地域

づくりを行っていく必要があります。 

また、自然災害を初め、交通事故や犯罪被害など、日ごろから防災や防犯対策として多岐にわた

った取り組みが必要となります。そのため、市民意識の高揚と防災・防犯組織の育成、強化を図っ

ていく必要がありますとうたっております。 

そんな観点から、次の二つの課題について質問いたします。 

最初に、通告番号14番、バス路線のない地域への交通対策についてお伺いいたします。 

市長の答弁をよろしくお願い申しあげます。 

我が国では、高齢化社会の進展により、さまざまな影響がいろいろな分野に波及しております。

公共交通の分野においても、これらの問題に的確に対処することが求められております。 

現在の高齢者世代は、自動車免許の所有をしていない割合が高く、特に女性の免許所有率が低く、

本市においても公共交通機関の乏しさがあり、日常の生活移動に不自由さを感じている方が多いの

ではないかと推測されます。 

今、各自治体における行政サービスは、質、量ともに高度化を要求されてきております。特に、

地域の交通弱者に対する移動手段確保の問題は、既に行政課題化しており、公共交通と福祉の問題

を兼ね合わせた課題として、早急に解決すべき問題となってきているかと思われます。 

本市においても、高齢化率は高く、本年の４月１日現在で25.88％であり、地区別に見ても一番

高い白岩地区が34.46％、低いのが元町地区の22.25％です。 

一方、町会別に見ると、白岩地区のある町会などは44.75％で、いわゆる限界集落に近く、一番

新しい地区であるみずき団地の高齢化率はわずか9.8％であり、その差は極端です。 

生活構図が大きく変化をし、いかに地域格差が出てきているかが明らかであります。そのために、

高齢や身体に障害を持つ方々は、病院や買い物に行く不便さを実感しております。やはり交通移動

手段としては、当然公的機関を頼らざるを得ないのが実態であります。 

本市においても、幸生・田代を含んだ白岩地区、谷沢・米沢などを含んだ高松地区、中郷・金

谷・平塩などを含んだ柴橋地区など、いわゆる路線バスが通過しない交通空白地域がそのほかにも

多くあり、まずこの地域の解消を図ることが喫緊の課題かと思われます。 

それには、いろいろな順序を経なければならないわけですが、どんな不便性を感じているのか。

いわゆる世帯別の交通弱者や自動車免許の年齢別所有者などの数字は把握しているのかをまずお聞

きいたします。 



今、注目の事業仕分けの中でも、路線バス、市営バス、コミュニティバス、デマンドバスなどに

ついては、新聞報道によると、74億円の補助金を国で今年度支出しております。その中で、新規バ

ス購入の補助金は次年度カットされるようですが、この膨大な数字を見ても、全国どこの自治体も

生活移動交通手段は課題となっているのが理解できます。 

本市では、今年度も市民交通対策費として天童市営バスの天童寒河江線に運行負担金、寒河江水

沢線の路線バス事業所には、バス路線維持費補助金を支出しております。 

そのほかにも、寒河江朝日線は、現在、国の補助をいただいて運行しているわけですが、乗車率

が随分低下し、収支比率の限界に近く、そうなれば、国の補助がなくなります。 

本市を含めた沿線市町村に負担がかかってくるわけです。この実態を見ても、当然近い将来、１

市町だけではなく、広域的な交通体系を見直す時期に来ているのかと思われます。 

路線バスにかわるものとして、全国的には市営バス、コミュニティバス、デマンドバスなどが運

用されておりますが、デマンド型乗合タクシー事業を導入する自治体が大変多くなっているようで

す。 

この事業は、利用者の要求や需要に合わせて、各自治体がタクシー会社などに委託して運営する

ものであり、山形県では、既に平成17年６月より２市８町２村で実証運行や本格運行などに入って

おります。タクシー業界の有効利用や安定収入などにも結びつき、交通弱者の方々などからも満足

度の高い評価を受けているようです。 

先日、県の担当者のお話を伺ってまいりましたが、まだ実施をして４年足らずではあるが、地域

に密着した生活交通手段として、だんだん役割を担い始めているとのことでした。 

また、導入市町村に対する支援として、生活交通確保対策事業や、運行支援としての市町村総合

交付金や、広域移動ニーズへの対応に関しての地域交通活性化事業などによる県の補助制度もある

ようです。 

いろいろな課題が山積みかとは思いますが、ぜひデマンド型乗合タクシーの導入に向けて十分な

精査をし、交通弱者に対する利便性を考え、将来の本市の交通体系も描きながら早急な実現に向け

て実施すべきと思いますが、市長の見解をお伺いいたします。 

次に、通告番号15番、住宅用防災警報器の設置義務化の対応についてをお伺いいたします。 

ことしは例年になく早い11月３日の初雪で、大雪の心配をしましたが、12月にしては連日暖かで

穏やかな気候に恵まれておりましたが、やっとここ二、三日、平年の気候になってきたようで、そ

の寒さ対策の暖房としては当然「火」が伴うことであり、火災発生のおそれに結びつくわけです。 

先日も山形市でひとり暮らしの方が犠牲になっており、本市においても平成19年３月には２名の

犠牲者が出たことは、まだ記憶に新しいところであります。 

犠牲者のほとんどが「逃げおくれ」で、多くが寝室や階段で発見され、火災に気づかなかったり、

気づいても火の勢いがたちまち広がり、襲いかかる炎や煙に逃げ場を阻まれてしまいます。 

万一火災が発生した場合は、早い段階で気づいて初期消火や逃げおくれがないように避難するこ

とが大事であり、消防庁の統計でも、住宅火災による犠牲者数は建物火災全体の90％に及び、その

うち59.4％が「逃げおくれ」によるものと数字に出ております。 

平成16年の消防法の改正で、住宅内での煙や熱を感知すると警報音や音声で火災を知らせる住宅

用防災警報器の設置が義務化されました。 



平成18年６月からの新築住宅に、そして、平成23年５月末までに、既存のすべての住宅への設置

も義務化されます。警報器には、煙式、熱式、火災とガス漏れを感知する複合型、目や耳の不自由

な方には、音や光の出る補助警報装置などのいろいろな種類があるようです。 

その先進国であるアメリカでは、20何年か前に義務化され、普及率は90％を超え、その間、20何

年かで火災による犠牲者が約半分まで減ったという実績があります。 

生活意識や様式の大きな変化などにより、共同体的な地域の連携感がだんだん薄れ、町内会など

の地域コミュニティーが極端に衰退してきております。 

特に、本市においても、高齢化もどんどん進んでおり、中山間部や多雪地帯、そして消火作業が

思うに任せない地域も多く、早急な対応が必要かと思われます。 

先日の報道によると、住宅防災警報器の設置率が、全国平均で45.9％ぐらいに対して、残念なが

ら山形県は、啓発活動や危機管理不足か、設置率が13.9％と異常に低い数字であります。 

そこで、市長に二つの見解をお伺いいたします。 

一つ目は、平成23年６月からの住宅防災警報器の設置が義務化されるわけですが、本市における

設置率の現況はどれくらいか。そして、現在、どのように対応しているのか。 

二つ目は、昨年も一般質問させてもらい、それを受け、75歳以上のひとり暮らしの世帯に戸数に

して300戸近くの設置をいただき、安全・安心な面からも大変好評であります。他の市町村などを

見ても、75歳以上の２人暮らし世帯、非課税世帯、低所得世帯、障害者世帯などにも支援をし設置

しているのが多く見られますが、本市においてもぜひ設置を考えていただきたいと思いますが、御

所見をお伺いし第１問といたします。 
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○髙橋勝文議長 佐藤市長。 

   〔佐藤洋樹市長 登壇〕 

○佐藤洋樹市長 木村議員からは２点御質問をいただきましたので、順次お答えを申しあげたいとい

うふうに思います。 

  まず、バス路線のない地域の交通対策ということでありますけれども、最初に、交通空白地帯と

いうことでありますけれども、交通空白地帯をバス路線やＪＲなど公共交通機関が運行されていな

い地域というふうにとらえるんであれば、議員御指摘のように、幸生・田代地区、それから谷沢・

米沢などの高松地区、そして中郷・平塩などの柴橋地区のほかに、醍醐地区、さらに宝地区なども

該当するんではないかと、当てはまるんではないかというふうに私ども思っているところでござい

ます。 

  また、世帯別の交通弱者や運転免許の年齢別の所有者数について御質問ありましたけれども、具

体的に交通弱者、定義づけをして把握しているわけではありませんけれども、ことし４月１日現在

で、65歳以上の単身世帯が621、高齢者夫婦世帯が992、高齢者のみの世帯が87世帯ということであ

りまして、合計1,700世帯が該当するのではないかと、そういうふうに言われるのではないかとい

うふうに思っているところであります。 

  また、市では、障害者の社会復帰を促進して支援する心身障害者福祉タクシー利用助成事業とい

うものを行っているわけでありますけれども、このタクシー利用券交付者は、現在、543名であり

ます。 

  次に、運転免許の年齢別の所有者ということでありますけれども、このことについては、県警で

市町村別に把握されているわけでありまして、本市の場合、ことしの６月１日現在で、免許の人口

総数が２万9,200人余りということで、そのうち65歳以上の方は5,529人であります。本市の65歳以

上の方の約半数が運転免許を保有しているという状況であります。 

  また、65歳でなくて、70歳以上の方ということでは、3,550人ということでありまして、人口の

41％、75歳以上ということになりますと、1,934人ということで、人口の32％というふうになって

いるところであります。 

次に、デマンド型乗合タクシーの導入についての御質問でありますけれども、御案内のとおり、

デマンド交通は、地域生活交通の一つの形態として位置づけされているわけでありまして、路線バ

スとは違い、利用者登録をした方が希望する乗車時間や場所を事前に予約をして他の利用者との相

乗りによって、乗合によって目的地まで移動するということであります。 

この交通システムのメリットといたしましては、タクシーに近い利便性を路線バス並みの低料金

で享受できるということでありますが、一方で、定時性、時間が正確だという定時性の確保につい

ては難があるというふうに言われているわけであります。 

県内のデマンド型交通システムを導入している市町村がふえてきているのは御案内のとおりであ

りまして、現在、10の市町村で本格運行をされておりますほか、二つの町村で実証運行がされてい

るという状況でございます。 

本格運行されている市町村については、いずれも市町村営バスや廃止代替バスからの切りかえた

ものでありまして、小型車やワゴンタイプの車両を使用して、デマンド型乗合タクシー事業を展開

しているということであります。 

このデマンド型乗合タクシー事業については、予約システム整備、さらには、オペレーターの人



件費、通信費の経費というものを要するわけでありますけれども、小型の車両を使用するために、

車両購入の初期投資や維持費を低く抑えることができる。また、予約がない場合は運行する必要が

なくて、効率的な方法であるというふうに考えられております。 

市民の皆さんには、近い将来の移動手段について大変心配されている方が多いというふうに思わ

れます。また、路線バスが運行されてない地域からの要望が多く出されているという状況から、今

年度中に今後の地域生活交通確保についてアンケートを行い、今後に向けて調査、検討をしっかり

と進めていきたいというふうに考えているところであります。 

次に、住宅用防災警報器の普及対策ということについて何点かお答えをしたいというふうに思い

ます。 

まず、平成20年中の全国の住宅火災の死者数というのは1,123人であります。平成17年の1,220名

をピークに減少はしておりますものの、平成15年以降は連続して1,000人を超える高い水準にある

というふうに言われております。 

平成20年中の死者1,123人のうち、65歳以上の高齢者は710人、６割を超えるということでありま

す。増加傾向が続いております。 

ただいま議員からもお話がありましたけれども、「逃げおくれ」による死者は実に59.4％に及ん

でいるというのが実態であります。また、県内における平成20年の建物火災における死者は21人で

ございます。本市では幸いございませんでしたし、ことし平成21年のこれまでの寒河江市の火災発

生件数は６件ということで、そのうち住宅火災はわずか２件ということで、これまでになく少ない

発生状況になっているわけであります。 

しかしながら、全国的に見ますと、火災はまだまだ多いというわけであります。そして、先ほど

も申しあげましたように、住宅火災による死者の多くが「逃げおくれ」であるということで、今後

も続く高齢化の進展を考慮した場合、火災の発生をいち早く感知をして警報を発する住宅用防災警

報器が、死者の低減に有効であるというふうに言われているわけであります。そうしたことから、

義務づけになったということでございます。 

寒河江市としても、今後ともより一層普及拡大に努めていきたいというふうに考えているわけで

あります。 

それで、御質問の寒河江市の設置率と今後の対応ということでありますけれども、御質問の中で

もお話しがありましたけれども、ことし３月時点の全国の推計の普及率、45.9％ということであり

ます。山形県は13.9％という推計の普及率でありますが、これは総務省消防庁の調査結果でござい

ます。 

寒河江市の普及設置率ということでありますけれども、現在、寒河江市では全戸を対象とした調

査を実施してはおりませんが、これまで消防本部が行ってまいりました設置状況のアンケート調査

がございますので、御披露申しあげますと、例えばことし７月20日に開催した寒河江地区の女性防

火員研修会では、回答者数が65名おりましたが、23名が設置をしているということで、35.38％が

設置済みということになっておりましたし、元町での防災訓練では50％、また、10月４日に開催し

た市の防災訓練では23.75％の方が設置済みというふうな回答を得ております。 

合計10回のアンケート調査をしているわけでありますけれども、回答者数384名中、設置済みが

120名ということで、設置率としては31.25％というふうになっているわけであります。 

現在、市の対応状況ということでありますけれども、まず今年度に実施いたしました単身高齢者

等への支援事業でありますけれども、この事業は、満75歳以上の単身世帯者及び１級または２級に



該当する単身障害者で希望する方々に対して無料で防災の警報器を１個設置をするということでご

ざいました。 

11月末現在での設置数は、75歳以上の単身世帯者では287世帯、１・２級の障害者、いわゆる重

度の心身障害者の方では６世帯ということで、合計293世帯に設置をさせていただいたところでご

ざいます。 

今後の普及啓発活動についての取り組みということでありますけれども、できるだけ制度を認識

してもらうということが重要でありますので、例えばことし設置をいたしました自主防災組織連絡

協議会でありますとか、寒河江地区の女性防火員研修会などなどのさまざまな会合での防災に対す

る事業の開催など、あらゆる機会をとらえて消防本部と一緒になってこの周知に今現在努めている

ところでありますし、また、広報での周知活動というものも重要でありますので、毎年、市報の７

月20日号で掲載しております消防さがえのコーナーで設置の呼びかけを掲載しております。ことし

も単身高齢者等住宅用防災警報器設置事業の記述とともに掲載したところであります。 

また、「寒河江市くらしの便利帳」への掲載も行って周知を図っているところであります。また、

消防本部におきましては、毎年春と秋に発行しております「消防だより」においても、啓発を進め

ているということでございます。 

次に、非課税世帯、低所得世帯、障害者世帯などへの支援ということを御質問がございました。 

先ほど申しあげました高齢者等への設置事業の実施に当たっては、民生児童委員の方々の御協力

によって、実際に単身で本市に居住し、希望する方を対象に行っているわけであります。高齢者と

ともに障害者についても設置を終了いたしましたので、ほぼ網羅をされていたのではないかという

ふうに思います。 

また、非課税世帯、低所得世帯への支援はどうかという御指摘でありますけれども、御意見であ

りますけれども、県内の他市町村における支援状況では、確かに生活保護世帯、あるいは母子・父

子世帯に対しても御支援を行っている市町村はあるわけでありますけれども、御支援を行っている

大部分については、その内容は、寒河江市のように75歳以上、もしくは65歳以上の単身世帯、重度

障害者世帯に限定している、いわゆる「逃げおくれ」が懸念される方を優先して支援している実情

であります。 

寒河江市としても、非課税世帯、あるいは低所得世帯への経済的な支援というよりは、むしろ安

全面に配慮した、留意をした「逃げおくれ」からの予防という考え方に立って進めているわけであ

ります。 

今後もリスクの高い75歳以上の単身世帯、それから単身の重度心身障害者世帯を対象にして御支

援をしていきたいというふうに考えておりますので、御理解を賜りたいというふうに思っていると

ころであります。 

以上であります。 

○髙橋勝文議長 この際、暫時休憩をいたします。 

  再開は11時10分といたします。 

    休 憩 午前１０時５８分 
                  
    再 開 午前１１時１０分 
 
 
 

http://192.168.9.1/gijiroku/giji/2009/2112/051.pdf
http://192.168.9.1/gijiroku/giji/2009/2112/053.pdf


 平成２１年１２月第４回定例会 

○髙橋勝文議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  木村議員。 

○木村寿太郎議員 第１問に対する答弁、短い中にも中身の濃い答弁をしていただきまして、まずも

ってありがとうございます。 

  昨年の12月と３月とか、そしてまた、今回は辻議員というようなことで、要望の多い事項である

ということをまずもって理解いただければ大変ありがたいなと思います。 

そして、今の答弁の中に、市長は今年度中にアンケート調査を行い、そして早速対応させていた

だくというような、大変ありがたい答弁をいただきました。その言葉に尽きるんじゃないかなとい

うような感じがしております。 

と同時に、私も田代・幸生地区の人といろいろ話す機会もございますので、いろいろお話を伺っ

てまいりました。 

その中でも、やはり要望事項としては大変多種多様にわたっておりますけれども、簡単に申しあ

げますと、今現在、いろいろな隣近所とか、そういう人と隣り合わせをしながら、友人等のお助け

をいただきながら、送り迎えをしたり、助け合いの輪を広げているというようなことでしたけれど

も、一番肝心なことはやっぱり交通事故の問題だそうでございまして、私は当然かなというふうに

思うんですけれども、やはり万が一事故あったときのことを考えると、やっぱり補償とか、そうい

うものが一個人だけでなくて、地域全体に広がるんじゃないかというような心配が懸念されるとい

うことを本当にしみじみとおっしゃっていました。実感としてそう受けとめるべきではないかなと

いうような感じはしております。 

それから、幸生・田代地区のことばかり申しあげて、地元のことでいろいろお伺いしたものです

から、その方ばかりを申しあげて失礼ですけれども、昭和60年代にもう路線バスとしてはなくなっ

てしまったわけですけれども、その中で、田代地区だけが不便さを感じてデマンドバス方式のよう

な形のものを何年か実行したんだそうです。 

それは１戸当たりの負担金をいただきながら、その当時100世帯ぐらいだったと思いますとおっ

しゃっていましたけれども、そういうふうにやった中でも、やはり100世帯ですと、ちょっと人数

的にも大変だなというのが実感でしたということをおっしゃっていました。 

それもまた戸数、車を持って実際自分で町にいろいろ出ながらも、やっぱり負担をしなくちゃな

らんということもいろいろ不平、不満の中の一つであったというようなこともお聞きしております。 

やはりこういうものを踏まえてみましても、今後はやっぱり社会実験を行いながら、ぜひやって

もらいたいものだなということを私は思っているところであります。 

目的としては、先ほど市長からも答弁ありましたように、やっぱり病院とか、市役所とか、中心

市街地とか、そういうのが主だと思います。あとは寒河江駅とか、そういうことだと思いますけれ

ども、いろいろその中で話も出ましても、やはり幸生地区の方ですけれども、幸生地区を例えば出

発して、簡単に言えばいろいろな地区を回ってやった方が、まず人数を確保、乗車人員を確保しな

ければならないわけですから、例えば幸生を出発して上野、宮内を経て、谷沢とか米沢とか、そう

いうものを経て来るとか、例えば田代地区であれば、田代地区を出発して、留場・楯を経由して、

慈恩寺、箕輪、日和田地区なんかを経由して来るというような方向にしたらどうですかというよう



なことも、いろいろお話もありました。 

やはり一番の問題は、それを何日間に一遍ぐらいに運行するのかということが、当然大きな問題

になってくるわけです。それも１日何回ぐらい往復するのかなという問題もあります。それから、

今申しあげたような経路の問題もございます。 

それから、タクシー会社の方とも話したんですが、今、寒河江市内は、タクシー会社は無線がほ

とんど通用するそうです。そして、通用しないところはなくて、それから、利便性から考えれば、

当然タクシーの暇な時間とか、そういうこともねらってやれますし、１日各地区によっていろいろ

違うんでしょうけれども、１日の単価をどれぐらいにするとか、そういう方向の決め方もあるんじ

ゃないかということも申しておりました。 

そのような観点から、やはり先ほど市長も答弁しましたけれども、デマンドバスというのは、や

っぱりタクシー並みの利便さと、そしてバス路線のような安い料金にすることが第一だと思います。

そこら辺を考えながら、十分実施に向けて頑張っていただきたいなというのが私の実感でございま

す。 

それで、ただいま近隣の市町村をちょっと調べてみましたけれども、河北町ではデマンド式とい

うか、そういうような形の10名ぐらい乗るバスを、１日各地域によって分けて何回か運行している

そうです。 

西川町は町営バスを運行しておりますし、朝日町、それから大江町なんかは、スクールバスを混

乗型にして、文部科学省の許可を得てやっているというような話もお伺いしました。 

そしてまた、朝日町においては、今回の緊急経済対策の補助金を受けて、デマンドバス形式のも

のを４台購入したというふうな話を伺いました。来年度から実施するというような話でしょうけれ

ども、そういうような話も伺いました。 

ちょっとお伺いしますけれども、私の方でも、本市としても２台のスクールバスを今所有してい

るわけですけれども、混乗型にできて、何か最近はそういうことができないのか。今後の対応はど

うなのか。そして、生徒数の減少によって、今西村山高校の再編というのが大きく取り上げられて

いるわけですけれども、そういうふうになれば、本当に交通移動手段としては大きく変わってくる

んじゃないかと思いまして、そこら辺の所見を市長からお伺いしたいと思います。 

それから、もう一つの問題は、防災警報器の問題でございますけれども、やはり最大の難点は、

個人住宅の防災対策というのは、自分の命は自分で守れという自助努力が原則でありますので、設

置する条件というのは必要最小限にとどめられております。 

ただ一番の難点は、設置義務を違反した場合には罰則がないというところが一番問題だと思いま

す。本当に今後の大きな課題になってくるんじゃないかというふうに思います。 

また、本市においては、今お話をお伺いしますと、31.25％の設置率だというふうに聞きますけ

れども、まだまだ設置率が低いわけです。まだ市民の方々もやっぱりどんなものか、いつまで設置

すればよいのかとか、それ、どうすればよいのかなどというのが、まだまだ浸透していないのが現

況じゃないかと思います。 

まずは、やっぱり啓発運動から始めるべきであり、例えば、いよいよ近づいてきましたら、市民

課あたりの窓口に現物をおいて広報活動をするとか、あるいは市のホームページを開いてクリック

することによって、すぐ詳細説明が出るとか、そういうふうな広報の仕方もあるんじゃないかと思



いますし、いよいよ半年後ぐらいに近づいたら、やはりもう回覧板形式にでもやるとか、そういう

ふうな広報活動をしていかないと、まだまだ設置率が伸びるということは難しいんじゃないかなと

いうふうに私つくづく感じております。 

それから、西村山広域事務組合火災予防条例というのによると、やはり最低寝室に１個、それか

ら、それが、寝室が２階であれば階段にということで２個になるわけですね。 

それで、今31.25％の世帯ということで、残り約まだ9,000世帯ぐらいあるわけですので、何らか

の形で大量購入をして、それで市民に還元するとか、そしてまた、それによって市内の取扱店にお

いても、経済波及効果というのも相当大きいんじゃないかというふうに思いますし、その辺の所見

があれば市長からお伺いし、第２問といたします。 
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○髙橋勝文議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 デマンドバスについての御質問にまずお答えをしたいというふうに思いますけれど

も、近隣の町ではスクールバスについて混乗をして活用しているというようなことであります。大

江町、それから朝日町あたりでもそういう状況になっているということをお伺いしているわけであ

ります。 

そういうことを寒河江市でもできるかどうかということも一つあろうかと思います。いろいろ寒

河江市においてはスクールバス、現在、２台あるわけでありますけれども、日中も実際は市内の14

の小・中学校の校外学習活動などに頻繁に使われているというような状況でありまして、大江町の

ような対応というのは現実的には大変難しい。スクールバスの混乗ということについては大変難し

いんではないかというふうに考えているわけであります。スクールバスですから、乗車人数とか、

それから時間の制約などもあって、大江町のような対応というのはなかなか難しいというふうには

考えております。混乗はなかなか難しい。その他の方法を考えるということでありますけれども、

そういう対応を今検討しているところであります。 

  また、高校再編については、北村山地域の高校再編については、ある程度の方向性というものは、

最近県の教育委員会の方で示されたわけであります。西村山のその検討結果というのは、これから

まだ検討中ということでありますので、今、それに対応したどうのこうのという段階ではないとい

うふうに私ども思っているわけでありますけれども、どういう結果になろうとも、高校生の交通手

段確保ということについては、いろいろやっぱり広域的に対応結果を踏まえて、検討結果を踏まえ

て、十分地域全体として対応を考えていかなければならない大変大きな課題ではないのかというふ

うに思っているところであります。 

  それから、住宅用の防災警報器の設置についての御質問、何点かいただきましたけれども、やは

り今テレビなんかでも若干宣伝なんかもしているような状況にはあるかと思いますけれども、なか

なかおっしゃるように普及、市民の方に浸透しているということまではまだいっていないというこ

とは我々としても痛感しております。 

まず、あらゆる機会を通じて、この制度の期限もあるわけでありますので、その普及拡大に向け

てＰＲをしていきたいというふうに考えているところであります。 

それから、御質問にありました件でありますけれども、この制度自体に罰則の規定がないから、

なかなか普及が進まないのではないかというような御指摘でありますけれども、御案内のとおり、

今木村議員、いみじくもおっしゃいましたけれども、住宅防火の基本というのは、あくまでも自己

責任だということでありますので、また、設置をしてないからといって、すぐには他人に害を及ぼ

すというようなものでもないというようなことから、制度に罰則規定が設けられてないというふう

に私ども理解しているところでありますが、その制度の内容はともかくとして、やっぱり期間まで

に多くの市民の方には理解をしていただいて、その設置を拡大していかなければならないというふ

うに思いますので、市で共同購入してということにはなかなかいかないわけでありますけれども、

あらゆる機会を通じて共同購入などについての呼びかけを図っていく、そして個人負担を軽減する

というような、そして安価に購入していけるような支援をしていくということは大事だろうという

ふうに思います。 



既に市内におきましても、西根地区あたりでは消防の後援会、それから、町内会が地元の消防な

どと一緒になって取り組んで、少し安く共同購入しているということもありまして、本楯地区など

でも共同購入が進んでいるというふうなことを聞いているところであります。 

我々としても自主防災組織などに対しまして、共同購入の働きかけを行っていきたいというふう

に考えているところでございます。 

以上であります。 
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○髙橋勝文議長 木村議員。 

○木村寿太郎議員 第２問の答弁ありがとうございました。 

デマンドバスの件ですけれども、やはりスクールバスの混乗型というのが、本市においてはやは

り乗車人数や学校の始業時間とか、学校の始まる時間とか、そういう問題がありまして、なかなか

本市には合わないんじゃないかということに対しても、私どもは理解はできるんですけれども、そ

してまた、地域全体で今後、広域的に考えていかなければならないんじゃないかという答弁もいた

だきました。ありがとうございます。 

最後にちょっと質問、これ答えられれば結構なんですけれども、今年度から地域担当制というの

がございまして、幸生・田代地区は今いろいろな形で月１回ぐらいの会合をやっているわけでしょ

うけれども、その地域担当制の会議では、お話し合いでは、何か話が、要望が出ているのかどうか、

その点を１点だけをお聞きして私の質問を終わらせていただきたいと思います。 

○髙橋勝文議長 総合政策課長。 

○菅野英行総合政策課長 それでは、幸生と田代地区の地域担当制のことがありましたので、私の方

からお答えしたいと思います。 

  地域担当制職員につきましては、現在、月１回定期的に会合を開きまして、地域づくり計画の策

定に向けているわけですけれども、いわゆるこのデマンド型交通システム含めまして、交通手段の

確保対策については、当初課題を出してもらったわけでありますけれども、地元側からは特段返っ

てはこなかったわけでありました。 

  また、地域座談会も行ったわけですけれども、その際も地元の方からの御意見は出なかったとこ

ろです。ただ、担当者の方で、職員の方で課題ではないかというふうなことから、逆に問うたとい

いますか、お聞きしたところ、幸生地区については、近々の課題とは思っていなかったようであり

ますけれども、今はまだ大丈夫だというふうなことであったんですけれども、近い将来は考える必

要があるというふうなことであったようです。 

  また、田代地区につきましては、議員もおっしゃいましたけれども、かつて田代地区でデマンド

型のような交通を行ったわけでありますけれども、利用者が少なくて廃止になったわけであります。 

そのときも、地元の負担、あとは各戸の負担もあったわけでありまして、その負担のことがあっ

て、ちょっと人も減っているし、難しいというふうな考えのようでありました。 

  ただ、それは地元の負担があったということから、そういうことの考えであったようでありまし

て、行政の方でバスの運行ということであれば、それはぜひやってもらいたいというふうな要望で

ありました。 

  いずれにしましても、両方の地区においても、地域づくり計画の中で何らかの文言としてそれは

入ってくる見込みになっております。 

  以上でございます。 
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    松田 孝議員の質問 

 

○髙橋勝文議長 通告番号16番、17番、18番について、11番松田 孝議員。 

   〔１１番 松田 孝議員 登壇〕 

○松田 孝議員 しばらくぶりの一般質問ですのでよろしくお願いしたいと思います。 

私は、日本共産党と、通告してあるテーマに関心を持っている市民を代表して、以下、佐藤市長

に質問いたします。 

  最初に、深刻化している高校生の就職活動と雇用対策について伺います。 

今、市民を取り巻く状況は、失業やリストラ、企業倒産が人ごとでない、いつ自分や家族に降り

かかるかという不安な毎日を過ごしています。百年に一度とされる金融危機の影響をぬぐい去るの

はいつごろになるのか、景気後退が深く、長くなっていることに新たな危機感を抱いております。 

景気後退が急角度で深まった日本経済は、バンジージャンプ不況と言われ、この名のとおり高所

から一気に落ちた後にもとの高さに戻らないという予測をしている方もおります。 

こうした中で、来春卒業予定の高校生の就職内定率が11月末で77.6％、前年同期と比較して6.7

ポイントも下がり、特に、地元就職を希望する生徒にとっては、厳しい状況となっています。その

ために、山形労働局と山形、村山、寒河江のハローワーク主催で、就職面接会を先月25日に実施し

ましたが、昨年と比較して生徒が３割増で、求人数が６割減少したことで、応募が殺到し、最悪の

面接会になったと言われています。 

この数値と現状を見ながら、生徒の希望をかなえるために、学校側も人脈を生かし、努力をして

います。来春の高校生の就職の環境悪化について、佐藤市長はこの現状をどのように受けとめてい

るのか伺いたいと思います。 

高校生を持つ親から、働く能力も意欲もある我が子の就職が見つからない、人脈を使って何とか

頼むなどの話も、話題も聞こえてきます。この問題は、学校独自で解消できないところまで追い込

まれています。 

これらの課題に向けて、県は、新卒者の求人拡大を目的に、企業が高校生の新卒者を採用した場

合には奨励金を支給する制度を設けるとしていますが、寒河江市として緊急に学校や企業の実態を

把握し、支援体制を検討すべきと考えますが、市長の見解を伺います。 

次に、暮らしとゆとりを奪っている実態が次々と浮かび上がっています。その一つとして、年末

を控えて雇用問題は深刻であります。10月の完全失業率は、前月比で0.2ポイント改善されたと報

じられていますが、依然として5.1％の高水準となっております。 

また、山形県内の有効求人倍率は0.37倍で、雇用情勢の深刻さは変わっていません。寒河江市は

深刻化している雇用問題の解決のために、ことし１月９日から緊急雇用対策会議を開き、失業者対

策を進めてきました。 

失業者の相談窓口や臨時職員の採用、さらには、国の緊急雇用創出事業など積極的に受け入れて、

雇用の場を提供してきました。 

そこで伺います。 

第１点目、雇用動向調査を継続するとしていますが、現在の寒河江市管内の雇用情勢を伺います。 

２点目は、ことしに入り、寒河江市は、再就職が困難な方を対象に、臨時や委託事業などで109



人の短期の雇用の場を提供してきました。短期雇用の契約が終わった後の就労状況と、臨時の雇用

を受け入れた企業などへ再雇用された人は何人ぐらいか伺います。 

３点目、国の緊急対策として、雇用の維持、支援を行うために、雇用調整助成金制度を設けまし

たが、市内の企業の活用状況とその効果を伺います。 

４点目は、11月28日の新聞報道では、寒河江市管内の有効求人倍率は最悪の数字を示しておりま

す。このままでは昨年末と同様の事態が起こることが予想されています。このような実態を防ぐ具

体的な対策と来年度の雇用対策をどのように考えているのか伺いたいと思います。 

最後に、雇用の場の確保には、新たな産業の創出と企業の誘致は欠かせません。そのために、本

市では、寒河江工業団地の再拡張事業、第４次拡張事業を推進し、工業の振興と地域経済の発展に

取り組んできています。 

そこで伺いますが、雇用対策の面で行政として最大の効果が出せる企業誘致の見通しを伺います。 

次に、平成24年完成予定の最上川緑地公園の多目的水面広場の整備計画のあり方について伺いま

す。 

平成13年11月に突如、最上川緑地公園整備事業が示され、総事業費15億円で平成14年度から事業

を開始し、平成20年度の完成となっていました。 

この事業について、私たち日本共産党は、多目的水面広場の整備は、周辺自治体にも類似施設が

あり、市民が望んでいるものではなく、使用目的もはっきりしないのに、多額の税金をつぎ込んで

つくる必要があるのか。 

また、でき上がった後の維持管理が将来にわたって続くことや、万が一洪水などが起きた場合に

は、この施設が耐えられるのかといった問題もあり、財政が厳しさを増しているときに、不要不急

の事業を進めるよりも、市民が生活上必要にしているところに回すべきだと一貫して反対をしてき

ました。 

この間、事業予算は当初予算より大幅に下げられていますが、事業は継続されています。今の寒

河江市の財政状況を見ても、一般会計の市債残高は、平成20年度末で199億円を超えています。こ

れまで財政難を理由に、生活関連予算や維持管理の大幅な減額を断行し、加えて職員の給与、平均

で14万7,000円もの大幅に減額せざるを得ない状況にありながら、なぜ７億1,000万円もの巨費を投

じて不要不急の多面的水面広場を投資していくのか、市民は理解できないとしています。 

これまで地方自治体は、住民の福祉の向上と生活の安定という本来の任務よりも、国が補助金や

有利な起債をちらつかせて勧めてきた箱物建設やハード事業を競って行ってきました。 

ところが、これらの誘導に乗って箱物建設やハード事業を展開してきた北海道の夕張市が、平成

18年６月に破綻、最近では、新庄市が財政再建団体に陥るなどの実態となっています。 

この原因は、過剰な税金を投入し、身の丈を超える設備投資や大型の箱物施設の整備を行ったこ

とが原因だったのです。 

有利な資金を導入するには、補助金に適合する事業計画、その中身は過大に見積もる利活用や誘

客、利用者数など、十分採算性が図られるとした計算書であります。完成後に起こるのは、これま

での誤算と見通しの甘さの指摘と借金返済、維持管理の増嵩、最後には住民サービスの低下となる

のです。 

これまでは、国の補助を受けた事業化が図られた事業はどんな理由があっても途中では覆されな

いと言われてきましたが、こうした硬直した姿勢が無駄遣いを助長させる要因となってきました。 



自治体の使命は、住民のための低コストで良質なサービスを提供することであります。最上川緑

地公園は、時間の経過とともに意義の薄れた事業であり、これまでの批判を率直に受けとめ、多面

的水面広場は直ちに中止すべきと考えますが、市長の見解を伺いたいと思います。 

次に、農地の土地利用調整の手法について、農業委員会会長に伺います。 

農業の労働力の高齢化が進む中で、年ごとに農地の貸し付けを希望する農家がふえてきています。

そのために、認定農業者への農地集積が増加し、規模拡大とあわせて圃場数が増加し、分散域も拡

大しています。 

その一方で、未整備圃場や耕作条件が悪い圃場は効率的な経営ができないことを理由に敬遠され、

借り手が見つからない。こうした地域農業の課題解決のために、平成18年末に各地で農用地利用改

善組合を立ち上げました。 

しかし、組合では、農地の面的集積や耕作放棄地の解消に向けて、議論は重ねますが、諸課題に

ついては解決されない現状であります。圃場分散にかかわる問題点や効率に影響する要因について

は、農家自身も「そうすることが望ましい」と理解を示していますが、農地の賃借契約となると、

個人の判断で契約や更新手続を済ませるというのがほとんどであります。これは、農地利用調整の

手順が農地所有者に知られていないことや、面的な農地集積の重要性が認識されていない結果だと

思われます。 

農地利用調整システムを有効に機能するためには、農地の賃借、農作業の委託などについては、

直接個別対応ではなく、各地区で設置した農用地利用改善組合へ白紙で依頼することが望ましいと

考えますが、見解を伺います。 

次に、農業従事者の高齢化が進む中で、平成17年度に白岩地区の農家を対象に、「10年後の農業

従事者はだれですか」とアンケート調査を実施しました。 

その結果では、約半数の方が「自分や家族で農業を維持できる」としています。残りは、「後継

者がいない、わからない」と答えています。その一方で、「定年後就農を考えている」と答えた方

が31名もいました。これらのデータからうかがえるのは、高齢化などにより離農者が増加する一方

で、他産業に従事しているが、定年後には就農を考えているという結果であります。このことを踏

まえて、農業委員会として農地をいかに管理していくかという方策を検討すべきであります。 

現在、農地の賃借については、認定農業者と位置づけて契約を結ぶことを奨励していますが、農

地の維持管理を主軸に考えれば、就農の意欲的な方であれば、団塊世代の就農者、担い手であって

も賃借契約を結べるよう、条件整備すべきと考えますが、農業委員会会長の見解を伺い、私の第１

問といたします。 

○髙橋勝文議長 この際、暫時休憩といたします。 

  再開は午後１時といたします。 

    休 憩 午前１１時４５分 
                  
    再 開 午後 １時００分 
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 平成２１年１２月第４回定例会 

○髙橋勝文議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  松田  孝議員から発言の申し出がありますので、これを許します。 

○松田  孝議員 先ほどの私の質問の中で、財政再建団体と発言しましたけれども、財政健全化団体

と訂正いたしますので、よろしくお願いします。 

○髙橋勝文議長 佐藤市長。 

   〔佐藤洋樹市長 登壇〕 

○佐藤洋樹市長 松田議員からは、雇用対策、それから公共事業の見直しの２点について御質問があ

りましたので、順次お答えを申しあげたいというふうに思います。 

最初に、雇用対策であります。来春の卒業の高校生の就職状況でありますが、先般の市政報告で

も一部申しあげましたけれども、西村山地区の四つの高校生の状況を申しあげますと、10月末現在

では、就職希望者146名に対して、内定率は64.4％でございます。前年同期の84.3％から20ポイン

ト低下しているわけであります。県全体を4.2ポイント上回っているものの、極めて厳しい状況で

あります。 

学校、企業等の雇用、それから採用実態については、昨年の金融危機以来、定期的に関係機関と

の情報交換や直接聞き取りをするなどして鋭意把握に努めているところでありますし、また、今年

に入って市の雇用対策本部会議を４回ほど開催させていただいているところでございます。 

その会議の中では、各行政機関から対策の状況、そして、学校関係者からは就職活動の現状、そ

して、雇い主である企業側からの実情などを、情報交換を行いながら役割分担をして、一体となっ

て対策を進めているところであります。 

今後についても、そうした状況を踏まえて随時会議を開いて対策を検討していきたいというふう

に考えているところであります。 

先ほど松田議員からは、県の方で新たに来春高校卒業予定者の就職支援対策というものが発表さ

れたということでありますので、そうした状況も各学校、それに企業などにも十分周知を図りなが

ら、有効に活用していきたいというふうに考えているところであります。 

次に、市内の雇用情勢についてお答えを申しあげたいと思います。 

市内企業100社を対象にした雇用動向調査、10月に行いましたけれども、81社から回答を得てお

ります。これによりますと、今後の求人予定者数が134人ということで、７月調査時点の79人から

55人増加をしております。新規学卒者は、７月調査時点より高校卒が33人から51人に、そして、大

卒者が26人から39人にいずれも増加しているところであります。 

雇用調整や経済の一部回復状況を受けて、改善の傾向が見られるわけでありますけれども、市内

においてもまだまだ厳しい状況にあるというふうに私どもは思っているところであります。 

次に、短期雇用者の契約満了後の就労状況と緊急雇用創出事業での再雇用について御質問があり

ましたので、お答えをしたいと思います。 

まず、ふるさと雇用再生特別基金事業及び緊急雇用創出事業により、今年度24の事業で109人の

雇用を創出し、このうち五つの事業、５事業が既に完了しているところであります。 

雇用期間満了後の追跡調査というものは、具体的には行っておりませんが、一部聞き取りを行っ

たところ、民間企業が雇用した者を事業終了後、継続して雇用されている方が延べ14人のうち７人



おります。 

市が直接雇用した方でも、雇用期間内に新たな会社へ就職が決まった方というのも中にはおった

ところであります。 

次に、市内企業の雇用調整助成金制度の活用状況とその効果でありますけれども、中小企業緊急

雇用安定助成金は、御案内のとおり、中小企業が従業員を一時的に休業や職業訓練等をさせた場合

に、これらに係る休業手当等の一部を国が負担し、雇用の安定を図る制度でございますが、寒河江

公共職業安定所によりますと、これを活用している市内企業は全部で27社になっております。業種

の内訳としては、製造業が20社、建設業が４社、そして、運輸業が３社というふうになっておりま

す。 

企業におきましては、もちろん人材そのものが財産であります。この制度を活用することで雇用

の継続を図ると同時に、技術の継承や今後の事業展開にも大変役立つものであるというふうに思い

ますので、市といたしましても、さまざまな国の制度等を活用して、そうした事業を促していきた

いというふうに考えているところであります。 

次に、今後の対策と来年度に向けた雇用対策ということで御質問がありました。年末対策として、

ことし12月29日及び30日の両日にわたり、中小企業社向けの金融相談を商工会と一体となって行う

予定にしております。そのほか、住居や生活資金等の相談についても応じて、最善を尽くしていき

たいというふうに考えているところであります。 

また、来年度も引き続き厳しい雇用情勢が続くというふうに予想されますことから、現在取り組

んでおりますふるさと雇用再生特別基金事業、そして緊急雇用創出事業の前倒しも視野に入れなが

ら、引き続き実施をしていきたいというふうに考えておりますし、国、県との連携を十分に図りな

がら、景気雇用対策を取り組んでいきたいというふうに思っております。 

また、昨日、国におきまして、雇用・環境・景気というものを３本の柱とした国の第２次補正予

算が閣議決定されたわけでありますので、市としてもできる限り早い時期に事業化に取り組んで雇

用の安定に努めていきたいというふうに考えているところであります。 

続いて、企業誘致の見通しということもお尋ねありましたので、お答えをしたいというふうに思

います。 

新たな企業誘致は申すまでもなく、工場建設等の直接投資効果や企業活動に伴う地域産業、地域

経済へのさまざまな波及効果に加えまして、雇用機会の拡大という面では、極めて重要であるとい

う観点から、寒河江市におきましては、これまでも積極的に企業誘致に取り組んできているわけで

あります。 

先ごろ発表された経済産業省の平成21年度上期の工業立地動向調査結果によりますと、本年１月

から６月までの工業立地件数、全国でありますけれども、前年同期と比較して、全国で47.3％のマ

イナス、また、南東北では42.3％、山形県でも57.3％それぞれマイナスという結果であります。 

このように、昨年来、昨年の秋以降の世界的な景気後退による企業の設備投資計画の凍結、見直

し、そして、企業投資意欲の減退などから、全国的な企業立地の減少が顕著であり、寒河江市にお

きましても、同様の事情から厳しい状況にあるというふうに認識しています。 

このような状況を踏まえて、このたび寒河江市におきましては、寒河江中央工業団地に立地する

企業の用地取得に対する補助制度を新たに設け、一層立地しやすい条件を整備することなどにより



まして、早期立地を促し、地域経済の活性化や、長期安定的な雇用の創出を図ろうというふうに考

えているところであります。 

企業立地の環境というのは、今申しあげましたように、大変厳しい中ではありますけれども、中

には堅実な業種や着実に業績を伸ばしている企業もあるわけでありますし、また、ごく最近での東

北管内における企業立地の進展、さらには、立地計画再開の動きなど、常に変化している経済環境、

企業動向を注視しながら、企業立地活動を進めているところであります。 

今後は、企業用地促進補助金の積極的なＰＲ、そしてさらには、的確な情報収集、情報発信など

に努めることによって、また、県や関係機関とも一層緊密な連携を図りながら、効果的な企業誘致

を展開し、現下の最重要課題であります景気雇用対策の前進を図っていく考えでいるところであり

ます。 

なお、本日既に立地をしております運輸業事業者の増設に係る案件が分譲契約に至りましたので、

御報告させていただきたいというふうに思っているところであります。 

最後に、最上川緑地公園についてのお尋ねでございます。 

御案内のとおり、最上川寒河江緑地の整備計画については、市民のさまざまなスポーツ、レクリ

エーション、水と緑のふれあいの場として整備をしていくとともに、中学・高校生のジュニアクラ

スのカヌー競技の全国大会、さらには、東北大会及び県内の国体予選などを誘致をして、宿泊や観

光面での交流人口の拡大を図りながら、寒河江市の経済の活性化を促していこうということで、整

備を進めているわけであります。 

今年度は、地域住民の方々の要望でもあります緑地広場の整備を実施しているわけであります。

緑地広場につきましては、地域住民の方々によりますワークショップなどを開催をして、内容を検

討していただいた結果、野球場、少年サッカー場、陸上トラックなどのスポーツ施設と芝生広場、

園路、トイレなどを整備していくことにしたところであります。 

本事業については、現計画において、平成24年度の完成に向け、着実に進展しているという状況

にあろうかというふうに認識しているところであります。 

多目的水面広場につきましては、構造的にはほぼ完成を見ているところでありまして、供用のた

めの必要な電機設備、ポンプなどの取水関係の施設・設備の整備を残すのみというふうになってい

るところであります。 

議員からは、水面広場の整備を中止すべきではないかというような御意見でございましたけれど

も、これまでの事業の進捗状況、今後の展開などを総合的に勘案しますと、平成24年度の完成に向

け着実に整備を進めていくことが、現時点では合理的な判断だというふうに思っているところであ

ります。 

今後は、スポーツ団体や市民の方の声を多くお聞きしながら、多くの方々に有効に利活用してい

ただけるよう整備を進めていきたいというふうに考えているところであります。 

以上であります。 
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○髙橋勝文議長 芳賀農業委員会会長。 

○芳賀靖夫農業委員会会長 農地の利用調整について質問がありましたので、お答えをいたします。 

  御質問にもありますように、農地利用改善組合は、地域の農業の振興を図るため、農用地への有

効利用と生産性の向上を図り、農業経営の改善を促進することを目的に、平成18年度までに市内全

域の９地区に設立されました。 

  農用地利用改善組合は、地域内の地権者や耕作者の７割以上の方が構成員となり、代議員はＪＡ

地域営農アドバイザーを初め、土地改良区、農事実行組合、各種生産組織、そして農業委員など各

分野の代表で構成され、事務局を各農協支所に置いております。 

  初めに、農地の面的集積についてですが、農用地利用改善組合で調整し、農地保有合理化事業を

行う農協を通して、貸し借りを推進している地区もありますが、まだまだ地権者の農地に対する愛

着心が強く、借り手を選ぶ傾向があり、本来の目標とする活動までには至っていないような状況で

あります。 

  農業委員会としましても、御質問にありましたように、農用地利用改善組合へ白紙委任され、面

的集積などの調整が行われるのが望ましいと考えているところであります。 

  国でも、農地を面的にまとめ効率的な利用を図るため、市町村や農協などが農地の所有者の委任

を受け、代理して農地の貸付等を行う「農地利用集積円滑化事業」を創設しましたので、この事業

の活用と連携を検討しながら、さらには、広報紙などを通じて地権者の理解を求めるなど、面的集

積の促進に努力してまいりたいと考えております。 

  次に、意欲的な団塊の世代への農地あっせんについてでありますが、農用地利用改善組合では、

各地区の農用地利用規程に沿って、認定農業者等の担い手に対して集積を進めておりますが、地域

の農地を維持し、利活用を図るようにすることも組合の大きな役割の一つだと思っております。 

  また、認定農業者以外にも、意欲的な農家の農地が貸したい農地の隣接地である場合などは、優

先してあっせんをしている農用地利用改善組合もあるようであります。 

  農業の担い手が不足していく中で、農地を拡張したいという意欲的な農家の方につきましては、

大変貴重な労働力でありますので、農用地利用改善組合でも対応していかなければならないと考え

ております。 

  なお、先ほど申しあげました「農地利用集積円滑化事業」をうまく活用し、地域の合意形成を図

りながら、農業形態に応じた農地の振り分けをしていく必要があると考えているところであります。 

  以上であります。 
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○髙橋勝文議長 松田議員。 

○松田 孝議員 第２問に入らせていただきます。 

  高校生の来春の就職状況が非常に悪化している状況の中を、先ほど第１問でも述べましたけれど

も、10月現在から見ると大分回復はしているんですけれども、まだまだ昨年の水準には至っていな

い状況です。県の教育委員会などでも、いろいろ今年度は昨年と比較して大分悪化している状況を

踏まえて、企業訪問を学校独自でやって、1.5倍、1,000社ぐらい訪問して活動を進めているという

ような状況もあります。 

そうした中で、やっぱりこの西郡管内も、今雇用情勢見ると、非常に悪化しているんですね。そ

して、いろいろな情報を見ても、専門職みたいな看護師さんとか、介護士、薬剤師、そういう特定

業種だけは多くて、一般の製造業がほとんどない状況なんです。ですから、今工業高校を卒業して

もなかなか就職につけないで不安がる親たちが非常に多くなっている。 

そのために、やっぱり県でも、いろいろ公立高校に対して進路指導の補助員を配置する計画を示

していますけれども、この西郡の管内にどれだけの人を配置するのか、どういう学校にどれだけの

人を配置するのか、その辺の具体的な取り組みを当局がわかっていればお聞かせ願いたいと思いま

す。 

そしてまた、寒河江市でもいろいろな情報を交換して、いろいろ会議をしながら進めております

けれども、これまで就職アドバイザー的なものを配置して、非常に効果を上げている県や市町村も

出てきております。 

ですから、こういう形をとる、雇用対策の一環として、アドバイザー的な人も雇用し、学校にあ

る程度、学校と企業と連絡を調整する役目を果たすような人を配置してはどうかと思いますけれど

も、この辺の取り組みについて市長から見解を伺います。 

また、今、寒河江市でも年末に向けて２日間、企業相談からいろいろな窓口設置を予定しており

ますけれども、確かに昨年と同様、必要だと私は思っております。 

ですから、これをするにもある程度いろいろな団体と協議をしながら、やっぱり商工会とか金融

相談ばかりでなく、生活の不安もあるし、あと雇用の問題いろいろあるものですから、今、国でも

進めておりますけれども、ワンストップサービス、ハローワークあたりとも共同してそういう事業

を今進めようとしていますけれども、これらの取り組みなども一部市独自でできないものかなと私

は思っているんです。 

やっぱりせっかく年末に行っても、いろいろ問題生じて判断できない部分が多くなると思うんで

す、今複雑な絡みがあって。だから、その辺の取り組みにする段階で、もう少しいろいろな人を、

相談者を置いて、何とか解決策を見出してもらいたいと思うんですけれども、この辺について見解

を伺いたいと思います。 

あと、企業誘致もなかなか思うように進んでいない状況ですけれども、１社が何とか今回、立地

を検討するということでありますけれども、山形県の雇用創出事業で１万人を目標にしていますけ

れども、この中で雇用創出というか、企業立地に向けて、そして、雇用創出を目指すということで、

300人ぐらい当初目標にしていたんですね。それが現実に３分の１、109人ぐらいでとどまっている

んです。 



だから、さっき市長もいろいろ全国、県内の状況も話ししておりますけれども、やっぱりこれが

現実の数字かなと思っているんです。ですから、今後いろいろ企業立地に対して補助制度なども設

けて、市として頑張っておりますので、この辺は継続して努力していただきたいと思います。 

あと次に、最上川緑地なんですけれども、とうとうと流れる最上川を見て、市長が初めて就任し

たときに、あそこを見てどういう印象があったのかなと思っているんです。やっぱり川の中にまた

プールみたいのをつくったということで、異様な雰囲気を感じたのではないかと思います。 

そして、やっぱり市民からのいろいろな要望があって、発想転換ではないんですけれども、事業

を一部前後させましたけれども、それが私たちも繰り返し、住民の要望というのは、こういうふう

に整備をしてほしいということで、これまでも何回も言ってきたんですけれども、全然これまでは

耳をかさなかった。 

それに対して、今回、新市長は、きちんとその住民の声にこたえて公園整備を優先する形をとり

ましたけれども、しかし、今の現実として、財政困難な状況の中で、やっぱりもう少し１年ぐらい

待っても、ある程度見直しかけてもいいじゃないかなと私は思うんです。 

市長は、合理的な判断でこの事業を推進していくということでありますけれども、確かにこの事

業を見ていますと、これまでの議会の中でも答弁、いろいろな方がなさっていますけれども、この

誘致の問題ですけれども、結果的にカヌー協会におんぶするような形で、それからはみ出していろ

いろな事業を展開するという方針にはなっていないですね。 

先ほども市長は、カヌー協会とかそういうので各種大会を実施すると言っておりますけれども、

それも競合する部分が各全国に何カ所かあると思うんです。そうすると、やっぱり見込んだ数字よ

りまだまだ現実にはほど遠い数字になるのではないかと思います。ですから、こういう問題は、も

う少し市民に問いかけて、その活用のあり方、もう一度再調査する必要あると思うんです。 

ですから、当局もいろいろ費用対効果を見て、今回は合理的な判断だと示したと思うんですけれ

ども、その前にもう少し市民にこのあり方、この整備のあり方が正しいのかどうか、１回原点に戻

って、そして、それから発信しても問題はないのでないかと私は思いますけれども、この辺につい

て、改めて市長の取り組み方についてどう考えているのか伺いたいと思います。 

あと、この管内で西川町にも隣接するカヌー施設があるわけですけれども、それについても競合

する部分があるんです。ですから、お互い西郡管内で取り合いするようなことではあってはまずい

と思います。ですから、その振り分けもいろいろあるかもしれませんけれども、その判断が市長と

してどう考えているのか、整備することについて。この辺についても見解をお願いしたいと思いま

す。 

あと、農業委員会会長に、農地集積については、各農用地利用改善組合そのものの温度差が非常

に大きいように私は印象としてあります。確かに皆さんこれの取り組みというか、農業関係でいろ

いろな組織を立ち上げますけれども、まず立ち上げた当初、１年ぐらいは一生懸命会議をしたり何

かしますけれども、あとはもう形式的な会議に終わっているんです。 

ですから、もう少し制度の趣旨を理解して、そして組織をする、そのことが非常に私は大事だと

思うんです。そして、それを推進して行政が進めた結果、住民がなじまなかったら、やっぱりそれ

なりに解散も必要だと思うんです。それを単なる継続、継続でやって、農業者の、今、認定農業者

なんかはいろいろな役職をかけ持ちしてやっているんですね。 



ですから、ぜひ寒河江市として農地集積についてはこういう基準を設けて頑張っていくという方

向性を具体的に示して、やっぱりさっきの意気込みを農家自身にも植えつけて、この整備をしてい

ただきたい。そして、利活用していただきたい、組織的に。 

来年度に向けて、利用集積にかかわる農業経営基盤強化促進法の中でいろいろ取り組み進めてい

く決意ですけれども、それもしっかりと農家自身の動きを見ながら育ててもらいたいと思います。 

以上で第２問を終わります。 
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○髙橋勝文議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 最初に、雇用対策の関係でお答えを申しあげたいと思いますが、議員御指摘の来春

高校卒業予定者も含めて大変厳しい状況になっているということは、私ども認識しているわけであ

ります。 

  そういったことで、総本部会議も何度か開催をさせていただいているということであります。た

だ、寒河江市だけということに限定して対策を講じるというよりも、高校の生徒も寒河江市だけで

はありませんので、もちろん少なくても西郡、それから企業においても就労している方は寒河江市

内の方は工業団地の４割程度、そういうこともありますので、もう少し広い範囲内でいろいろな対

策を講じていくという意味で、ハローワークでありますとか、県の担当部局の方からも参加をして

いただいて、本部会議を開催して知恵を出しているところでありますので、それぞれいろいろな議

論の中で役割分担もしながら、もち屋はもち屋ということもありましょうし、それぞれ効果的な役

割を担いながら、この窮状に対応していくということが必要なんだろうというふうに我々は思って

いるところであります。 

  そういった中で、寒河江市の役割というのはどういうものができるのかということも、これから

いろいろ早急に検討していきながら、連携して対策を講じていくということが必要なんだろうとい

うふうに思います。 

  そういった意味で、県の方にもお願いしなければいけませんし、職業安定所の方にもいろいろお

願いしなければならんということもあろうかと思いますので、そこら辺は連携して進めていきたい

というふうに考えているところであります。 

  また、水面広場の問題につきましても、きちっと利活用というものを検討していくというのは当

然のことだろうというふうに思いますし、もちろん市民の方々の御意見もいろいろお聞きしながら、

また、競技団体初めいろいろなスポーツ団体の意向、要望なども聞きながら、ぜひ有効に活用され

る広場であってほしい、あらなければならないというふうに考えておりますので、まだ供用開始ま

でには若干の時間があるわけでありますので、そこら辺はできる限りいろいろな場を設けて、有効

活用について協議をしながら実行していくということが必要だろうというふうに思っているところ

でありますので、御理解を賜りたいというふうに思います。 

○髙橋勝文議長 松田議員。 

○松田 孝議員 雇用対策については、これから具体的にいろいろな問題を解決していく方向性を探

るようですけれども、先ほど提案したワンストップサービスの取り組みなんかも含めて検討してい

ただきたいと思います。 

それと、最上川緑地に関して、これまで市民に問いかけるということはほとんどなかったわけで

す。第５次振興計画にはきちっと載っていますけれども、それをこうやってつくるんだということ

を市民に示していないわけです。ですから、その辺のやり方も少し市民に納得してもらうためにも、

理解してもらうためにも、そういうことも必要だと思います。 

そして、ワークショップなんかもしておりますけれども、特に地元中心ですよね。これでは寒河

江市の緑地公園としての意味合いが全く違うのではないかと思う。やっぱり全市町から集めて、地

域から集めていろいろな議論をしながら、そして、市民の提案を受け入れる形、そうでなければだ



めだと思うんです。 

今だとどうしてもワークショップは公園そのもの、グラウンドとか、そういうのに話し合いをし

ているようですけれども、現実に大きな７億1,000万円もかけて整備するわけですけれども、その

中身というのは、具体的どうこのワークショップでは示しているのかわからないんです。我々もワ

ークショップの中身でどういう話し合いで、どう進めていくのかという説明が全然議会としても、

私もわかっておりません。 

ですから、もう少し市民に広く、今の景気対策が進まない状況で、もう一度１年ぐらいは休んで

いろいろな市民に問いかけながら、新たな活用も含めて、やっぱりワークショップみたいなのを拡

大して検討すべきだと私は思うんです。 

やっぱり国の補助金だからというんで、いつまでもそれに携わって、後で公共事業というか、そ

ういう施設できたことによって、今チェリーランドもそうですけれども、当初の目標とははるかに

違うわけです、計画とは。 

先輩議員から聞いておりますけれども、各施設、チェリーランドにありますけれども、あれの活

用なんかは非常にいい構想であったという話ですけれども、現実的に今見てみますと、もうシンボ

ルタワーなんかは全然使われていない。壊すにも大変だ。使うにもいろいろ苦労する。こんな状態

がまたこの緑地でも起こることが予想されます。 

ですから、もう少し真剣になって、議会の中だけの協議会でなくて、広く住民に当たって、その

中で具体的に方向性を探る必要があると私は思いますので、その辺についての市長の考え方を伺い

まして、私の質問を終わりたいと思います。 

○髙橋勝文議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 確かに松田議員御懸念の点はあろうかと思います。やはり我々としてもこの水面広

場、緑地公園だけではなくて、いろいろな事業、特に大規模な事業を進めていく過程の中で、その

途中経過も含めて、やはり市民の皆さんにある程度わかりやすく、そして、事業の進捗状況などを

お示しをして御理解をいただくということは、やはり必要なことだというふうに思っているところ

であります。 

今後についても、そうした今回の緑地公園についてある程度時期を見て、地元の方以外にも、先

ほどおっしゃるように、いろいろな市民の方の御意見などもちょうだいする機会も必要であろうと

いうふうに思いますし、そうした際などにも、これまでの経過の状況、あるいは今後の展開の方向

なども御説明をして、御理解をして、そして、さまざまな前向きなアイデアをいただきたい、御意

見をいただきたいというふうに考えておりますので、そこら辺は多くの声を反映させる方向で検討

していきたいというふうに思っているところであります。 

以上であります。 
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    川越孝男議員の質問 

 

○髙橋勝文議長 通告番号19番、20番について、16番川越議員。 

   〔１６番 川越孝男議員 登壇〕 

○川越孝男議員 民主、社民、国民新党の鳩山連立政権は、無駄をなくし、国民の暮らし優先、国民

主権の政治実現に向け事業仕分けが公開の中で実施されました。 

  寒河江市にとって、来年度以降の事業に対する影響の心配など、さまざまな課題もありますが、

このことによって、国民の政治に対する関心はかつてなく高まっていると思います。 

  成熟した市民主権の真の民主市政というのは、市長を初め、行政委員会の長とその職員、市議会

の議員、そして市民のこの４者が互いに成長し合う中でなし遂げられるものであり、一部の強力な

指導性だけでできるものでも、また、どこか一つが弱くても達成は難しいというのが私の持論であ

ります。 

  したがって、私は市政のあらゆる取り組みを通じてこの４者が互いに成長を目指すことが極めて

重要だと考えています。そのような視点から、市長並びに教育委員長に質問いたしますので、率直

な見解をいただきたいと思います。 

  通告番号19、市民に見える形での市政運営について伺います。 

  自治体経営について、よく民間企業の経営感覚でという話を耳にします。私はこのことには異論

を持っています。確かに民間には責任の明確化や費用対効果など、学ぶべき点もありますが、民間

企業の経営原則は利潤の追求であって、不採算部門は切り捨て、新たな採算性のある事業を起こす

ことが絶対的使命である。そうすることがよい企業、よい経営者となるわけであります。 

  しかし、自治体には、医療や福祉、教育など、不採算であっても切り捨てることが許されないも

のがあるわけであります。そういう意味では、自治体経営は、民間企業というよりは、むしろ家計

のやりくりと同じだと思っています。 

  家族に病人が出れば、それを支え、家族全員で夢や目標を持ち続け努力しながら、身の丈に合っ

た生活をするわけであります。 

  本市の財政状況は、私が議会に参加した平成３年度から平成20年度までの決算で見ると、歳出総

額では、平成３年度が142億1,800万円でした。平成８年度の158億6,300万円がピークで、その後、

130億円台まで落ち込み、平成20年度では149億2,400万円と4.7％、３億円の増加で、ほとんど変わ

っていません。 

    しかし、内容を見ると、消費的経費は、平成３年度では支出総額に占める割合が42％、59億

9,200万円だったのが、平成20年度には57.3％の85億4,700万円と1.43倍にふえています。 

    また、公債費を含むその他の経費が18.4％の26億1,300万円から33.8％の50億4,400万円に193％、

約２倍になっています。 

  その結果、投資的経費は39％の56億1,200万円から8.9％の13億3,100万円となり、４分の１以下

に大幅に落ち込んでいるのであります。 

    さらに、消費的経費の中身を見ると、人件費は26億2,700万円から、17年過ぎた平成20年度では

27億1,400万円と、１億円弱の増加で、ほとんど変わりありません。 



    物件費は1.33倍の12億5,500万円、維持補修費は2.26倍の増加で、２億1,100万円となっています。

扶助費は1.72倍の13億1,100万円、補助費等は1.94倍の30億5,500万円となっています。その他の経

費では、公債費が2.27倍の28億3,900万円、繰出金が２倍強の14億3,600万円となっています。 

    そのような財政状況の中で、適正な事業選択をするために、３カ年ローリングの実施計画を策定

しているわけであります。そして、平成22年度から24年度までの実施計画が今議会に行政報告され

たわけであります。 

  そこで、①の適正な事業選択をする上での実施計画の改善点について伺います。 

  前に述べたような市の財政事情からして、次のようなことが心配されるわけであります。 

一つは、市民要求に対してこれまでのようにこたえ切れなくなるのではないかということであり

ます。したがって、国同様に、現事業の見直しも必要になるということであります。 

  二つには、市民要求の解決に時間がかかることから、市民の不満の増大が危惧されるわけであり

ます。したがって、それに対応するためには、最も必要なことは、透明性であり、実態の公表であ

ります。客観的かつ科学的に分析、検討できる実情報の積極的公開であります。 

  三つには、３カ年分に限らず、将来想定される財政支出見通しを示すようにすべきであります。

具体的には、公共施設の建物や橋の耐震補強工事はやらなければならない課題であります。そして

また、耐用年数からして避けて通れない市庁舎建設に向けた基金の積み立て、また、各地区から出

されている要望に対する事業費などの概算額を把握をし、明らかにすることであります。 

  四つには、スクラップ・アンド・ビルドの観点から、新事業に限らず、現事業や現施設なども含

め検討すべきだと思います。 

  そして、五つには、健全財政に向けた方針を行政だけでなく市民が参加する中で検討できるワー

キング方式の導入をすべきだと思いますが、市長の見解を伺います。 

  次に、②市議会のインターネット配信の導入について伺います。 

  市政の主権者である市民の信託を受けた市長と、同じく市民の信託を受けた市議会議員が、言論

の府である議場で、市民福祉の向上に向けた議論の状況を中継するということは、お互いの説明責

任を果たす上からも、また、主権者である市民の理解を得る上からも、最善の策として今全国的に

広まっており、西村山地区内においても、既に朝日町では実施されています。この導入について市

長の御見解をお伺いいたします。 

  次に、通告番号20、教育政策について伺います。 

  文部科学省の反対を押し切り、全国で初めて市内の小学校１・２年生クラスに少人数の25人程度

学級を実施した埼玉県志木市の元市長、穂坂邦夫氏が出版した「教育委員会廃止論」が話題になり

ました。 

  その中で、穂坂氏は、教育委員会制度ができた目的の一つに、教育に対する政治介入の排除があ

ったが、とっくに有名無実になっていると指摘。任期４年の教育委員長は、首長が選任し、議会の

承認を得て就任する。しかし、首長が意見の合わない委員を再任せず、自分の言いなりになる人を

委員に据えることで、「教育委員会を意のままに働かせる」と述べ、予算も首長が握っているので、

お金の面からも首長と教育委員会の力関係は明白であるとしています。 

  さらに、現行の義務教育制度の最大の欠陥は、だれも責任をとらないことだと指摘し、市町村長

は教育行政の総括責任者、教育長は直接的な責任者と条例に明記し、それを監視する仕組みとして



教育委員会にかわる地域教育審議会の設置を提案しているのであります。 

  私は、現行制度の中で教育委員会や教育委員が、市民の立場で独自性と主体性を持って本来の活

動をしてほしいと期待をするものであります。 

９月に建設文教常任委員会で、千葉県船橋市の中学校給食について視察研修を行ってまいりまし

た。市教委も視察されていますので、船橋方式と言われる中学校給食の特徴や、実施に至る経緯に

ついては、十分承知されていると思います。 

  私は、議長に提出した報告書でも述べておきましたが、市教育委員会や議会として学ぶべき点や

反省すべき課題が明らかになった思いがいたしております。 

  その一つは、教育委員会のあり方であります。 

  市教育委員会は、他から支配を受けない主体性を持つこと、市民の意向を的確に把握をすること、

それを尊重することの重要性であります。 

  二つには、市長の意向を踏まえ、中学校給食について、教育的観点から基本方針を確定したこと。

それに基づいて具体的実施計画を策定し、取り組まれていたことであります。 

  本市では、中学校完全給食実施を求める請願が平成３年12月議会で全会一致で採択となりました

が、教育委員会は、結論として中学校完全給食は必要なしとし、その後、策定された寒河江市教育

振興計画の中でも同様になっています。 

  中学校給食について、市教育委員会の所掌事務とされながらも、市民の的確なニーズがつかめず、

主体性に欠け、首長の姿勢でゆがめられていたのではないかということが、現在進められている見

直しの状況からも、結果判断として明らかではないでしょうか。 

  二つには、その後も中学校完全給食を求める請願が市議会の多数で不採択になってきたことを見

るとき、市民の根強い要望をくみ上げることができなかったという点では、市教育委員会だけでな

く、議会の課題でもあったと思います。 

  市教育委員会も議会議員も、首長の意向を気にして行動していると思われるようなことがないよ

うに、市民の声を受けとめ、時代を読む感覚を研ぎ澄ますことが今求められており、その重要性を

再認識すべきだと思います。 

  また、違った考えや少数意見に耳を傾けておれば、15年間の無駄は避けられ、まさに失われた15

年間の思いがしてなりません。 

  そこで基本的なことについて伺います。 

  前にも質問していますが、改めて現市教育委員会の見解を伺いたいと思います。 

  ①憲法第92条、地方自治の基本原則である地方自治の本旨について伺います。 

  憲法第92条、地方自治の基本原則では、地方公共団体の組織及び運営に関する事項は、地方自治

の本旨に基づいて法律でこれを定めるとなっています。 

  そこで、この地方自治の本旨について、市教育委員会の見解を伺います。 

  次に、②義務教育や生涯教育の中で、市議会の役割についてどう教えているかについて伺います。 

  今、全国の地方議会で議会基本条例の制定が進んでいます。寒河江市議会運営委員会でも、来年

１月に市議会基本条例を制定している先進的議会の視察研修を予定をしています。一昨年、地方議

会では、全国に先駆け条例を制定した北海道栗山町を石山議員とともに視察をしてまいりました。 

  その中で学んだことは、条例をつくることが目的ではなく、議員一人ひとりの意識改革と自己研



さんが大切であること、市民の理解が絶対的必要であるということでありました。 

  市の政治形態は、市民から直接選ばれる市長と、同じく市民から直接選ばれる市議会議員による、

二元代表民主制であります。したがって、首長制民主主義と議会制民主主義から成り立っており、

その基本的原則は政治的対等性と機関対立主義が原則であります。そのことからすれば、市議会と

いうのは、議案に対して是々非々の立場で臨むのが基本であるわけであります。 

  当局の執行機関に対し、議会を議決機関という言い方をしますが、市議会の法的位置づけは、議

決機関というものではありません。憲法第93条で、地方公共団体には、法律の定めるところにより、

その議事機関として議会を設置すると明記されています。地方自治法上も、議会の権限として、第

96条では、議決事件として定められてはいますが、議決機関とはなっていないのであります。 

  それでは、その議事機関の役割とは、自由闊達な討論を通して、これらの論点、争点を発見し、

明らかにし、公開することが議事機関である議会の第１の使命とされているのであります。 

  そこで、伺いますが、冒頭申しあげましたように、民主的で成熟した地域社会をつくるためには、

市民を含めたそれぞれの成長が必要であります。そのような観点から、義務教育や社会教育の中で

市議会の役割について、特に議事機関ということも含め、どのようにお教えされているのか伺いま

す。 

  また、多数決が民主主義だという声を時々耳にすることがあります。民主主義は市民生活を送る

上で大変重要なことでありますが、教育委員会として、民主主義について、どういう見解を持ち、

どのように教育されているのかをあわせてお伺いをいたしまして、第１問といたします。 
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 平成２１年１２月第４回定例会 

○髙橋勝文議長 佐藤市長。 

   〔佐藤洋樹市長 登壇〕 

○佐藤洋樹市長 川越議員からは、市民に見える形での市政運営ということで何点かお尋ねありまし

たので、順次お答えをしたいと思います。 

  最初に、実施計画のお話がございましたので、若干申しあげますと、御案内のとおり、実施計画

は、振興計画に示された施策の具現化を図るというわけであります。 

具体的な事業の内容、それから、実施年度を示しているわけでありますけれども、社会経済情勢

の変化に伴って、税収や交付税もそうですけれども、国、あるいは県の補助の内容、制度なども変

化をしてくるわけでありますので、その動向を踏まえてその時々の財政状況を見ながら計画をつく

っているというわけであります。そういった点で、毎年３カ年のローリング方式というもので策定

をしているというわけであります。 

その実施計画について、実施計画策定の過程について、あるいは背景について、できるだけ市民

の皆さんにわかりやすく、その情報なりを提供すべきではないのかというような御質問かというふ

うに思いますが、まず透明性、財政状況などの実態公開ということでありますけれども、御案内の

とおり、市政の状況、市のさまざまな取り組みの状況については、年度初めの施政方針、あるいは

予算や決算というものを市報などに掲載をして、また、財政状況なども掲載をしながらお知らせし

ているわけでありますけれども、なかなか実態としてごらんになっている方も限られているという

ところがあるし、また、紙面にも限界があるということであります。 

  そういったことから、私、地域座談会などのときにも、市の財政状況内容、予算の状況というも

のを、若干の時間をおかりをして説明をしているところでありますが、あれでも十分だとは私は思

っておりません。 

そういったところで、できるだけ、あのときは、あの地域座談会では、１枚の資料を使ってとい

うことでありますけれども、これから進めていく上で、もう少し内容のある資料なども準備をさせ

ていただきながら、いろいろ工夫をしてわかりやすく市民の皆さんに市政の状況について提供して、

説明をしていくということがやっぱり基本だろうというふうに思いますから、そこら辺についても

充実をしていきたいというふうに思います。 

  それから、財政支出の長期的な見通しを示すべきではないかというようなお尋ねでありますけれ

ども、これはなかなか難しいところがあるんですね。御案内のとおりであります。 

現在の実施計画の中でもある程度目算をして、総事業費なども掲載するように努めているわけで

ありますけれども、やはり交付税、それから国の補助制度、県の補助制度をとってみても、御案内

のとおり、ことしと去年とでは雲泥の差があるというのも当然であります。それが、毎年毎年大小

はありましょうけれども、そういう制度の違い、国の方針の違いということがあるわけであります。 

  支出の面では、ある程度市の方針に沿って、支出の事業化というものは計画的にはできるという

ふうにはなりましょうが、それに伴う歳入の面というのは、なかなか見通しが立たない。 

  税収についてもしかりでありますけれども、国からのいろいろな交付税を含めた補助制度という

のは、なかなか見通せないというところがありまして、それが計画ということで長期的に立てると

いうことになりますと、それははっきり言って絵にかいたもちになりかねないということで思って

います。 



  そういった意味で、現在、実施計画の中で３カ年の財政の見通しというものを立てさせていただ

いておりますけれども、あれも相当苦労してつくっているところでありますので、長期的な計画、

財政計画というまでにはなかなか難しいのではないかというふうに思っているところでありますの

で、そこら辺は御理解を賜りたいというふうに思っているところであります。 

  それから、地域座談会、先ほどのお話もありましたけれども、地域座談会でもお話が出ておりま

すけれども、国の事業仕分け的なものを寒河江市の予算、事業の中でもそういうのを展開をできな

いのか。要するに意思形成過程をわかりやすく市民の皆さんに公開してほしいというような要望も

あるわけであります。 

  実施計画策定の前に前年度に実施をした事業の効果、さらには、結果というものを評価する、さ

らには、新規事業についても検討する仕組みというものは、やはり必要であろうというふうに思っ

ているところであります。そういったところから、まずは、事業評価についての機能強化をして、

市民の皆さんの参加のもとにそれを評価し、公表していくという仕組みを検討していきたいという

ふうに考えているところであります。 

  私は、市民主体のまちづくりを進めていく上で、行政と市民の情報の共有というものは大変重要

なことであろうというふうに思います。これから行財政改革大綱の見直し、さらには来年度振興計

画の見直しというものも控えているわけでありますので、そういった中でも市民の皆さんの御意見

をちょうだいし、市民参加のもとで進めていくということで考えているところでありますので、今

後とも市政の情報を市民の皆さんによりわかりやすくお伝えでき、一緒に考えていただくというこ

とにできる限り努めていきたいというふうに考えているところであります。 

  次に、市議会のインターネット配信の導入についてはどうかということでありますけれども、議

員御指摘のとおり、県内におきましては、山形県、それから、鶴岡市、朝日町等４市４町で実施を

しているところでありますし、新聞情報によりますと、天童市においても、来年３月定例会から中

継を予定しているようでございます。 

  議会の審議及び活動状況等については、現在、「議会だより」を発行して情報発信をされている

というところでありますけれども、紙面での情報提供については、制限がある、限界があるなどで

あります。 

リアルタイムに流れる生の中継というものは、情報提供として大変有効な手段であろうかという

ふうに思いますし、また、生中継ということであれば、市民にお伝えすることが、そういう意識で

よりわかりやすい言葉遣い、それから表現というものが用いられるというふうに言われております。

市民にとっても議会がより身近なものになってくるというふうになろうかと思います。 

  私にお尋ねではあるわけでありますけれども、議会の活動情報の提供ということに、インターネ

ット配信ということについては、まずは議会の中で十分御議論、御協議をいただくべき事項という

ふうに考えているところであります。その協議結果を踏まえて、私どもは適切に対応させていただ

くということになろうかというふうに思いますので、よろしくお願いを申しあげます。 

  以上であります。 
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 平成２１年１２月第４回定例会 

○髙橋勝文議長 渡邉教育委員長。 

   〔渡邉滿夫教育委員長 登壇〕 

○渡邉滿夫教育委員長 川越議員からは、大変に重い質問をちょうだいしたというふうに思っており

ますけれども、最初の憲法第92条の地方自治の本旨についてお答えをいたします。 

  憲法第92条は、「地方公共団体の組織及び運営に関する事項は、地方自治の本旨に基づいて法律

でこれを定める」と規定しております。 

私どもの地方の教育行政につきましては、この憲法の地方自治の趣旨に沿って、地方自治法、地

方教育行政の組織及び運営に関する法律などによってその制度が定められておりまして、その限り

においては、自主独立、中立な機関というふうな位置づけがなされていると思います。 

  お尋ねの地方自治の本旨そのものについてでございますけれども、これは地方自治の根本精神と

も言うべきものでありまして、一般には地方自治の本来のあり方、地方における行政について、一

つは国から独立した人格を有する地方公共団体の存立を認め、その団体みずからの手により自主、

自立的にその事務を処理するための団体の自治と、もう一つ、その団体の住民の意思に基づいて事

務を処理する住民自治の二つの要素から成るものとされております。私どもも、まさしくそのよう

なものとして認識いたしております。 

  地方の教育行政につきましても、地方公共団体が国との適切な役割分担と相互協力のもと、主体

的に事務処理の責任と権限を持つものとともに、地域住民の意思が教育行政に反映されるような配

慮がなされているものと理解しております。 

  教育委員会では、寒河江市の教育に関する基本的な考えと施策を明らかにした寒河江市教育振興

計画を、平成18年度、国に先んじて策定いたしまして、この計画に基づいて事務事業を推進してい

るところであります。そして、現在、質問にありましたように、多くの方々の意見をもとにこの見

直しを行っているところであります。 

  また、教育振興計画に基づいて教育行政をより効果的に推進し、あわせて市民に対して説明責任

を果たすため、今年度から教育委員会が所管する事務・事業について、３名の外部評価委員の意見

をお聞きしながら、点検・評価を行い、報告書を市議会に提出するとともに、ホームページに掲載

し、広く市民に公表いたしたところであります。 

  今後とも、教育委員会の活動や事務事業の推進事業などにつきましては、冒頭の地方自治の本旨

を踏まえ、市民に広く的確に伝えることにより、教育行政に対する関心を高め、市民の意向を施策

に反映させていくことが必要であるというふうに考えております。 

  次に、市議会の役割及び民主主義について、どのように学校教育に反映させているか、行ってい

るかという御質問でありますが、初めに、市議会の役割についてお答えいたします。 

  事業に当たっては、教科書に沿ってやっておりますので、中学校の社会科公民、これが一番市議

会について詳しく述べておりますので、そこではどのようになっているかということを若干お話し

させていただきます。 

  この教科書では、地方自治について１章を設けまして、その中で、「地方公共団体には、住民の

選挙で選ばれた議員から構成される地方議会と、議会の方針に従って職務を行う町村役場、市役所、

都道府県庁などの執行機関があります。 

  この執行機関の長も住民の選挙で選ばれます。議会と執行機関の両者が住民の意思を代表するよ

うに工夫されております。地方公共団体の議会では、予算の議決、決算の承認、条例の制定・改



正・廃止などを行います。 

地方公共団体によってつくられた条例は、地域の特性を生かし、住民の福祉に直接かかわる決ま

りであるため、その意義が改めて評価されております。」というふうになっています。 

  このような内容で市議会について説明がなされておりますが、議員お尋ねのような、議事機関と

いうような特別な説明はなされておりませんが、以下のような説明で補足されているのではないか

というふうに考えます。 

  地方公共団体は、自分たちの責任で地方の政治を進めます。政策を決めるに当たっては、住民の

意見を反映することが大切です。住民の生活に直接かかわる問題では、住民のいろいろな意見や住

民同士で話し合われた解決のための提案を生かす必要があります。この場合は、住民の代表者、市

長と市議会というふうに明示してございますが、解決策を提案したり、審議したり、実行したりす

ることになります。また、市議会においては、その審議に際し、住民の意見を反映し、よく話し合

うことの重要性と意思決定に際しては、多数決の原理を用いたりしますけれども、少数意見をも十

分尊重することの重要性が説かれているところであります。 

  一方、生涯学習におきましては、成人を対象とした地方自治や市議会に対する理解を深める努力

を続けているところであります。 

  次に、それと関連しまして、民主主義についてのお尋ねがございました。 

  まず、私どもがどういうふうに考えているのかという御質問でありましたけれども、一般的によ

く言われているところでございますけれども、民主主義とは、個人の尊厳と人権の尊重を基本とし、

個人の基本的人権である自由・平等・参政権などを重視し、国民が主権を持ち国民の意思をもとに

政治を行う考え方とされております。 

  これを地方自治体たる我が寒河江市に置きかえますれば、まさしく市民の市民による市民のため

の政治ということになろうかと思います。まさしく冒頭お答えしました団体自治であり、住民自治

の根底にあるものというふうに理解しております。 

  こうした民主主義の考え方は、小学校では６年生に、中学校では、先ほど申しあげました３年生

の社会科の公民の中で身近な生活の問題や地域に住む人々の願いの実現のためにどのようにしてい

るかといった身の回りの学習から発展し、地方自治や国の政治のことを通し、民主主義の概念を学

習しております。よく言われるところとは若干ニュアンス違いますが、まさしく民主主義の学校と

いうところではないかというふうに思います。 

  また、社会科のほかにも、さまざまな学習生活の中で民主主義への学びが成立しております。総

合的な学習の時間を利用しては市議会の傍聴を行った学校もございます。 

また、すべての学校において、小学校段階での学級会活動、児童会の活動の中で、中学校段階で

のホームルームや生徒会活動の中において、話し合い活動の学習を経験しております。その過程で、

みんなで話し合うことの大切さや少数意見の尊重、意思決定の際の多数決の原理と、決定されれば、

全体の意思として尊重し協力し合うことの重要さを、段階的に学べるように配慮をいたしていると

ころであります。 

  こうした学習を積み重ねながら、正しい民主主義を理解し、実践することにより、将来社会の一

員として活躍できる子どもたちの育成にこれからも努めてまいりたいというふうに考えております。 

  以上であります。 
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○髙橋勝文議長 川越議員。 

○川越孝男議員 １問目の質問にそれぞれ丁寧な答弁をいただきました。本当にありがとうございま

す。 

  それで、今回、私一般質問の組み立ては、日本の近代史の中で三つの改革がなされました。明治、

そして戦後、この間の平成改革ということで、全く憲法で言う国民主権の政治をつくっていこうと

いうふうな中で、地方分権というのは、制度上まさしくそういうふうな形になったわけであります

けれども、本当に10年たって今どうなんだと見てみますと、自治体の状況というのは限りある財政

の中でやらなければならない。１問で数字を申しあげましたけれども、そして、平成22年、23年、

24年の実施計画を見ても、いやいや、住民の要望にこたえられる状況ではないというふうに私思っ

ているんです。 

  そうしたときに、市民みんなが理解をし合いながら、どういうかじ取りを佐藤市長は行政の長と

してやりながら、そして、住民から選ばれた、信託を受けた議会の議員が、どういうそこの選び方

を議場で明らかにしながら選択をしていく、そして、市民に返していく。 

  市民も、わかった、ああそれだったらやむを得ないというような、これはまさしく最大公約数的

にならざるを得ないと思いますけれども、そういうものを今私どもが求められているという認識な

んです。 

  そうしたときに、議会の役割や、あるいは地方自治という基本的な部分について、教育委員会の

見解をお尋ねをしました。 

それは学校教育もそうでありますけれども、もう世の中に出ている、社会を構成している市民み

んながそういう認識を持たないというと、それぞれがわがままな主張になったりなんかする、こう

いうふうなことがあるものですから、みんな一緒になってそういう人づくりをやろうじゃないか、

私はこういうことが教育振興計画の中にも貫かれているんであろうなという認識を持ちながら、今

回の一般質問の組み立てをさせていただきました。 

そういう中で、教育委員長の答弁、全く私とかみ合うというか、一致であります。したがって、

これをぜひ具現化をしていただきたい。そして、私は、市民みんながそういうふうに成長しない限

り、いい市政というのはつくれないという持論だということを１問目でも申しあげましたけれども、

みんなでやっぱり力を合わせてやっていく必要があるなというふうな思いをしたところであります。 

世界から日本は、経済は一流だけれども、政治は二流、三流などという批判をやっぱり受けない

ように、それはだれかがするんでなくて、国民みんな、市であれば市民みんなで、市民が主権者で

ありますから、みんなでやっていくと、こういうことが必要なのであろうという思いであります。 

それで、市長の方にお尋ねした、市民に見える形での市政運営について、この関係について、概

括的に市長の答弁ありましたので、それでいいんですけれども、通告の中で少し中身もこういうふ

うな課題があるのでないかと、こういう課題について市長の見解を伺いたいというふうなことも申

しあげました。 

それで、やっぱりこういう状況の中で、前段、松田 孝議員からも最上川緑地の質問もありまし

た。あのことについても、私はこれまでも全協でも、あるいは前の議会でも申しあげてきたんです

が、多面的水面広場、進むにもさまざまな課題が、やめるにもさまざまな課題、変更するにもさま



ざまな課題ある。 

しかし、それぞれ今言った三つなら三つを想定した場合に、今後、附帯工事としてこういうもの

が出てくるとか、そのためには金がどうかかるとか、できたときの維持管理がどうなんだというも

のを出して、それを市民の前に明らかにして、そして、市民と一緒に、ならばこの道を歩むべとい

うふうに決めていただきたい。 

見切り発車的に進めるのはちょっとやめてほしいというふうにお願いもしておったんです。した

がって、そういうふうな部分、さっきの答弁聞いていますと、もう平成24年度に向けて進んでいく

んだというふうになったのかなというふうな心配も実は持ったんです。 

いや、進むんだとすれば、これぐらいの金かかってこうだよと。やめた場合にはこうだけれども

とか、別な方向にした場合には、何になるかわからないけれども、まだ不確定な部分あるけれども

というように、中身を示してみんなで意思決定をしようじゃないかという趣旨で私は申しあげてい

るんです。 

したがって、その辺について、佐藤市長は、もう運動広場と芝生広場の方を先行していて、多目

的水面広場については、もう少し時間かけて検討しようというふうになっていたんだなと。そして、

それがある程度いろいろな方法が出たときには、議会にも、あるいは市民にも示して、どれいいべ

というふうな形になるんだろうなと実は思っていたんです。 

したがって、その辺についてもう一度お願いをしたいというふうに思いますし、あとやっぱり、

私、中長期の財政計画立ててくれというのではないというようなこと、打ち合わせでも言ったし、

実施計画の説明会の全協の際なども申しあげているんですが、それはできないというのは、歳入の

部分でどういうふうになるかわからないので、わかります。 

ただ、これから予想される歳出の部分、さっきちょっと項目言いましたけれども、そういうもの

を何ぼぐらいかかるんだか概算を持っておく必要あるのではないかと。そういうことをわかってい

て、そういう中で全体的な寒河江市の仕事を何々やっていくんだかというふうに、そういう意味で

は、私は家計のやりくりと同じだということを申しあげました。 

子どもが成長すれば結婚します。結婚すれば出産、子どもが生まれる。育児かかります。学校に

も入る。教育費かかりますというように、先々、みんな我々の家計というのは、そういうことを組

み立てるわけね。そして、ライフ設計を立てて、それぞれの家庭を維持するわけです。 

それと同じように、だから、お父さんはもっと月給余計になるといいとか、農業でもっと頑張っ

て銭入るといいなといったって、それだっってその年、その年どうなるかわからない。農業の場合

にはありますけれども、かかるのはどれぐらいかかっていくというのは、予測立てるわけです。 

それと同じように、自治体経営も避けて通れない部分のものはどれぐらいあるのだか、あるいは

住民から出てきている例えば市道の舗装、市道の整備だって、総延長で何ぼ、概算メーター何ぼに

するとどれぐらい、将来的にかかるんだというようなことを、常につかみながらやっていく必要が

あるのではないかという趣旨でしたので。 

それからもう一つは、ワーキング方式。これも往々にしてワーキング方式を提起するというと、

なかなかなれていなくて、皆話がまとまらないと。みんな勝手なことを言うということがよその自

治体であります。ワーキング方式を導入する際、そこが一番根本的な自治の問題なんです。 

そういう教育がなって、そういうことをやってみて、そこまで不十分だったら寒河江市の現状が



そうなんだと。市民がまだそこの部分が不足しているんだというふうにとらえて、そして、生涯学

習やなんか、社会教育の中で、そういう我勝手なことを言う人でない市民をつくり上げていくとい

うことが重要だというふうな思いがありますので、ぜひこのことについて、時間少なくなりました

のでここでやめますけれども、受けとめていただいて、市長、見解ありましたらお聞かせをいただ

きたい。ぜひ今のことを受けとめていただきたいというふうに思います。 

○髙橋勝文議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 最初に、実施計画というんですか、そういう計画についての考え方をもう少し全体

的な背景なども提示をしながら、そして、その判断をする際は市民の皆さんと一緒になってよりよ

い方向を見つけていくべきではないのか。市の方で独断専行的に決めてしまうのはよくないんでは

ないかというような御指摘だと思います。 

  確かに新たな施策展開を進める際には、もちろんそういうことは必要でありましょうし、これか

らいろいろな計画をつくる際にも、さらに、市民の皆さんの貴重な御意見をいただきながら、市民

の皆さんと一緒になって進めていくということは大事だろうというふうに思います。 

  特に、寒河江緑地のお話もありましたけれども、これまでの経過、そして、今後の展開、それか

ら、いろいろなケースを想定して、どういう状況が想定されるかということについては、ぜひ、地

域の方だけではなくて、多くの市民の皆さんに御理解をいただくような資料なども整備をして、御

説明なり情報提供をさせていただいて、今後、展開を進めていきたいというふうに考えているとこ

ろであります。 

  それから、財政の見通しなどについても、さまざまな庁舎の問題も御指摘ありましたから、そう

いう点も含めて、いろいろな財政需要というものを全体的に、今後５年か10年かという大くくりの

中で、大規模な財政需要がどういうふうに出てくるのかということを、頭の中では想定していなが

ら、財政見通しを立てているわけでありますけれども、そこら辺についても、ぜひ市民の皆さんの

方に示していただいて、情報を共有してほしいということでありましょうから、そこら辺について

も、やはり今後、いろいろな資料を作成する際に、検討をしながら、情報を織り込んで、できるだ

けわかりやすくしていく必要があるというふうに思っておりますし、ワーキンググループ、ワーク

ショップ的なものについても、徐々にいろいろな事業の中で展開されてきて、なじみが出てきてい

るわけでありますので、そうした手法をできるだけ活用しながら、多くの市民の皆さんの声を反映

して一体となって事業を進めていくということが、市民主体の、市民参加のということになろうか

と思いますので、そこら辺は工夫してまいりたいというふうに思っているところであります。 

○髙橋勝文議長 この際、暫時休憩をいたします。 

  再開は２時45分といたします。 

    休 憩 午後２時３６分 
                  
    再 開 午後２時４５分 

○ 髙橋勝文議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 
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    石山 忠議員の質問 

 

○髙橋勝文議長 通告番号21番、22番について、３番石山 忠議員。 

   〔３番 石山 忠議員 登壇〕 

○石山 忠議員 12月定例会最後の一般質問となりました。 

  私は、市政に望む市民の声と市が取り組んでいる事業の進展状況を知りたいという市民の求めを

受けて、新政クラブの一員として市長並びに教育委員長にお伺いいたします。 

  通告番号21番、協働のまちづくりについてお伺いいたします。 

  アラブ首長国連邦ドバイで、政府系企業の資金難が表面化した「ドバイ・ショック」により、日

米欧やアジアの主要株式市場は軒並み急落し、世界的な金融不安が再燃しています。 

  世界的な不況の影響で主要国は、自国の経済立て直しが優先課題となっており、特に、深刻なデ

フレに見舞われている我が国は、景気に冷や水を浴びせないように、経済運営を求められている状

況にあり、景気の先行きは不透明で、雇用関係が最悪となるなど、不安定な社会経済情勢にありま

す。 

  平成21年度の国の税収見通しも、当初予算段階の見積もり46.1兆円を大幅に下回る37兆円程度に

落ち込むことがほぼ確実となりました。 

  このような情勢の中で、官僚主義から政治主導への転換を掲げた新政権による行政刷新会議のワ

ーキンググループによる公開制とゼロベースでの見直しをポイントとした事業仕分けという予算査

定が終わり、各方面からさまざまな評価や意見、要望などが提起される中で、昨日15日、平成22年

度予算編成の基本方針を閣議決定し、平成22年度予算の今年末確定を目指して最終段階に入ってい

ますが、地方が期待を寄せていた地域主権についても、財政問題を含め、進め方が明らかでなく、

地方における平成22年度以降の施策の展開にも大きな影響が予想されます。 

  この時期において、政府の動きは注視しつつも、地域主権を担うのは地方そのものであることは

紛れもない事実であり、地方分権、地域主権の取り組みは進めていかなければなりません。 

  そこで、地方分権、地方主権のキーワードは協働とし、協働のまちづくり、中でも自治の担い手

の育成についてお伺いいたします。 

  国の地方財政対策の内容によっては、厳しい財政状況がさらに厳しさを増すことも想定し、効率

的な行政運営と将来を見越した財政基盤の確立を目指していかなければならないと思います。 

  自治体としては、国を当てにすることができず、財政規模の縮小を余儀なくされ、これまで実施

してきた事業を廃止、縮小が検討されるケースも多くなることを予想し、その事業の存続が必要な

場合には、行政と住民との役割分担を明確にし、共同で事業を実施する、協働することが時勢的な

選択肢の一つになっています。 

  行政と市民が協働するということは、お互いの独立性・対等性が保障されることが前提であり、

行政の下請として市民が働くことは協働ではないということは言うまでもありません。 

  協働の対象は、事業実施面における行政とＮＰＯとの協働から市民個人や企業・事業者との協働

に範囲を広げ、また、政策企画面における自治体、行政プラス議会と市民との協働に進展すべきと

考えますことから、行政ないしは施策決定の過程も変化してくることになり、業務に携わる者の性



格にも変化が必要になってきます。 

  自治を担う人材は、生活をしている人、働いている人、学んでいる人など、その地域にかかわり

を持っているすべての人々でありますが、特に、行政のプロである行政職員の自治の担い手として

の意識改革が肝要と思います。 

  住民と行政のパートナーシップのもとに、まちづくり活動などに市民団体やボランティア団体、

ＮＰＯと行政が一緒になって活動していますが、これからはますますこのような形、活動が多くな

ると予想しています。 

  そこで、行政が何をどこまですべきか、どのような専門性を持つべきかを的確に判断すること自

体が、最初に必要な能力となり、地域の問題を発見し、そこから課題を設定していくことにつなげ

ることが政策形成の重要な要素となります。 

  プロの行政職員としての専門性を身につけ、市民と行政が対等なパートナーシップを携え、協働

のまちづくりに取り組むべきと存じます。 

  以上のことから、協働のまちづくりについて、市長の基本的な考え方をお伺いいたします。 

  さらに、自治の担い手、特に、主要な自治の担い手である行政職員の変革の時代における意識改

革についてお伺いし、市長にお伺いする第１問といたします。 

  通告番号22番、過小規模校の適正規模化について、教育委員長にお伺いいたします。 

  「全国の公立小・中学校が、おおむね３ないし５年後に少なくとも1,117校、30校に１校が減る

見通しであることがわかった」との記事がありました。 

  これは、平成19年11月から12月にかけて実施した読売新聞社の全国調査によるもので、少子化の

影響で複式学級を抱える学校がふえたほか、耐震基準に満たない校舎の建てかえや自治体の大合併

による財政効率化で、統廃合を迫られていることが背景にある。 

全国の市区町村の４分の１が学校の再編を検討していることも判明。今後、統廃合に拍車がかか

ることは必至で、校舎の建てかえ費用など、政府も新たな財政負担を求められると見られていると

報道しています。 

  調査の内容については、47都道府県と全市区町村の教育委員会に小・中・高校などの統廃合や新

設を伴う再編計画、学校数の増減を尋ねたその結果、２万2,420校ある小学校は、平成20年度には

211校減少し、中学校も１万1,150校から50校減ることがわかった。 

  今後の小・中学校の再編については、全市区町村1,820の中で、436自治体、23.9％が再編を検討

中と回答。このうち239自治体が計画や構想に基づく将来の学校数を挙げ、平成19年度と比べおお

むね３ないし５年後に小学校が848校、中学校が269校、それぞれ減ることが判明した。30校に１校

が姿を消すことになる。 

    減少数を都道府県別で見ると、北海道が最も多い109校で、広島県が90校、山形県が71校と続い

た。通学距離の問題や過疎化が進むとの懸念から反発は強く、22自治体が計画の凍結や見直しを迫

られていると答えた。 

少子化の影響で、平成15年度以降、公立小・中学校は、年200校以上のペースで減っているが、

校舎や体育館が耐震基準を満たしていない学校が３分の１に上り、複式学級を抱える学校も3,000

校を超えていることから、統廃合が加速すると見られると結んでいます。 

  寒河江市においても、平成18年11月の寒河江市教育振興計画策定に先立ち、教育振興計画を作成



するために、教育のあり方、その方向性を、時代を担う子どもたちの適切な教育環境のあり方など

について論議し、少子化に伴う教育環境の変化など、大きな社会変化、教育課題の検討を重ね、そ

の中で地域の実情等に応じた学校のあり方を課題の一つに上げ、特に、過小規模校の子どもたちの

学習や体験の場のあり方を研究し、教育のねらいをより効率的に達成するために、学ぶ集団の適正

規模化を推進する方針を決定しました。 

  その後、平成19年11月21日に建設文教常任委員会の協議会において、田代小学校を過小規模校と

して、平成20年４月１日を目途に白岩小学校に統廃合の方針が示され、11月30日に田代地区住民と

の懇談会を持ち、その中で、「急な話だ」「130年の歴史を大切に」などの意見が出され、子どもた

ちや地域の人たちの納得を得る時間が必要などから、平成20年１月、田代小学校と白岩小学校の平

成20年４月１日統合開始を取りやめるとの決定をされ、地域の人たちの理解を得るため、数多くの

話し合いの場を設けていくとしています。 

  そこでお伺いいたします。 

  冒頭述べました読売新聞社の全国調査において、寒河江市の回答内容はどのような内容であった

のかお知らせください。 

  次に、田代小学校におけるこれまでの地域住民との話し合いの経過と内容について、さらに、今

後の進め方について伺います。 

  さらに、田代小学校と同様の条件にある幸生小学校についてどのようなお考えをお持ちなのかを

お伺いをし、教育委員長に対する第１問といたします。 
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 平成２１年１２月第４回定例会 

○髙橋勝文議長 佐藤市長。 

   〔佐藤洋樹市長 登壇〕 

○佐藤洋樹市長 石山議員からは協働のまちづくりについての御質問でありますので、お答えを申し

あげたいというふうに思います。 

  私、まちづくりの基本というのは、やはり市民の皆さんの市政への積極的な参加というのが大前

提だろうというふうに思っています。 

  現在、社会・経済情勢、政治情勢も含めて大変大きく変わってきているわけであります。この変

革の時代を乗り切り、そして、まちづくりをどういうふうに進めていくかということを考えますと

きに、市民の皆さんと行政が対等な立場で、お互いを尊重しながら、そして、役割を分担し、場合

によっては補完し合い、タッグを組みながら取り組んでいくということが、やはり重要なんだろう

というふうに思っているところであります。 

  寒河江市におきましては、これまでグラウンドワークなどさまざまな形で市民参加のまちづくり

というのが実践されてきた歴史があるわけでありますが、これからの取り組みということになりま

すと、そうした関係をさらに進めていくこと、市民主体のまちづくりへと進化を遂げていかなけれ

ばならないのではないかというふうに私は思っております。 

  市民主体のまちづくり、特に、地域づくりにおいては、市民の皆さんが自分たちの地域の課題解

決に向かって意見を出し合いながら、そして、お互いに行動に移すことというのが大事だろうとい

うふうに思います。 

  その中で、行政の役割というのは、専門的な知識でありますとか、石山議員御指摘のとおり、情

報の提供、収集、あるいは他のいろいろな機関との調整、さらには、財政的な支援という部分を担

いながら、課題解決に向かって地域を支援して一体的に取り組んでいくことだろうというふうに考

えているわけであります。 

  そのためには、当然行政と地域住民の方々の信頼関係というものがなければならないわけであり

ます。お互いの情報を共有し合うということが重要であろうというふうに思っているところであり

ます。 

  こうした市民主体のまちづくり、あるいは地域活動を進めていく、支援していくという方法、方

策といたしまして、今年度からモデルケースということで、地域の職員の地域担当制などというも

のも導入させて試行しているところでございます。 

  また、地域座談会なども私催させていただいているわけでありますけれども、この地域座談会と

いうのは、地域の皆さんの声を市政に反映させるという目的は当然あるわけでありますけれども、

また、地域の住民の皆さんがみずからの地域を見詰めて、みずからの地域づくりの思いを高めてい

ただくという、密かなねらいも私としては持っているところであります。 

  この市民主体のまちづくりの考え方を、例えばワークショップ的なやり方を導入するなど、いろ

いろな事業の実施においても、さらに進めて取り入れて、市民の皆さんがみずからも市政を担う、

そして、自分たちの意思が施策に反映されるということを実感、体感できるような市政運営という

ものがやっぱり大事だろうというふうに思います。 

  議員お話しになりましたけれども、市民の皆さんと行政の対等なパートナーシップというものを



基本として、協働のまちづくりというものを進めて、さらに一層進め取り組んでいきたいというふ

うに考えているところであります。 

  次に、変革の時代におきます職員の意識改革について御質問がございました。当然改革という中

では、意識の改革というのも大変重要な要素であろうというふうに思います。協働のまちづくり、

市民主体のまちづくりを進めていくに当たって、行政に携わる職員は市民の皆さんの身近な意見、

要望をいかに市政に反映させていくかという意識はもちろん当然でありますけれども、課題解決に

向かってどのような形で市民の皆さんから主体的に行動していただくかというようなことを常に意

識をして、さまざまな活動、行政を展開していかなければならないというふうに思っているところ

であります。 

  そして、市民の皆さんと一緒になって課題解決を図っていくために、自分の専門性を磨いていく

とともに、安易に前例踏襲という事業展開を、施策展開をすることなく、時代の流れを的確にとら

えながら対応する、そうした分析力、行動力、さらには、時代を先取りする発想力というものを持

っていただきたいというふうに思っているところであります。 

  職員にはこうした高い志、意識というものを持って行政の執行に当たり、市民の皆さんとともに、

みんなの力で寒河江の未来をつくり上げていかなければならないというふうに思っているところで

あります。 

  以上であります。 

 

 

 

 

http://192.168.9.1/gijiroku/giji/2009/2112/065.pdf
http://192.168.9.1/gijiroku/giji/2009/2112/067.pdf


 平成２１年１２月第４回定例会 

○髙橋勝文議長 渡邉教育委員長。 

   〔渡邉滿夫教育委員長 登壇〕 

○渡邉滿夫教育委員長 お答えいたします。 

  最初に、読売新聞社の全国調査に関してお答えしたいと思います。 

  回答の内容でありますけれども、議員からも指摘ございましたように、平成18年11月に策定いた

しました寒河江市教育振興計画の学ぶ集団規模の適正化の推進に伴いまして、回答そのものは、小

学校の学区の再編について検討中というふうに回答しておりまして、具体的な内容については何ら

触れておりません。以上が読売新聞社に対する回答でございます。 

    次に、田代小学校の統合問題にかかわります話し合いの経過についてお答えいたします。 

  経緯の前後につきましては、密接に関連することから、過去にさかのぼって時間を追ってお答え

させていただきたいと思いますので、議員の質問の中で触れられているところと多分に重複するこ

ともあるかと思いますが、御理解賜りたいというふうに思います。 

  このことにつきましては、教育振興計画において、地域実情などに応じた学校のあり方を課題の

一つに掲げ、特に、過小規模校の子どもたちの学習や体験の場のあり方を研究してまいりました。

その中で、教育のねらいをより効果的に達成するため、学ぶ集団の適正規模化を推進するという方

針に従い、さまざまな視点から検討を重ねてまいったところであります。 

  その結果、教育課程の編成・実施はもちろん、児童の学習活動の広がりと進化に課題があること。

特に、今教育に強く求められている児童生徒の資質・能力の育成に欠かすことのできないコミュニ

ケーションの場を日々の学習活動の中で十分に設定することが困難な状況であるという確認をした

ところでありました。 

  このことを踏まえ、子どもたちに一刻も早くよりよい教育環境を提供すべきとの考えから、田代

地区民の理解を得ることに努め、平成20年４月１日を目途に、白岩小学校と一緒にしていくべきと

いう結論に達したところであります。 

  これをもとに、田代小学校保護者などとの話し合いを経た上で、同年11月30日、田代地区住民と

の懇談会の中で、教育委員会の方針について説明させていただきました。 

  しかしながら、住民の方々からは、「話が急過ぎる」「130年の歴史のある学校なのに来春の統合

では思い出づくりもできない」「子どもたちや地域の人々が納得する中で閉校するには時間が必要

だ」などの意見がございました。以上のことは議員御指摘のとおりでございます。 

  その後、12月に田代区役員との話し合いも経る中で、翌年４月１日の統合は地区民の理解を得る

ことは不可能と判断いたしまして、平成20年１月８日の教育委員会におきまして、具体的な統合期

日、目標であります平成20年４月１日を外し、「過小規模校である田代小学校については、できる

だけ早い時期に廃止し、白岩小学校と統合することとする」という結論に対し、地区の方々にお示

ししたところでありました。 

  その後も田代小学校ＰＴＡとの懇談を重ねるとともに、教育委員との間の懇談会も開催し、教育

委員会としての考え方に対する理解を求めてまいりましたが、合意には至りませんでした。 

  平成20年７月の教育委員会において、できるだけ早くという基本方針に基づき、さらに、統合の

ための準備の期間も考慮しながら、「田代小学校については、平成22年４月１日をもって白岩小学

校との統合」の方針を確認し、地区民の方々に提案をさせていただいたところでありますが、これ

につきましても、なかなか理解をいただけないという状況でありました。 



  こうした中にありまして、田代地区におきまして、翌年、ことしになりますけれども、２月に田

代小学校統合問題協議会を設置されましたので、この統合問題協議会を窓口に、協議会役員やＰＴ

Ａとの方々の話し合いを現在まで根気強く重ねてまいったところであります。 

  その間、在籍児童たちの抱えている課題解決の一助にするために、田代小学校、白岩小学校の集

合学習を充実させるとともに、さらに、幸生小学校も加えての３校集合学習を定例化する中で、少

人数では体験できない学習内容の提供に努めたところであります。 

  こうした集合学習の実施を通しながら、集団の中で学ぶ子どもたちの生き生きとした姿を、保護

者の方々に写真で紹介したり、また、保護者の方々に授業参観をしていただき、集団の中で実際に

学習する様子も見ていただきました。根気強く理解を求めながら、相手方の主張にも耳を傾けつつ

統合への理解を求めてまいったところであります。 

  話し合いを通し、地域からは「平成22年４月１日では時間がなさ過ぎる」「期限を見直す中でな

いと話のテーブルには着けない」「私たちの考えも聞いてほしい」などという意見が出てきました。 

教育委員会としましては、これらの意見を踏まえるとともに、事実上統合時期まで１年を切った

段階になりましたので、統合のための準備も間に合わないということから、ことし９月の教育委員

会において、「できるだけ早い時期に白岩小学校と統合する」ことを確認し、平成22年４月１日の

期日を外したところであります。 

  このことを去る11月4日、田代小学校統合問題協議会の皆様に報告いたしまして、再度話し合い

をさせていただいたところでしたが、その場で「統合はやむを得ない。時期については今後よく話

し合って決定する」ということを協議会役員、保護者と教育委員会が互いに理解し合い、確認し合

ったところであります。 

  子どもたちへのよりよい教育環境の整備に向けて、貴重な第一歩を踏み出したものと考えており

ます。今後も誠意ある対応を続けながら、できるだけ早期に統合ができますよう、話し合いを継続

してまいりたいというふうに考えております。 

  次のお尋ねの幸生小学校への対応についてお答えいたします。 

  平成19年当時、児童数が田代小学校５名、幸生小学校19名という状況から、少人数による課題が

より大きいと思われる田代小学校について統合の提案をさせていただきました。 

  しかし、幸生小学校についても、近い将来に10名程度の児童数に減少し、田代小学校と同様の課

題が拡大することが予想されました。 

そのため、昨年、平成20年でありますけれども、８月の教育委員会において、「過小規模校であ

る幸生小学校については、白岩小学校への統合を進めていくものとする」ということを確認し、同

年、昨年でありますけれども、11月12日に幸生地区住民との懇談会において、教育委員会の考えを

説明させていただいたところでありました。 

  幸生区長からは、同年、昨年12月に、幸生小学校存続のための陳情書が教育委員会へ提出された

わけですけれども、その後も幸生区役員や保護者との協議を４回程度重ねる中で、子どもたちによ

りよい教育環境整備について丁寧に説明させていただいているところであります。 

  これからも丁寧に話し合いを続け、できるだけ早期に幸生地区の方々からも御理解をいただける

よう努めてまいりたいというふうに考えております。 

  以上でございます。 
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○髙橋勝文議長 石山議員。 

○石山 忠議員 御答弁ありがとうございました。 

  最初、協働のまちづくりということで、行政、議会、住民の三位一体になったまちづくりが大切

だということを申しあげましたところ、市長の方からは同じような、取り組んでまいりたいという

御答弁をいただきました。 

  ここでは、特に、行政の側の行政職員について述べてみたいと思います。 

  行政職員には、これまでも研修という人材の養成のシステムがあり、研修所などでの集団研修と、

実務の経験を通じて行うオン・ザ・ジョブ・トレーニング、ＯＪＴなどがありますが、おのおのの

研修にも一長一短があり、将来を担う職員の基本的な資質と能力にかかわることであることから、

問題発見能力、問題抽出能力を高め、問題意識が高く、分析能力が高い行政職員を養成するような

研修を行うべきであるとされています。 

  政策形成についても、職員全体の底上げと、分析や企画、立案、調整を担う職員の能力アップの

双方を視野に入れる必要があり、特に分析や企画については、単なるアイデアや思いつきではなく、

しっかりとした理論の手法の取得と、冷静かつ客観的な視点が求められるため、ある程度の専門的

なトレーニングが必要とも言われ、社会人教育を受け入れる公共政策系の大学院の活用も全国では

進んでいます。 

  さて、９月の定例会の折、一般質問で行政は人材の活用だとして、地方公務員という一文を紹介

する中で、地方公務員にはすぐれた人材が多く、市役所職員は一流企業並みの人材で構成されてい

るはずだが、市民のためのアイデアが出てこない。縦割りの弊害など、個人、組織の課題等につい

て申しあげました。 

  市長は、各種団体との会合、先ほども触れられておりましたけれども、市内全域における地域座

談会の開催、地域担当制の実施などにより、地域住民の提言や要望など、幅広い広聴活動に精力的

に取り組んでおられるほか、庁内においても、主事から課長補佐まで、職務、職階別の「市長ミー

ティング」を開催し、職員とのコミュニケーションを図りながら、新たな施策の展開に取り組んで

おられます。 

  このミーティングのねらいとして、24年間の前市政のもとで業務に励んでこられた職員について、

人事の考察と職員の能力を十分認識しつつ、さらに深く理解するとともに、その能力を現市長のも

とで市政発展のため十二分に発揮してもらいたいという強い考えのあらわれであり、意味するとこ

ろとして、財政、施策は無論のこと、地方分権が進む中で、市政を執行する市長の新しい施策の大

事な取り組みと理解しております。 

  これまで、自治の担い手である職員とのかかわりの中で、さまざまな感想をお持ちでしょうが、

直接職員との触れ合いの中で感じられたことなどお伺いできればお願いしたいと思います。 

  さらに、市政がかわったことに伴い、職員意識の変革も重要であると、先ほど市長も申されまし

た。24年間の長期にわたり市政を担当された前市長の感覚からの脱皮をも求められていると思いま

すが、これらについての考え方があれば、感じたことも含めてお伺いいたしたいと思います。 

  次に、教育委員長の御答弁ありがとうございました。 

  第２問に移らせていただきます。 



  田代小学校は、明治11年２月、児童数41名で創立されました。昭和35年の153名をピークに児童

数は減少し、100周年を迎えた昭和52年には、男子25名、女子16名、計41名となり、130周年の平成

19年には、男子１名、女子４名、計５名となり、現在は、男子４名、女子６名、計10名が学んでい

ます。 

  一方、幸生小学校も、明治11年４月創立、昭和21年の262名をピークに、鉱山の衰退とともに減

少し続け、平成９年には25名となり、完全複式となりました。現在は、男子５名、女子７名の計12

名が学んでいます。 

  両校とも地区住民の自慢の学校として、また、地域のよりどころとして本年まで130年以上の歴

史を刻んでまいりました。 

  特に、田代小学校では、昭和54年、東日本を対象にした「東部地区へき地教育指導者講座国語部

会」が、竣工したばかりの校舎で開催されました。その折、参加した先生方から、山間地域の教育

施設としての整備状況に称賛の声が寄せられました。 

  また、小学校の新築により、地域の方々の定住意識にも影響があり、住宅の改築や新築をなされ

る方も多く見られました。以来、生活環境の変化やモータリゼーションの進展により、状況は変わ

ってまいりましたけれども、地域や学校にかける思いは深いものがあると思います。 

  人をつくることはまちをつくることと、統合問題では、子どもたちにとっても、地域の方々にと

っても大変重いことでありますので、十分なコンセンサスを得て取り組まれるようにお願いいたし

ます。 

  以上で第２問といたします。 
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○髙橋勝文議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 それでは、お答えを申しあげたいと思いますけれども、市長ミーティングの率直な

感想と、新たな市政に向けた職員の意識改革ということで御質問がありました。 

私、開かれた市長室ということを掲げまして、ことしの５月からもう27回にわたるんですかね、

市長ミーティングということで、行政職の職員を中心に補佐級まで約200名、１回五、六名であり

ますけれども、そういうことでいろいろな話し合いを約２時間程度させていただいたところであり

ます。 

  最初のうちは、やっぱり最近の財政状況なんかを反映して、全体的に閉塞感、職員に元気、覇気

が不足しているのではないかというようなことも感じておりましたけれども、回を重ねるごとに、

職員の方からもいろいろなアイデアも出て、ユニークな発想というものも出てきて、大変充実した

ミーティングであったというふうに思っているところであります。 

  議員御指摘のとおり、寒河江市の職員というのは、大変公務員としては十分な資質を持っている、

それどころか大変優秀な職員であるというふうに認識しているところであります。 

  ただ、現在の社会情勢を見ますと、公務員、特に市職員に求められているものというのは、大変

多様化しているわけでありまして、国も政権交代をし、また、新たな政策転換というものが打ち出

されているわけであります。 

  自治体においても、そうした状況の変化というものを的確にとらえながら、また、多様な市民の

ニーズにもこたえていかなければならないということであります。これまでのものづくりの政策か

ら、住民目線でのソフト事業への転換というものが、流れとしては求められているんではないかと

いうふうに我々は思っているところであります。 

  そうした中においても、寒河江市の元気をいかにつくっていくかということが私に課せられた課

題でもありまして、そうした中で、職員の皆さんにもそうした問題意識というものを常に持って、

住民目線での市民のために取り組んでいただきたいというものを期待しているわけであります。 

  そうしたことから、先ほど第１問でもお答えしましたけれども、ことしの７月から田代・幸生地

区を対象にして、地域担当職員というものを配置をして、職員が地域に出向いて、住民の方々とひ

ざを突き合わせて地域の課題や活性化について話し合うということをさせていただいているところ

であります。 

  これからの市政運営に当たっては、職員のさらなる発想力、行動力というものを大いに我々とし

ては期待しているところであります。それを十分に発揮できるように、そうしたものを伸ばしてい

けるような環境整備というものは私の役割かなというふうに思っております。そういった中で、職

員みずからが新しい時代に向かっていく感覚を磨いていただきたいというふうに思っております。 

  自治体の自立と協働が大変求められる今日であります。全国どこでも同じ内容、同水準の公共サ

ービスを提供する時代から、地域ごとにオーダーメードで市民主体による市民のための行政への転

換というものが進んでいる状況であります。 

  そうした時代の流れの中にあって、それを担う職員の未来を切り開く強い意思とたくましい実践

力に私は大いに期待しているところであります。 

  以上であります。 
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○髙橋勝文議長 石山議員。 

○石山 忠議員 第３問といいますか、ちょっと感想を述べまして質問を終わりたいと思いますが、

今、市長の方から、ものづくりの施策から住民目線への転換、それに、オーダーメードの市政とい

うお話がありました。 

  先月16日でしたが、会派の行政視察としまして、沖縄県の那覇市を訪問いたしました。テーマは

那覇市協働のまちづくり事業として、那覇市協働型公園管理モデル事業の策定経過及び内容につい

て、実施に当たっての成果及び課題について、他の事業との関連について御指導を受けてまいりま

した。 

  その中で、第４次那覇市総合計画が示され、まちづくりの基本理念として、「なはが好き！みん

なで創ろう子どもの笑顔が輝くまち～亜熱帯の自然と文化が息づく、自治・協働・平和都市をめざ

して～」とありました。都市像の中にも、「心地よいつながりでつくる自治・協働・平和都市」と

して、協働の輪を広げる構想をうたい上げておりました。 

  行政と市民との協働によるまちづくりの実現に向け、公共サービス、いわゆる事業への市民参画

等について、市長が営業部長として、地域等に出向いて提案及び意見交換などを行うことにより、

協働によるまちづくりに実践を促進するとして、「Ｄｏ協働！それ行け営業部長」の活動を展開し

ていました。市長が地域座談会という形で出られている同等のものかと思います。 

  これらの取り組みは別にして、協働という言葉が施政方針に34回出てくると。業務委託以外広く

協働で働いている。職員にも定着しており、論議の中に自然に協働という言葉が出てくると、こう

いった説明と、使い続けることにより、意識改革につながる言葉がという言葉が印象に残りました。 

  「市は、最大のサービス産業だ」のテーマから、協働のまちづくりに取り組む市政を職員が十分

理解し、業務を推進する姿を見せられました。 

  寒河江市においても、厳しい社会・経済情勢の中ではありますが、「みんなの力で寒河江の未来

を創ろう」を目標に、佐藤市長とともに、職員の意識を高め、協働のまちづくりに邁進されますこ

とを御期待を申しあげ、質問を終わらせていただきます。ありがとうございました。 

○髙橋勝文議長 以上で一般質問は全部終了いたしました。 

 

散    会    午後３時２８分 

 

○髙橋勝文議長 本日はこれにて散会いたします。 

  大変御苦労さまでした。 
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   議事日程第５号          第４回定例会 

   平成２１年１２月１７日（木曜日）  午前１０時００分開議 

 

   再  開 

日程第 １ 議第７７号 平成２１年度寒河江市一般会計補正予算（第８号） 

 〃  ２ 議第７８号 平成２１年度寒河江市国民健康保険特別会計補正予算（第４号） 

 〃  ３ 議第７９号 寒河江市自転車等駐車場設置及び管理に関する条例の一部改正について 

 〃  ４ 議第８０号 寒河江市立病院使用料及び手数料条例の一部改正について 

〃  ５ 議第８１号 国際チェリーパーク、イベント広場、チェリードーム、臨川亭及びチェリー

ランド河川敷公園に係る指定管理者の指定について 

 〃  ６ 議第８２号 寒河江市立みなみ保育所に係る指定管理者の指定について 

 〃  ７ 議第８３号 寒河江市立にしね保育所に係る指定管理者の指定について 

 〃  ８ 議第８４号 寒河江市市民浴場に係る指定管理者の指定について 

 〃  ９ 議第８５号 物品の取得について 

 〃 １０ 請願第８号 水田農業政策の確立を求める意見書の提出に関する請願 

 〃 １１ 請願第９号 日本農業を守る貿易交渉対応を求める意見書の提出に関する請願 

 〃 １２ 委員会審査の経過並びに結果報告 

      （１）厚生経済常任委員長報告 

      （２）建設文教常任委員長報告 

      （３）予算特別委員長報告 

 〃 １３ 質疑、討論、採決 

 〃 １４ 議会案第７号 水田農業政策の確立を求める意見書の提出について 

〃 １５ 議会案第８号 日本農業を守る貿易交渉対応を求める意見書の提出について 

 〃 １６ 議案説明 

 〃 １７ 質疑、討論、採決 

   閉  会 

 

 

   本日の会議に付した事件 

 

   議事日程第５号に同じ 

 

 

 

 

http://192.168.9.1/gijiroku/giji/2009/2112/071.pdf
http://192.168.9.1/gijiroku/giji/2009/2112/073.pdf


平成２１年１２月第４回定例会 

再    開    午前１０時００分 

 

○髙橋勝文議長 おはようございます。 

  ただいまから本会議を再開いたします。 

  本日の欠席通告議員はありません。 

  出席議員は定足数に達しておりますので、これより本日の会議を開きます。 

  ここで、本日の会議運営について、議会運営委員長の報告を求めます。伊藤議会運営委員長。 

   〔伊藤忠男議会運営委員長 登壇〕 

○伊藤忠男議会運営委員長 おはようございます。 

  本日の会議運営につきましては、昨日議会運営委員会を開催し、協議いたしましたので、その結果

について御報告申しあげます。 

  本日追加されます議案は、議会案第７号及び議会案第８号の２案件であります。 

  追加議案の取り扱いにつきましては、日程第14、議会案第７号及び日程第15、議会案第８号を一括

上程し、日程第16の議案説明は省略することとし、日程第17で質疑、討論、採決と進めることといた

しました。 

  以上、よろしくお取り計らいくださいますようお願い申しあげ、御報告といたします。 

○髙橋勝文議長 お諮りいたします。 

  本日の会議は、ただいまの議会運営委員長の報告のとおり決定することに御異議ございませんか。 

   （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

  御異議なしと認めます。 

  よって、本日の会議運営は議会運営委員長報告のとおり決定いたしました。 

  本日の会議は、議事日程第５号によって進めてまいります。 

 

議 案 上 程 

 

○髙橋勝文議長 日程第１、議第77号から日程第11、請願第９号までの11案件を一括議題といたします。 

 

委員会審査の経過並びに結果報告 

 

○ 髙橋勝文議長 日程第12、委員会審査の経過並びに結果報告であります。 

 

 

 

 

http://192.168.9.1/gijiroku/giji/2009/2112/072.pdf
http://192.168.9.1/gijiroku/giji/2009/2112/074.pdf


平成２１年１２月第４回定例会 

厚生経済常任委員長報告 

 

○髙橋勝文議長 最初に、厚生経済常任委員長の報告を求めます。石山厚生経済常任委員長。 

   〔石山 忠厚生経済常任委員長 登壇〕 

○石山 忠厚生経済常任委員長 おはようございます。 

  厚生経済常任委員会における審査の経過と結果について御報告申しあげます。 

  本委員会は、12月11日、委員全員出席、当局より関係課長等出席のもと、開会いたしました。 

  本委員会に付託になりました案件は、議第78号、議第79号、議第80号、議第82号、議第83号、議第

84号、請願第８号、請願第９号の８案件であります。 

  順を追って審査の内容を申しあげます。 

  初めに、議第78号平成21年度寒河江市国民健康保険特別会計補正予算（第４号）を議題とし、当局

の説明を求め、質疑に入りました。 

  主な質疑の内容を申しあげます。 

  委員より「繰入金の積み立て状況はどうなっているのか」との問いがあり、当局より「基金残高に

つきましては、１億235万2,000円ほどあります」との答弁がありました。 

委員より「新型インフルエンザについて、１回かかった場合は、接種しなくてもよいのか。２回の

接種は何歳までするのか。１回の接種は何歳までするのか」との問いがあり、当局より「１回罹患し

た患者は免疫ができていますので、予防接種を受ける必要はありません。２回接種は13歳未満ですが、

中学生については、今のところ基本的には２回なのですが、まだ検討中ということです。それ以外は

１回です」との答弁がありました。 

  委員より「特定健診を受ける該当者をどのぐらい見込んでいるのか」との問いがあり、当局より

「平成21年度については、3,200名ほど見込んでおりますが、受診率が半分ほどでありまして、ＰＲ

しながら受診率をふやそうと考えています」との答弁がありました。 

  途中休憩を挟み、会議を再開しましたが、ほかに御報告するほどの質疑もなく、質疑を終結し、討

論を省略して採決の結果、議第78号は全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

次に、議第79号寒河江市自転車等駐車場設置及び管理に関する条例の一部改正についてを議題とし、

当局の説明を求め質疑に入りました。 

主な質疑の内容を申しあげます。 

委員より「撤去された自転車の保管場所と管理の仕方、保管期間とその根拠、持ち主を探す方法、

そして、県内他市の状況はどうなっているのか」との問いがあり、当局より「保管については、寒河

江駅正面駐車場の空きスペースの１カ所にまとめて、チェーン等をかけ施錠します。保管期間は、市

の公告から３カ月を予定しており、その根拠は、本市では、遺失物に係る民法第240条の期間を準用

しています。持ち主を探す方法は、移動の前に移動と再登録を促すための注意札を取りつけます。14

日間過ぎても移動されない場合に移動を行います。その後に過去の登録や警察の防犯登録を参考に探

すことになります。県内の状況は、平成19年度までに山形市と米沢市が条例を定めているようです」

との答弁がありました。 

委員より「自転車の処分方法について、リサイクルして観光事業とミックスしたり、バザーに出す



などの方法があると思うが、どのようにやられるのか」との問いがあり、当局より「処分の方法につ

いては、これまで乗れない状態のものがほとんどでしたので、クリーンセンターで処分していますが、

今年度３台ほど乗れる状態のものがあったので、駅に設置してある観光用レンタルサイクルというこ

とで使ったということもありますので、今後も使えるものは利用させていただきたいと考えていま

す」との答弁がありました。 

  ほかに御報告するほどの質疑などもなく、質疑を終結し、討論を省略して採決の結果、議第79号は

全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

  次に、議第80号寒河江市立病院使用料及び手数料条例の一部改正についてを議題とし、当局の説明

を求め質疑に入りました。 

主な質疑の内容を申しあげます。 

委員より「特別リハビリテーション料について、病院の方で決められた日数を超えた患者さんから、

もう少しやりたいというような具体例があったのか、決められた日数を超えた場合の自己負担はどう

なるのか」との問いがあり、当局より「現時点での希望者はいません。ただ、今年度に入って、受け

たいというような事例はありましたが、制度としての受け皿がなかったということです。自己負担の

額については、疾患別に診療点数が決められています」との答弁がありました。 

委員より「自己負担でもいいから受けたいという人の場合は、本人が希望すれば何カ月でも受けら

れるのか」との問いがあり、当局より「患者の治療に対する意欲を高める必要がある場合に限り行わ

れるということですが、治療効果が期待できるとか、本人がどうしてもやって治したいということの

中で、医師と相談しながら実施していくものと思っています」との答弁がありました。 

ほかに御報告するほどの質疑もなく、質疑を終結し、討論を省略して採決の結果、議第80号は全会

一致をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

次に、議第82号寒河江市立みなみ保育所に係る指定管理者の指定についてを議題とし、当局の説明

を求め質疑に入りました。 

主な質疑の内容を申しあげます。 

委員より「公募を実施しなかった理由は何か」との問いがあり、当局より「寒河江市の公の施設に

係る指定管理者の指定手続等に関する条例第４条の中に、市長等が施設の性質等を考慮し、公募によ

らずとも施設の設置目的を効果的に達成することができると認めるときには公募しなくともよいとい

う規定があります。新たに指定管理者制度を導入する際には公募を実施しますが、更新時については、

施設職員と利用者との長期継続的な人的信頼関係が必要とされるという施設の性格上と、これまで管

理者が良好に管理していることが明らかであるということから、公募をしませんでした」との答弁が

ありました。 

委員より「良好な管理の判断基準として、アンケートをとるなど保護者の意見を反映する基準があ

るべきだと思うが、そのことはどうされたのか」との問いがあり、当局より「本年８月に全保育所を

対象に満足度を調べるためアンケート調査をしており、その結果、良好な管理をしているという判断

に至ったものです」との答弁がありました。 

委員より「指定管理者の評価点数。特に、保育計画について低い点数が示されているが、評価の状

況についてどのようにされているのか」との問いがあり、当局より「保育計画は、市保育所全体で立

てていますので、それに基づいた保育として標準点としています」との答弁がありました。 



委員より「評価基準の中で、保育所または幼稚園の運営実績がなく、業務委託の実績がない団体が

２点となっているが、これが基準点になっている理由は」との問いがあり、当局より「今回の保育所

の指定管理者の応募については、社会福祉法人と学校法人を対象に公募したわけですが、ここで言う

基準点とは、運営に当たっての標準点で、今回の場合は何も経験のない法人を基準として指定したも

のです」との答弁がありました。 

委員より「指定管理者制度というのは、効率的で保育の内容もよくなるということを見込んで導入

していると思う。そして、競争させることも必要と思うがどう考えているのか」との問いがあり、当

局より「指定管理者については、民間のノウハウを活用し、施設を有効に利用しようという目的があ

ります。競争性については、それを重視するのではなく、いかにして保育の質を高めるかといったこ

とに力点を置いて選考しています」との答弁がありました。 

途中休憩を挟み、会議を再開しましたが、ほかに御報告するほどの質疑もなく、質疑を終結し、討

論を省略して採決の結果、議第82号は多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

次に、議第83号寒河江市立にしね保育所に係る指定管理者の指定についてを議題とし、当局の説明

を求め質疑に入りました。 

主な質疑の内容を申しあげます。 

委員より「保育サービスの充実方策の項目で、保育サービスの充実方策の提案がないということで

４点となっているが、どう評価しているのか」との問いがあり、当局より「スタート時点での基準点

として評価しております」との答弁がありました。 

委員より「公募の方法と範囲はどうなのか」との問いがあり、当局より「公募の方法は、ホームペ

ージと市報でお知らせし、範囲は市内になっています」との答弁がありました。 

途中休憩を挟み、会議を再開しましたが、ほかに御報告するほどの質疑もなく、質疑を終結し、討

論を省略して採決の結果、議第83号は多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

次に、議第84号寒河江市市民浴場に係る指定管理者の指定についてを議題とし、当局の説明を求め

質疑に入りました。 

主な質疑の内容を申しあげます。 

委員より「これまで寒河江温泉協同組合が管理をしていたわけだが、ここで働いていた人たちはど

うなるのか」との問いがあり、当局より「できるだけ再雇用していただくようにお願いしなければな

らないと考えています」との答弁がありました。 

途中休憩を挟み、会議を再開しましたが、ほかに御報告するほどの質疑もなく、質疑を終結し、討

論を省略して採決の結果、議第84号は全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

次に、請願第８号水田農業政策の確立を求める意見書の提出に関する請願を議題とし、担当書記に

よる請願文書朗読の後、審査に入りました。 

主な質疑、意見等の内容を申しあげます。 

委員より「願意妥当だと思います」との意見がありました。途中休憩を挟み、会議を再開しました

が、ほかに質疑、意見等もなく、質疑、意見等を終結し、討論を省略して採決の結果、請願第８号は

全会一致をもって採択すべきものと決しました。 

次に、請願第８号が採択されましたので、意見書案について質疑、意見等に入りましたが、質疑、

意見等もなく、質疑、意見等を終結し、討論を省略して採決の結果、全会一致をもって意見書案のと



おり議会案を提出することに決しました。 

次に、請願第９号日本農業を守る貿易交渉対応を求める意見書の提出に関する請願を議題とし、担

当書記による請願文書朗読の後、審査に入りました。 

主な質疑、意見等の内容を申しあげます。 

委員より「願意妥当だと思います」との意見かありました。ほかに質疑、意見等もなく、質疑、意

見等を終結し、討論を省略して採決の結果、請願第９号は全会一致をもって採択すべきものと決しま

した。 

次に、請願第９号が採択されましたので、意見書案について質疑、意見等に入りましたが、質疑、

意見等もなく、質疑、意見等を終結し、討論を省略して採決の結果、全会一致をもって意見書案のと

おり議会案を提出することに決しました。 

  以上で、厚生経済常任委員会における審査の経過と結果について御報告を終わります。 

 

 

 

 

http://192.168.9.1/gijiroku/giji/2009/2112/073.pdf
http://192.168.9.1/gijiroku/giji/2009/2112/075.pdf


平成２１年１２月第４回定例会 

建設文教常任委員長報告 

 

○髙橋勝文議長 次に、建設文教常任委員長の報告を求めます。松田建設文教常任委員長。 

   〔松田  孝建設文教常任委員長 登壇〕 

○松田  孝建設文教常任委員長 おはようございます。 

  建設文教常任委員会における審査の経過と結果について御報告申しあげます。 

  本委員会は、12月11日、委員全員出席、当局より教育長を初め関係課長等出席のもと、開会いたし

ました。 

  本委員会に付託になりました案件は、議第81号、議第85号の２案件であります。 

  順を追って審査の内容を申しあげます。 

  初めに、議第81号国際チェリーパーク、イベント広場、チェリードーム、臨川亭及びチェリーラン

ド河川敷公園に係る指定管理者の指定についてを議題とし、当局の説明を求め質疑に入りました。 

主な質疑の内容を申しあげます。 

委員より「現在、業務委託を受けているチェリーランド管理センターから、チェリーランドさがえ

に指定管理者として移行する予定であるが、現在の管理センター職員の進路について」の問いがあり、

当局より「今回指定をしている株式会社チェリーランドさがえより、現在の職員の方を優先に採用さ

せていただきたいといった提案をいただいております」との答弁がありました。 

議第81号については、ほかに御報告するほどの質疑もなく、質疑を終結し、討論を省略して採決の

結果、全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

  次に、議第85号物品の取得についてを議題とし、当局の説明を求め質疑に入りました。 

  主な質疑の内容を申しあげます。 

  委員より「入札に参加した業者名について」問いがあり、当局より「株式会社メコム村山支店、山

形教育用品株式会社山形支店、ＮＥＣネッツエスアイ株式会社山形営業所とＮＴＴ東日本山形の４社

です」と答弁がありました。 

委員より「パソコンの故障の際の保証について」の問いがあり、当局より「通常機種の保証は、一

般的な商品取引と同じ１年で、故障については、その都度納入業者と協議となります」との答弁があ

りました。 

  途中、休憩を挟み会議を再開しましたが、議第85号については、ほかに御報告するほどの質疑もな

く、質疑を終結し、討論を省略して採決の結果、全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決

しました。 

  以上で、建設文教常任委員会における審査の経過と結果について御報告を終わります。 

 

予算特別委員長報告 

 

○髙橋勝文議長 次に、予算特別委員長の報告を求めます。那須予算特別委員長。 

   〔那須 稔予算特別委員長 登壇〕 

○那須 稔予算特別委員長 おはようございます。 



  予算特別委員会における審査の経過と結果について御報告を申しあげます。 

  本委員会は、12月４日、委員全員出席、当局からは市長初め関係課長等出席のもと、開会をいたし

ました。 

  本委員会に付託されました案件は、議第77号平成21年度寒河江市一般会計補正予算（第８号）であ

ります。 

  議第77号を議題とし、議案説明を省略して質疑に入りました。 

  主な質疑を申しあげます。 

  一つ、障害者福祉施設整備事業のスケジュールについて。一つ、中心市街地活性化センター省エ

ネ・グリーン化推進事業の内容についての質疑があり、当局よりそれぞれ答弁されました。 

  質疑を終結して各分科会に分担付託し、一たん散会いたしました。 

  次に、12月17日、委員全員出席、当局からは市長初め関係課長等出席のもと、委員会を再開いたし

ました。 

  議第77号を議題とし、各分科会委員長より分科会における審査の経過と結果について報告を求めた

後、質疑、討論、採決に入りましたが、質疑もなく、質疑を終結し、討論を省略して採決の結果、議

第77号は多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

  以上で、予算特別委員会における審査の経過と結果について御報告を終わります。 
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質疑、討論、採決 

 

○髙橋勝文議長 日程第13、これより質疑、討論、採決に入ります。 

  議第77号について、委員長報告に対する質疑はありませんか。 

   （「なし」と呼ぶ者あり） 

  これにて質疑を終結いたします。 

  討論に入りますが、討論の通告がありませんので、討論を終結いたします。 

  これより議第77号を採決いたします。 

  本案に対する委員長の報告は可決であります。本案は委員長報告のとおり決することに賛成の議員

の挙手を求めます。 

   〔賛成議員 挙手〕 

  挙手多数であります。 

  よって、議第77号は原案のとおり可決されました。 

  議第78号について、委員長報告に対する質疑はありませんか。 

   （「なし」と呼ぶ者あり） 

  これにて質疑を終結いたします。 

  討論に入りますが、討論の通告がありませんので、討論を終結いたします。 

  これより議第78号を採決いたします。 

  本案に対する委員長報告は可決であります。本案は委員長報告のとおり決することに賛成の議員の

挙手を求めます。 

   〔賛成議員 挙手〕 

  挙手全員であります。 

  よって、議第78号は原案のとおり可決されました。 

  議第79号について、委員長報告に対する質疑はありませんか。 

   （「なし」と呼ぶ者あり） 

  これにて質疑を終結いたします。 

  討論に入りますが、討論の通告がありませんので、討論を終結いたします。 

  これより議第79号を採決いたします。 

  本案に対する委員長の報告は可決であります。本案は委員長報告のとおり決することに賛成の議員

の挙手を求めます。 

   〔賛成議員 挙手〕 

  挙手全員であります。 

  よって、議第79号は原案のとおり可決されました。 

  議第80号について、委員長報告に対する質疑はありませんか。 

   （「なし」と呼ぶ者あり） 

  これにて質疑を終結いたします。 

  討論に入りますが、討論の通告がありませんので、討論を終結いたします。 



  これより議第80号を採決いたします。 

  本案に対する委員長の報告は可決であります。本案は委員長報告のとおり決することに賛成の議員

の挙手を求めます。 

   〔賛成議員 挙手〕 

  挙手全員であります。 

  よって、議第80号は原案のとおり可決されました。 

  議第81号について、委員長報告に対する質疑はありませんか。 

   （「なし」と呼ぶ者あり） 

  これにて質疑を終結いたします。 

  討論に入りますが、討論の通告がありませんので、討論を終結いたします。 

  これより議第81号を採決いたします。 

  本案に対する委員長の報告は可決であります。本案は委員長報告のとおり決することに賛成の議員

の挙手を求めます。 

   〔賛成議員 挙手〕 

  挙手全員であります。 

  よって、議第81号は原案のとおり可決されました。 

  議第82号について、委員長報告に対する質疑はありませんか。 

   （「なし」と呼ぶ者あり） 

  これにて質疑を終結いたします。 

  討論に入りますが、討論の通告がありませんので、討論を終結いたします。 

  これより議第82号を採決いたします。 

  本案に対する委員長の報告は可決であります。本案は委員長報告のとおり決することに賛成の議員

の挙手を求めます。 

   〔賛成議員 挙手〕 

  挙手多数であります。 

  よって、議第82号は原案のとおり可決されました。 
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  議第83号について、委員長報告に対する質疑はありませんか。 

   （「なし」と呼ぶ者あり） 

  これにて質疑を終結いたします。 

  討論に入ります。討論の通告がありますので、順次発言を許します。佐藤暘子議員。 

○佐藤暘子議員 私は、日本共産党市議団を代表し、議第83号寒河江市立にしね保育所に係る指定管理

者の指定について反対の立場で討論をいたします。 

  今議会に、寒河江市立にしね保育所の指定管理者の指定について提案されていますが、３年前には

みなみ保育所を指定管理者制度に移行し、今回、にしね保育所を２カ所目の指定管理者制度に移行し

ようとするものです。 

  指定管理者に選定されたのは、学校法人不動学園で、平成22年４月１日から平成25年３月31日まで

の３年間の期間で、初年度の指定管理料は8,471万8,342円になっています。 

    寒河江市は、指定管理者制度を導入する理由として、民間の力を活用し、住民のニーズに柔軟に対

応できること、民間事業者を競わせることにより、効率的でよりよいサービスを提供することができ

るということを上げています。 

    私たちは、指定管理者制度をすべて否定するものではありませんし、今回、にしね保育所の指定管

理者に選考された事業者に問題があると言っているのでもありません。 

  事業の中身によっては、民間活力を利用し、効率よくより適切なサービスを提供できるものもある

と思います。しかし、保育所を指定管理者制度にすることには、幾つかの問題点があると思います。 

  一つは、指定管理者制度は、制度上、指定管理期間が終われば、新たに参入を希望する事業者と指

定管理者になるための競争をしなければなりません。保育所の場合、もしもこれまでの事業者が新た

な事業者に変更になった場合、子どもたちへの心理的な影響ははかり知れないものがあると思われま

す。 

  このことも考慮し、寒河江市では、規定によりみなみ保育所の指定管理については、３年間指定管

理者になっていた同じ事業者を選定しています。 

  このことは、一度指定管理者に指定されれば、よほどのことがない限り固定化されてしまうことに

なり、指定管理者制度としての目的にはそぐわないばかりでなく、行く行くは行政の責任としての保

育から、民間任せの保育運営に道を開いていくきっかけとなることが心配されます。 

  民間の事業者に管理を委託すれば、さまざまなサービスを提供できるというメリットもあるでしょ

うが、管理運営が安上がりにできるということでもあります。 

  このことは、とりもなおさず保育士として働く人たちの人件費を低下させていくことになると思い

ます。 

  また、保育所は、保育に欠ける子どもたちを保育するという趣旨からしても、いろいろな事情を持

った子どもたちが多く集まるところです。昨今のように、経済的にも大変厳しい情勢のもと、いろい

ろな事件、事故が多発しています。子どもたちの間にも、親や大人たちによる虐待やいじめ、セクハ

ラといったことも社会現象としてあらわれています。 

  このような子どもたちの変化に、いち早く気づき、子どもたちを守り育てる仕事は、行政の大事な

仕事です。公立の保育所には、ベテランの保育士から若い保育士へと保育のわざと心が引き継がれ、



保育士たちがしょっちゅう入れかわるということもなく、安定した良質の保育を提供することができ

ています。 

  幼稚園には幼稚園としての役割があり、保育所には保育所としての役割があります。人間を育てる

という仕事は、効率の物差しではかられるべきではないと考えます。 

  公立保育所は指定管理者制度に任せるのではなく、自治体の責任でしっかりと守っていくべきと考

えます。今、行政の責任としてやるべきことは、待機児童解消のために定員を超えて狭くなっている

施設を拡充したり、園庭を広くするなど、子どもたちが快適に過ごせる環境を整えることこそ優先さ

れるべきだと思います。 

  以上の理由から、にしね保育所の指定管理者の指定については、反対であることを申しあげ、討論

といたします。 
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○髙橋勝文議長 石川忠義議員。 

○石川忠義議員 私は、新清・公明クラブを代表し、議第83号寒河江市立にしね保育所に係る指定管理

者の指定について、賛成討論を述べさせていただきます。 

  公の施設への指定管理者制度導入については、民間のノウハウを利用することにより、多様化する

住民のニーズに効果的・効率的に対応して住民サービスの向上を図るとともに、その施設の有効活用

と経費の削減を図るものと理解しております。 

  寒河江市においても、この大綱の目指すところは、自立した効率的で生産性の高い行財政運営を市

民一体となって進めるため、平成17年11月に、「市民と協働による自立した豊かな未来を創造する行

財政基盤の確立」を改革の目指す方向とした新たな寒河江市行財政改革大綱を策定したわけでありま

す。 

  その中に、管理者制度の活用ということで、平成19年度に保育所の１校を指定管理者導入、平成22

年度に１保育所の指定管理者導入ということで位置づけていることは、皆様も御案内のとおりであり

ます。 

  このことから、行財政改革大綱に基づき、平成19年４月からみなみ保育所に同制度を導入したとこ

ろであります。 

  導入効果としては、土曜日の延長保育の実現のほか、園外保育活動の充実や幼稚園との交流などに

より、保育の質の向上が図られ、保護者の評判も高く、入所希望者もふえていると、本年７月に開催

された定例議員懇談会において聞いているところであります。 

  また、にしね保育所の保護者を対象とした説明会や地域の方々への説明でも、特段にしね保育所へ

の指定管理者導入への反対意見もなかったと聞いておりますし、私ども西根選出の議員に対しても、

いろいろ回って聞いているんですが、そういう反対意見は聞かれないという実情であります。 

  このようなことから、寒河江市立にしね保育所に係る指定管理者の指定については、賛成の意を表

するものであります。 

  以上です。 
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○髙橋勝文議長 國井輝明議員。 

○國井輝明議員 私は、新政クラブを代表し賛成の立場から討論させていただきます。 

  公共施設の管理運営業務を公共団体以外の団体でも直接行うことを可能とする指定管理者制度が、

2003年、平成15年９月に施行されました。すべての公共施設は、施設の管理を直営するか、指定管理

者を定めて委託するかを決めることになりました。 

  寒河江市においても、2006年、平成18年４月から、社会体育施設や社会福祉施設を初め、24の施設、

近年ではみなみ保育所などを含む指定管理者による施設拡大を指定管理者制度を実施しております。 

  約40年間にわたり続いてきた管理委託制度により、各自治体においては、自治体が出資する外郭団

体を中心に、施設の管理を委託してまいりましたが、自治体の財政悪化が顕著になり、採算性を度外

視した施設運営は住民の反感を買う時代となりました。 

  そこで、管理者にこれまで以上の権限を与え、新たな視点に立った管理運営を促すことにより、施

設が活性化し、収支の改善や利用者サービスの向上など、さまざまな効果が期待できるとして導入さ

れたのが指定管理者制度であります。 

  指定管理者制度における自治体の役割として、指定管理者制度を導入しても、施設の運営に関する

地方自治体の責任は変わらないこと、むしろ業務監督などが義務づけられたので、大変になる面もあ

ります。 

  施設の運営水準がその自治体の施策の水準を決定づけると言っても過言ではなく、指定管理者との

協働作業により、施設の効率の最大化と管理、経費の縮減を継続的に追求することが重要なことにな

ります。 

  指定管理者制度は、行政が指定管理者に施設の運営をお任せしたのではなく、一緒によい運営を市

民に提供し、それによって事業進行を図っていく目的があります。指定管理者とさまざまな形で協議

をするのは大切なことだと思います。 

  また、利用者、市民をサービス供給の対象とだけ考えるべきではなく、運営の中に入っていただく

仕組みをつくることにより、施設への愛着が高まる等々、地域の力を利用することが大切なことだと

思います。 

  市民、指定管理者、行政が協働して各施設における事業振興に取り組まれることにより、期待する

ものであります。 

  私が個人的に指定管理者を置くみなみ保育所を何度か訪問させていただいたことがありますが、い

つでも対応がよく、地区民の評判も高いということも伺っております。 

  議員という立場、また、私自身にしね保育所に子どもを入所させている一人の親としての立場とし

ましても、次代を担う子どもたちの健全な育成に力を注いでくださるものと大きな期待をするもので

あります。 

  以上、賛成討論とさせていただきます。 

 

 

 

http://192.168.9.1/gijiroku/giji/2009/2112/078.pdf
http://192.168.9.1/gijiroku/giji/2009/2112/080.pdf


平成２１年１２月第４回定例会 

○髙橋勝文議長 以上で、通告による討論は終わりました。 

  これにて討論を終結いたします。 

  これより議第83号を採決いたします。 

  本案に対する委員長の報告は可決であります。本案は委員長報告のとおり決することに賛成の議員

の挙手を求めます。 

   〔賛成議員 挙手〕 

  挙手多数であります。 

  よって、議第83号は原案のとおり可決されました。 

  議第84号について、委員長報告に対する質疑はありませんか。 

   （「なし」と呼ぶ者あり） 

  これにて質疑を終結いたします。 

  討論に入りますが、討論の通告がありませんので、討論を終結いたします。 

  これより議第84号を採決いたします。 

  本案に対する委員長の報告は可決であります。本案は委員長報告のとおり決することに賛成の議員

の挙手を求めます。 

   〔賛成議員 挙手〕 

  挙手全員であります。 

  よって、議第84号は原案のとおり可決されました。 

  議第85号について、委員長報告に対する質疑はありませんか。 

   （「なし」と呼ぶ者あり） 

  これにて質疑を終結いたします。 

  討論に入りますが、討論の通告がありませんので、討論を終結いたします。 

  これより議第85号を採決いたします。 

  本案に対する委員長の報告は可決であります。本案は委員長報告のとおり決することに賛成の議員

の挙手を求めます。 

   〔賛成議員 挙手〕 

  挙手全員であります。 

  よって、議第85号は原案のとおり可決されました。 

請願第８号について、委員長報告に対する質疑はありませんか。 

   （「なし」と呼ぶ者あり） 

  これにて質疑を終結いたします。 

  討論に入りますが、討論の通告がありませんので、討論を終結いたします。 

  これより請願第８号を採決いたします。 

  本案に対する委員長の報告は採択であります。本案は委員長報告のとおり決することに賛成の議員

の挙手を求めます。 

   〔賛成議員 挙手〕 

  挙手全員であります。 



  よって、請願第８号は採択することに決しました。 

  請願第９号について、委員長報告に対する質疑はありませんか。 

   （「なし」と呼ぶ者あり） 

  これにて質疑を終結いたします。 

  討論に入りますが、討論の通告がありませんので、討論を終結いたします。 

  これより請願第９号を採決いたします。 

  本案に対する委員長の報告は採択であります。本案は委員長報告のとおり決することに賛成の議員

の挙手を求めます。 

   〔賛成議員 挙手〕 

  挙手全員であります。 

  よって、請願第９号は採択することに決しました。 
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議 案 上 程 

 

○髙橋勝文議長 日程第14、議会案第７号及び日程第15、議会案第８号を一括議題といたします。 

 

議 案 説 明 

 

○髙橋勝文議長 日程第16、議案説明であります。 

  お諮りいたします。 

  ただいま議題となっております議会案第７号及び議会案第８号の２案件については、会議規則第37

条第３項の規定により提案理由の説明を省略したいと思います。これに御異議ございませんか。 

   （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

  御異議なしと認めます。 

  よって、提案理由の説明を省略することに決しました。 

  なお、委員会提出の議案は、会議規則第37条第２項の規定により、委員会に付託しないこととなり

ます。 

 

質疑、討論、採決 

 

○髙橋勝文議長 日程第17、これより質疑、討論、採決に入ります。 

  議会案第７号に対する質疑はありませんか。 

   （「なし」と呼ぶ者あり） 

  これにて質疑を終結いたします。 

  討論に入りますが、討論の通告がありませんので、討論を終結いたします。 

  これより議会案第７号を採決いたします。 

  本案は原案のとおり決することに賛成の議員の挙手を求めます。 

   〔賛成議員 挙手〕 

  挙手全員であります。 

  よって、議会案第７号は原案のとおり可決されました。 

  議会案第８号に対する質疑はありませんか。 

   （「なし」と呼ぶ者あり） 

  これにて質疑を終結いたします。 

  討論に入りますが、討論の通告がありませんので、討論を終結いたします。 

  これより議会案第８号を採決いたします。 

  本案は原案のとおり決することに賛成の議員の挙手を求めます。 

   〔賛成議員 挙手〕 

  挙手全員であります。 

  よって、議会案第８号は原案のとおり可決されました。 



 

閉    会    午前１０時４７分 

 

○髙橋勝文議長 これにて平成21年第４回定例会を閉会いたします。 

  大変御苦労さまでした。 
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平成２１年１２月第４回定例会 

 

 

 

 

 

 

    寒河江市議会議長   髙  橋  勝  文 

 

 

    会議録署名議員   杉  沼  孝  司 

 

 

    会議録署名議員   伊  藤  忠  男 
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